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愛媛大学防災情報研究センターにおける 

寄附講座を中心とした防災研究と防災教育の展開 

この 12 年間で開設した 8部門の寄附講座等 

各寄附講座等の概要 

名 称 東南海・南海地震研究部門 

期 間 2010.10～.2015.3 

寄付者 社団法人四国建設弘済会(現 一般社団法人 四国クリエイト協会) 

目 的 東南海・南海地震に対する行政と連携した総合的防災対策検討 

名 称 アーバンデザイン研究部門 

期 間 2014.4～ 

寄付者 松山市都市再生協議会 

目 的 松山市中心市街地の活性化検討ならびにまちづくりの人材の育成 

多くの寄附講座や共

同研究講座を開設し

て、20 名近い教員に

より防災関連の技術

開発などを精力的に

展開しています 
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名 称 インフラ空間情報基盤研究部門 

期 間 2018.4～2024.3 

寄付者 (株)カナン・ジオリサーチ 

目 的 地下・地上一体型空間情報調査技術の開発 

名 称 宇和海沿岸地域南海トラフ地震事前復興研究（共同研究） 

期 間 2018.4～2021.3 

共同研究者 東大・愛媛県・宇和島市・八幡浜市・西予市・愛南町・伊方町 

目 的 東南海・南海地震に対する行政と連携した総合的防災対策検討 

名 称 松山全世代型防災教育推進講座 

期 間 2019.10～2023.3. 

寄付者 松山市防災教育推進協議会 

目 的 防災対応並びに地方創生に資する人材育成に関する実践的教育の推進 

名 称 海洋レーダ情報高度化研究部門 

期 間 2019.11～2021.10 

寄付者 国際航業(株) 

目 的 レーダによる津波測定技術の開発及びインドネシア人研究者との 

ネットワーク強化 

名 称 防災・減災、国土強靭化総合研究部門 

期 間 2021.4～2024.3. 

寄付者 (株)芙蓉コンサルタント 

目 的 大規模自然災害対応並びに国土強靭化に資する人材育成と関連技術開発 

 

名 称 防災・橋梁メンテナンス技術研究部門 

期 間 2017.4～2022.3. 

寄付者 (株)第一コンサルタンツ・(株)高知丸高(2017.4-2018.3) 

目 的 インフラメンテナンスならびに防災関連建設技術の開発 
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名 称：急速施工車両用プレキャスト防護柵「RS ガードフェンス」の技術開発 

期 間：2017.6～2018.12 

共同研究者：(有)松井建材、日本興業(株)、愛媛三段ブロック(株)、(有)創友、 

(株)第一コンサルタンツ、(株)エスイー、愛媛大学 

目 的：車両用剛性防護柵 SB 種としての性能(強度)を有していることを実証 

開発成果そのⅠ：RS ガードフェンスの特徴 

自動車専用道路の路側部に設置されるプレキャスト防護柵は、日本道路協会の車両用防護柵標準仕様

でその断面寸法や構造が定められている。RS ガードフェンスは、標準仕様で定められている従来型

に比べて、施工期間の短縮と作業性を大幅に改善した製品である。 

主な改善点は、①目地部に円形部材(RS スペーサー)を適用することによりモルタル充填前に製品緊

張を可能にしたこと、②PC 鋼より線を 2 本(従来型は 1 本)にすることで 1 本当たりの線径が小さく

なり、作業性を向上させたこと、③PC 鋼より線の定着緊張位置を製品側面(従来型は上面)にするこ

とにより、通常のセンターホールジャッキでの緊張作業を可能にしたことである。 

 

 

開発成果そのⅡ：静的載荷試験で SB 種の性能を有することを確認した。 

RS ガードフェンス(製品長 5m)を７本連結し、中央部に水平力を載荷し、製品の水平及び鉛直変位、

内部の鉄筋のひずみを測定した。SB 種の設計荷重は 58kN であるが、製品の転倒安全率が 1.0 にな

る 79.5kN まで載荷しても RS ガードフェンスは損傷や過大な変形しないことを確認できた。 

 

(詳細は，本文 33～34 頁を参照) 

(詳細は，本文 33～34 頁を参照) 
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開発成果そのⅢ：FEM 解析による検証 

静的載荷試験と同じ条件で弾性 FEM 解析を行った。FEM 解析では、RS ガードフェンスの底面が

地盤に密着しており、回転による底面の持ち上がりやスリップによる移動はしないものとしてい

る。この解析条件のため静的載荷試験と若干異なっているもののフェンスの水平変位は概ね一致し

た。 

FEM 解析結果からも、SB 種防護柵としての製品の安全性を確認することができた。 

 

開発成果そのⅣ：施工性の確認 

均しコンクリート設置、RS フェンスの設置、PC 鋼より線挿入、PC 鋼より線緊張、目地部・定着部

の無収縮モルタル充填の施工を現地で実際に行い、RS フェンスの開発目標である施工期間の短縮と

作業性の向上が図れることを確認した。 

 

研究員 

教授   矢田部龍一、准教授：全 邦釘 

特定教授 右城猛 

開発技術に関する問い合わせ先 

      愛媛大学防災情報研究センター 矢田部龍一 

      TEL：089-927-8141  E-mail：yatabe.ryuichi.mu@ehime-u.ac.jp 

(詳細は，本文 33～34 頁を参照) 

(詳細は，本文 33～34 頁を参照) 
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名 称：小規模落石防護柵「SR フェンス」の技術開発 

期 間：2018.4～2020.3 

共同研究者： (有)創友、(株)ニップロ、(株)第一コンサルタンツ 

目 的： SR フェンスの落石エネルギー吸収性能の検証 

開発成果そのⅠ：SR フェンスの開発 

SR フェンスとは、プレキャスト車両用防護壁の上に、軽量剛性繊維網を使用した高さ 1.5m の防護

柵を設置したもので、6.2kJ 以下の小規模落石および小規模崩壊土砂を受け止めることができる工法

である。特殊技術がなくても簡単に設置できるという特徴がある。 
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開発成果そのⅡ：落石エネルギー吸収性能の検証 

性能検証の実験は、工場内の天井クレーンを利用して振り子方式で行った。高さ 4.5m の位置から質

量 141kg のコンクリート多面体の重錘をＳＲフェンスに衝突させて挙動を観測した。その結果、支柱

や阻止面の変形などにより 6.2kJ のエネルギー吸収性能があることを確認できた。 
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(詳細は，本文 35～38 頁を参照) 

(詳細は，本文 35～38 頁を参照) 
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開発成果そのⅢ：施工性の確認 

SR フェンスは、平成 30 年 2 月から令和３年 3 月までの間に全国 260 箇所で施工が行われており、

安全性と施工性に優れた製品であることが実証されている。設置に要する日数は、基礎が 100m/

日、防護柵が 25m/日である。 

開発成果そのⅣ：適用範囲 

SR フェンスは運動エネルギー6.2kJ 以下の落石を受け止めることができる。勾配 45゜の斜面と勾配

55゜の斜面に対して適用可能な落石径と落下高の目安を下図に示す。なお、斜面の等価摩擦係数は、

設計で一般的に使用されている 0.35 としている。 

 

 

研究員 

特定教授 右城 猛 

特定教授 松本洋一 

開発技術に関する問い合わせ先 

      愛媛大学防災情報研究センター 右城 猛 

      TEL：088-821-7011  E-mail：t-ushiro@daiichi-c.co.jp 

(詳細は，本文 35～38 頁を参照) 

(詳細は，本文 35～38 頁を参照) 
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名 称：ハーフプレキャスト落石防護擁壁「Rs ウォール」工法の技術開発 

期 間：2020.4～2020.12 

共同研究者：松井建材(有)、(有)創友、(株)第一コンサルタンツ、高知工業高等専門学校

目 的：施工性の省力化と落石エネルギーの吸収性能を検証 

開発成果そのⅠ：Rs ウォール工法の考案 

Rs ウォールとは、跳び箱のように内部が空洞になったプレキャスト型枠(高さ 0.5m、長さ 2m)を積

み上げて、内部にコンクリートを打設することで重力式擁壁を構築するハーフプレキャスト工法であ

る。前面勾配は３～６分、高さ 0.5～4.0m までの断面に対応できる。品質に優れた擁壁を少人数で短

期間に施工可能にすることを目的として開発した。 

 

開発成果そのⅡ：施工性の確認 

天端幅 0.5m、底面幅 1.25m、高さ 1.5m、奥行き長 10m の重力式擁壁を試験施工した。施工に要し

たのは 6 人の作業員が 1 日であり、現場打ちコンクリートに比べて作業員を 6 人役削減でき、養生 1

日を含めた施工日数は 1.5 日短縮することができた。 

(詳細は，本文 39～44 頁を参照) 

(詳細は，本文 39～44 頁を参照) 
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開発成果そのⅢ：落石防護柵基礎を兼ねた重力式擁壁としての性能 

高さ 3.0m、支柱間隔 3m、延長 9m のストンガードを重力式擁壁に設置し、質量 0.8t のコンクリー

ト製多面体(SAEFL 型)重錘をトラッククレーンで吊り上げ、防護柵の下端から 2m 上の位置に

6.5m の高さから振り子方式で防護柵の阻止面に垂直に衝突させた。運動エネルギーは、ストンガー

ドの可能吸収エネルギーとされている 51kJ である。 

重錘衝突時に、擁壁はつま先を中心にわずかに回転変位したが、安定性に関してはまったく問題な

いことを確認できた。 

開発成果そのⅣ：落石防護擁壁としての性能 

開発成果そのⅢで説明した実験の後、同じ重錘を擁壁の下端から 1m 上の位置に壁面に垂直に衝突さ

せた。衝突速度は 11.3m/s、運動エネルギーは 51kJ である。衝突時の衝撃力で重錘は破損したが、

擁壁の損傷は確認されなかった。プレキャスト型枠の破損や剥離を心配していたが、そのような損傷

も見られなかった。現場打ちコンクリートの重力式擁壁と同等の耐落石性能を有していることが確認

できた。 

 

研究員 

特定教授 右城 猛 

特定教授 松本洋一 

開発技術に関する問い合わせ先 

      愛媛大学防災情報研究センター 右城 猛 

      TEL：088-821-7011  E-mail：t-ushiro@daiichi-c.co.jp 

(詳細は，本文 39～44 頁を参照) 

(詳細は，本文 39～44 頁を参照) 
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名 称：宇和海沿岸地域南海トラフ地震事前復興研究（共同研究） 

期 間：2018.4～2021.3 

共同研究者：東京大学・愛媛県・宇和島市・八幡浜市・西予市・愛南町・伊方町 

目 的：南海トラフ地震に対する行政と連携した総合的防災・事前復興対策検討 

開発成果そのⅠ：「南海トラフ地震えひめ事前復興推進指針」 

被害の軽減や被災地の復興を適切かつ迅速・円滑に実施するための備えを発災前に取り組むための

「事前復興」の推進を指針として提示。 

 

⑨復興事業
・復興事業の実施

③事前復興まちづくり計画の検討
・集落・市街地の復興デザインの検討等

②事前復興計画【復興ビジョン編】の検討
・市町の復興デザインの検討等

■事前復興の取り組み
の必要性の気づき

・市町の災害リスク
・市町の復興に向けた備え、
取り組み状況

・復興における課題 等

事前復興の取り組みの枠組み

①事前復興計画【復興プロセス編】の検討
・円滑な復興に向けた復興⼿順・体制の検討等

発災後の活⽤
⑦復興計画
・市町の復興の⽬標等

⑧復興まちづくり計画
・集落・市街地の復興の⽬標等

発災 切り替え

⑥復興の早期推進
・復興に向けた体制の
構築、計画検討組織
の早期構築 等

切り替え早期の体制
構築等

⑤復興の基盤となる⼟台形成（⾏政・住⺠・学校教育、復興基盤の整備等）
・復興に携わるすべての⼈を対象とした訓練・ワークショップ等の教育の継続
・復興に関連する情報の収集、事前の住⺠意向の把握、情報の集積・共有 等

復興の
下⽀え

復興の
下⽀え

④事業化（＝事前実施）
・復興デザイン等に基づく
事業実施

・防災・減災、国⼟強靱化
のための事業実施

開発成果そのⅡ：「計画」事前復興プランの実践への取り組み 

各モデル地区で検討した事前復興プランを基本に，地元への報告や住民ワークショップによる議論を

通じて事前復興（防災）の事業プランとして推進する流れを構築。 

 

(詳細は，本文 71～78 頁を参照) 

(詳細は，本文 71～78 頁を参照) 
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開発成果そのⅢ：「情報」情報プラットフォームの構築と活用 

事前復興の「情報」に関わる基盤として“情報プラットフォーム”を構築し，防災・減災のための

行政訓練や住民ワークショップ（防災復興学習型 WS，課題解決提案型 WS）への活用等も提案。 

開発成果そのⅣ：「教育」学校教育プログラム（将来の大人世代の学び）の構築 

学校教育は今の子供たちがいつの日か南海トラフ地震に遭遇することを想定し，段階的な基礎学習と

疑似的な体験学習を重ねるプログラムを構築。 

 

研究員 

教授   森脇 亮  特定教授  山本浩司 

特定教授 薬師寺隆彦 特定研究員 新宮圭一 

開発成果に関する問い合わせ先 

      愛媛大学防災情報研究センター 山本浩司 

      TEL：089-927-9021  E-mail：yamamoto.koji.wo@ehime-u.ac.jp 

(詳細は，本文 79～86 頁を参照) 

(詳細は，本文 101～108 頁を参照) 

小学校

（思考の芽生え）

能動的学習として

・自然災害の怖さ
・命を守る（防災）
・新しいまちづくり

小学校

（思考の芽生え）

中学校

（思考の芽生え）

地域学習の中で

・災害からの再興
・地域と家族の歴史
・復興のビジョン，

プロセス

中学校

（思考の形成）

高校

（概念の再構築）

社会システム学習

・被災後の生活
・生活再建の判断
・復興の合意形成

高校

（概念の再構築）

10代 15代
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開発成果そのⅡ：「学校における防災教育の推進のためのプログラム構築」 

防災教育を推進するためのプログラム構築（学習指導案等の資料集や防災教育サポート動画の作成） 

防災教育を行う人材のキャリアアップ研修 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名 称 松山全世代型防災教育推進講座 

期 間 2019.10～2023.3. 

寄付者 松山市防災教育推進協議会 

目 的 防災対応並びに地方創生に資する人材育成に関する実践的教育の推進 

開発成果そのⅠ：「全世代型防災教育推進のためのシステム構築」  

小学生から高齢者まですべての世代に防災リーダーを育成するためのシステム構築 

 

＜人材のキャリアアップ研修＞ 

＜防災教育資料集の作成と活用＞ 

＜防災教育サポート動画の作成＞ 

大雨

洪水

土砂

災害

高潮

と

る

べ

き

行

動

2

気

象

情

報

な

ど

　大雨注意報

　洪水(こうずい）注意報

　はんらん注意水位到達情報

　はんらん注意情報

　危険度分布(黄)

　大雨注意報

　危険度分布(黄)

避難

情報

　高潮（たかしお）注意報

み

ん

な

自

分

　まつやまマイ・タイムラインシート（個人版）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なまえ：　　　　　　　　　　　　　　　作成日：

　高潮（たかしお）警報・高潮特別警報

はんらん発生

情報

大雨特別

警報

　洪水警報

　避難判断水位到達情報

　はんらん警戒情報

　危険度分布(赤)

　大雨警報(土砂災害)

　危険度分布(赤)

 

　はんらん危険水位到達情報

　はんらん危険情報

　危険度分布(薄紫)　　　　　　危険度分布(濃紫)

警戒レベル 1 3 4

　避難準備・

　高齢者等避難開始
　避難勧告（ひなんかんこく）　　　　避難指示（緊急）　

5

災害

発生

　土砂災害警戒情報

　危険度分布(薄紫)　　　　　　危険度分布(濃紫)

　大雨警報(浸水害)

　

　避難先にもっていくもの

　■洪        水：□あり　□なし

　　浸  水  深：　　　ｍ、浸水時間　　　時間

        家屋倒壊：□あり    □なし

　■土砂災害：□あり　□なし

　■高        潮：□あり　□なし

　わたしの災害リスク 　わたしの避難先（場所・移動時間）

　■洪水：

　

　■土砂災害：

　■高潮：

早期注意情報

(警報級の 可能性)

自主避難（じしゅひなん）など注意の呼びかけ

切れ目のない防災教育 
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開発成果そのⅢ：「子どもを育てる人と人のつながりを促す場の構築」 

自主防災会をはじめとする地域や関係機関と連携する場や様々な年齢の子どもが一緒に活動する場

の構築 

開発成果そのⅣ：「学びから主体的な活動へ 未来を描く子どもたち」 

様々な学びを自分のこととして捉え、防災に主体的にかかわり、未来を描ける子どもの育成 

開発技術に関する問い合わせ先 

松山防災リーダー育成センター 中尾順子 

TEL 089-927-8821  E-mail：nakao.junko.zv @ehime-u.ac.jp

研究員 

特定教授 中尾順子 

出向職員(松山市) 喜安祥隆 

研究補助員 中島淳子 

＜自主防災会や地域との連携＞ 

＜企業や関係機関との連携＞ 

＜小学生から大学生まで年齢が違う人との関わり＞ 

＜自己課題の追究＞ 

＜オンラインでの発信＞ 

＜防災を通して街づくり 

への提案＞ ＜想いを伝え、共有する場の構築＞ 

学校
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名 称：松山アーバンデザインセンター   期 間：2014.4～2021.3 

共同研究者：松山市,伊予鉄グループ,松山商工会議所,まちづくり松山,松山大,東雲女子大,聖カ

タリナ大,東京大,復建調査設計,伊予銀行,愛媛銀行,日立製作所,日産自動車,四国旅客鉄道 

目 的：公民学連携により松山市における都市計画・まちづくりを推進すること 

開発成果そのⅡ：もぶるラウンジの運営と花園町通りの利活用（2019-）  

花園町通りのビル一階をリノベーショ

ンして創設されたまちづくり拠点「もぶ

るラウンジ」の運営と、2017 年にリニュ

ーアルされた花園町通りの歩行者空間の

利活用に関する取り組みを地元と連携し

て実施し、街路空間の活用に関する取り

組みの知見を蓄積した。 

開発成果そのⅠ：みんなのひろばともぶるテラスの運営（2014-2019） 

銀天街 L 字地区の一角に松山市が設置

した「みんなのひろば」と「もぶるテラス」

の運営を請け負い、中心市街地における

滞在空間の創出とその運営方法の検討を

行なった。広場創出の効果検証と今後の

都市空間における交流プログラムのデザ

インに関する知見を蓄積した。 

開発成果そのⅣ：移動する建築（2017-2019） 

2017 年にリニューアルされた花園町

通りと道後温泉別館飛鳥乃湯泉の活用を

目的とし、「移動するまちづくり拠点」の

提案コンペ及び実制作を行なった。制作

過程に地元小学生が参画し、技術者集団

である伊予匠ノ会協力のもと行なった。

出来上がった２つの建築は、その後のそ

れぞれの現場で活用されている。 

開発成果そのⅢ：アーバンデザインスクール（2014-） 

愛媛大学、松山大学、聖カタリナ大学、

東雲女子大学との連携で、愛媛県の高校

生、大学生、社会人を対象に、松山市に

おけるまちの魅力創出と担い手育成を目

的としたまちづくり学習プログラムを実

施した。過去 5 ヵ年度開催し、計 170 名

を超える修了生を出している。 

花園町通りでの「屋台」の活用 飛鳥乃湯泉中庭での「街の中の雲」 

城山公園活用のプロジェクト一例

商店街への「花園テラス」提案と実施ラウンジでの企画展示の様子

みんなのひろば もぶるテラス

まち歩きによる気づきの共有
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開発成果そのⅥ：スマートシティプロジェクト（2019-）  

データ収集及びその活用のための情報

基盤の導入により、都市計画をより総合

的に進めるための方法論の構築を目的と

したスマートシティプロジェクトを開始

した。松山市と技術を持った民間企業と

コンソーシアムを組織し、国土交通省か

ら補助を受けて事業を実施している。 

開発成果そのⅧ：情報発信（2014-） 

松山市の都市計画やまちづくり、その

他まちに関する情報発信を行うことを目

的とし、フリーペーパーの発行やラジオ

番組の企画制作、展示企画等の取り組み

を行なってきている。 

(詳細は，本文○～○頁を参照) 

研究員（2020 年度） 

教授:松村暢彦  准教授:羽鳥剛史 特定講師:三谷卓摩 特定研究員:板東ゆかり 研究補助員:日野順子 事務補佐員: 

教授:千代田憲子 講 師:片岡由香 特定助教:四戸秀和 客員研究員:吉田英生  研究補助員:大野利恵  柴田典子 

開発技術に関する問い合わせ先 
      愛媛大学防災情報研究センター アーバンデザイン研究部門 
      TEL：089-968-2921  E-mail：udcm.matsuyama@gmail.com 

開発成果そのⅤ：ヴィジョン策定の取り組み（2016-） 

松山市とともに松山ビジョン 2050 の

作成を行なった。また、そのバージョン

アップを目的とし、関係者へのヒアリン

グ、都市形成史のとりまとめ、将来の都

市空間再編のポイント整理を行なってい

る。計画の基礎資料は、今後 UDCM の

ホームページに公開予定である。 

開発成果そのⅦ：都市整備支援事業（2014-） 

松山市が行う各種都市整備事業（花園

町通り、道後温泉活性化、駅周辺整備等）

に関して、それぞれの事業遂行をサポー

トしている。また、地元側の機運を高め、

行政との対話を円滑に行うための勉強会

やワークショップ等の企画実施を行なっ

ている。 

導入技術と活用のイメージ 

久米地区の資源 野忽那島の浜の特徴 

市駅前商店街関係者との勉強会 市主催の「松山駅まち会議」支援 

FM 愛媛まちラヂ,市長インタビュー 「もぶるマガジン」の発行企画会議 

データの可視化イメージ 
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名 称：インフラ空間情報基盤研究部門（寄付講座） 

期 間：2018.4～2021.3 

共同研究者：愛媛大学、（株）カナン・ジオリサーチ 

目 的： 3 次元地中レーダ技術を用いた路面下空洞探査を含む道路空間情報の高度化を

目標に基盤技術を学び、自治体はじめ公共団体及び社会インフラ整備分野で貢献できる

専門家の育成を目指す。 

研究員 

特定教授   馬場 務 

 

開発技術に関する問い合わせ先 

      愛媛大学防災情報研究センター 馬場 務 

                E-mail：t.baba@canaan-geo.jp 

開発成果そのⅠ：地中レーダ技術を用いた路面下性状調査に関する研究 

地中レーダで得られた信号により地下性状を精度良く把握する技術の高度化を目的として模型実験を実施し

た。またレーダ性能を検証する施設として、種々の模擬埋設物と空洞を所定の深さに埋設させた地中レーダー

テストフィールドを（株）カナン・ジオリサーチ敷地内に構築した。 

 

 

 

 

(詳細は，本文 9～24 頁を参照) 
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属性、位置情報

（緯度・経度） 

結果 

写真 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

名 称：空間情報の調査と解析に関する総合的研究 

期 間：2020.4～2021.3 

共同研究者：カナン・ジオリサーチ、ＡＩＳＩ協会 

目 的：路面下空洞調査のデータベース構築の 1 手法 

開発成果そのⅠ： GNSS を活用した効率的な調査・解析の推進 

 〇調査成果のデータベース化 

・路面下空洞調査では、莫大なデータ量を取得する。そのため、すべての項目で効率化が求めら

れる。空洞調査測定においては、ＧＰＳをもとに記録解析する。GNSS を活用することにより

GPS の精度向上と計測時のリアルタイム性の考慮したシステムを構築し１次調査の効率化が進

めば必然的に解析の効率化につながるので、その事象を検証した。 

・過去に調査したデータを地図情報とともにデータベース化しオープンにすることにより同種業

者および将来的には発注者にも働きかけ情報共有ができ信頼度が増すものと考える。そのた

め、ユーザーが望む属性等の項目を検討中。今後、統一したプラットフォームが構築できる。 

・国土地理院地図上でその地点の情報を入力することを可能にし、危険度を把握することができ

る。従来、時間がかかっていた帳票類作成の効率化につながる。帳票類を作成。 

 

 

 

                     
現在は、43 基の衛星を捕獲 

（ＧＰＳでは 9 機のみ） 

属性、値、写真、結果等をユーザーの希望項目をカスタマイズする 

②測定軌跡を図面上に表示する。（下図の赤線枠） 

・危険場所や特異な場所のポイントを表示する。 

・セキュリティ対策のもと情報共有する。 
①GNSS を活用

研究員 

特定教授    片山辰雄 

開発技術に関する問い合わせ先 

      愛媛大学防災情報研究センター 片山辰雄 

      TEL：090-1025－9423  E-mail：tkatayama@ehime-u.ac.jp 

属性 

位置（緯度・経度） 

調査結果 

写真等 

詳細は本文 25～32 頁を参照 
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開発成果：「地⽅建設会社を対象とした技術伝承・技能形成の仕組みに関する事例分析」 

 

 

 

名 称：大量退職と少子高齢化社会到来を踏まえた社会資本整備にかかる人的資源と技術

伝承のあり方等に関する研究  

期 間：2018.4～2021.3 

共同研究者：羽鳥 剛史(愛媛大学） 

 

研究員 

特定教授   中前 茂之 

開発技術に関する問い合わせ先 

      愛媛大学防災情報研究センター 中前 茂之 

      TEL：090-1200-4670  E-mail：nakamae@canaan-geo.jp 

(詳細は，本文○～○頁を参照) 

①研究の背景と問題意識 ②技術伝承の分析枠組み 

③研究の流れ ④本研究のまとめ 

詳細は 63～72 頁を参照 
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序     文 

 

 愛媛大学防災情報研究センターは、平成芸予地震や平成 16 年台風災害の発生などを受け

て、平成 18 年 4 月 1 日に設立されました。以降、15 年が経過していますが、この間、東日

本大震災、熊本地震、北海道東部胆振地震、平成 23 年台風 12 号災害(紀伊半島豪雨災害)、
平成 30 年 7 月豪雨災害、令和元年台風 19 号・21 号災害、令和 2 年 7 月豪雨災害など、大

規模な地震災害ならびに気象災害が頻発しています。 
 
 センターでは、これらの自然災害の調査研究や防災啓発に努めてまいりました。また、多

くの寄付講座の受け入れや共同研究による講座の開設を行ってきています。2010 年から今

日まで、計 8 つの講座が動いて、多くの研究成果を生みだしてきています。寄付講座などの

開設に協力いただいた社団法人四国建設弘済会(現 一般社団法人 四国クリエイト協会)、
松山市都市再生協議会、(株)第一コンサルタンツ・(株)高知丸高、愛媛県・宇和島市・八幡

浜市・西予市・愛南町・伊方町、(株)カナン・ジオリサーチ、松山市防災教育推進協議会、

国際航業(株)、(株)芙蓉コンサルタント、ならびに松山市に心より感謝申し上げます。 

 
今回、これらの寄付講座などの技術開発成果や研究成果を中心に「防災・まちづくりに関

わる最新の学術・技術開発シンポジウム」と題するシンポジウムを、(一社)四国クリエイト協

会とインフラメンテナンス国民会議四国フォーラムの共催を得て 7 月 6 日に開催しました。計

17 編の発表がなされ、オンライン参加者を含めて 350 名以上の方に参加頂きました。論文

発表者ならびに参加者に心より御礼を申し上げます。 

 
 これらの発表は何れも好評であり、参加者から論文集発刊の希望が多々ありました。そこ

で、発表者に論文原稿の執筆を依頼したところ、快く引き受けていただき、計 16 編の論文

原稿が提出されました。これらをまとめて、論文集として刊行するとともに、防災情報研究

センターのホームページ上でも公開することにしました。本論文集では、寄付講座での取り

組み成果として開発された製品や新技術、新工法、学術成果などの紹介も行っています。こ

れらの成果は、学術的に裏打ちされたもので、信頼性は高いと評価できます。積極的な活用

を検討いただければ幸いです。 

 
 新型コロナウィルスの感染が拡大する中で、日本は未曽有の危機を迎えています。南海ト

ラフ巨大地震が発生すれば、この比ではない危機的状況に陥ることが危惧されます。僅か 3
分間の揺れで 200 兆円を超える財産が一瞬のうちに消え去り、その後、10 年間の経済損失

は 1000 兆円を大きく超えます。このような大災害に立ち向かうために、防災情報研究セン

ターも、官民学が集って新技術・新工法を開発する場として、また、防災教育のメッカとし

て、更には、まちづくりや事前復興などの政策提言の場として、大いに活用いただければ幸

いです。 
 最後に、今一度、寄付講座等の開設に協力いただいた各機関に、また、発表と論文執筆に

協力いただきました各位に心より感謝申し上げます。 

 
令和 3 年 8 月 31 日 

 
愛媛大学防災情報研究センター長 ネトラ・プラカッシュ・バンダリ 
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愛媛大学防災情報研究センター寄附講座における防災関連学術技術開発研究 

 
愛媛大学防災情報研究センター 矢田部龍一 

 
１．防災情報研究センター設立までの経緯 

平成 13 年 3 月平成芸予地震災害 

 防災情報研究センターの設立は、平成 13 年 3 月 24 日に発生した平成芸予地震に端を発す

る。平成芸予地震は、安芸灘の地下 51km を震源とし、マグニチュード 6.8 のスラブ内地震で、

愛媛県では震度 5 強から 5 弱を広い範囲で観測している。被害は犠牲者 1 名、負傷者 75 名、

住宅の全壊 2 戸、半壊 46 戸などである。愛媛大学では、平成芸予地震の発生を機に、全学部

から 50 名以上の教員が参加し、学術調査団を結成した。 

 
平成 16 年台風災害 

 平成 16 年は台風の当たり年であった。台風 10 号は、7 月 30 日から 8 月 4 日にかけて日本

に影響を与えた。台風 10 号は日本海に抜けてから停滞したところに、南風が徳島上空をずっ

と吹き抜けたので、徳島県の南東斜面に記録的な豪雨をもたらし、大規模な山腹崩壊を数多く

引き起こした。この台風に続いて、台風 15 号(8 月 17 日から 19 日)、台風 16 号(8 月 27 日か

ら 31 日)、台風 18 号(9 月 5 日から 7 日)、台風 21 号(9 月 29 日から 30 日)、台風 23 号(10 月

20 日)の 6 個の台風が四国に被害をもたらした。これらの台風で、高松市などでの高潮災害、

肱川の氾濫による大洲市の洪水災害、愛媛県や香川県の瀬戸内側での無数の土石流災害などを

もたらした。台風 21 号では、土石流や斜面崩壊により松山自動車道、国道 11 号、JR 予讃線

などの幹線が寸断された。また、室戸市などでの高波災害などをもたらした。 

愛媛大学では、全学部から 50 名以上の教員が参加した学術調査団を結成し、各分野からの

学術調査と解析を実施した。 

 
平成 18 年 4 月 防災情報研究センターの立ち上げ 

 これらの災害発生を機に防災情報研究センター設立の機運が高まり、平成 18 年 4 月 1 日に

センターが立ち上がった。センター設立に際して、次のような形態とした。 

 
・経費的に大学から独立した組織とする 

・愛媛大学正規ポストの教員は置かない 

・災害発生時に学術調査を実施(全学から団員を募る)する 

・常時は災害調査報告などの防災啓発(研究は個々の教員が行う)を行う 

・特に、東南海・南海地震(当時は、政府は東南海・南海地震を対象としていた。東日本大震災

以降、南海トラフ巨大地震を想定地震とし始めた)対応を想定して設立する 

 
 大学から経費支援と人的支援を得ないというのは、通常の組織ではありえない。経費がゼロ

では組織の運営はできないので、外部からの共同研究や受託研究、また各種の競争的資金の獲

得が必要となる。といっても、働き人である専任の教員はいない。どうするかと言えば、各学

部に籍を置く兼任教員の働きによる。防災意識とボランティア精神に溢れた教員の働きに頼る

という極めて不安定な組織体である。 

 しかし、大学から経費と人的支援を受けていないといい面もある。大学の組織は、他の役所
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や学校、また民間企業などと比べると基本的に自由度が高い。自分の組織で大半のことを決定

できる。それでも、組織である以上、何かと制約はある。大学からの各種の支援を受けていな

くて自立できている組織体であれば、何事につけてより自由度が高いように感じられる。それ

だけの理由で、基本的に大学の世話にならない組織とした。ただ、その背後には、他の組織体

も大学の世話にならずに、自立できる組織であって欲しいという願いがあった。国からの交付

金が減少していく中で、自分の力でお金と人材を動かせる組織にならないと将来は危うい。 

 センター設立当初の活動経費は、四国地方整備局からの受託研究や民間会社からの共同研究、

寄付金などでまかなった。人材としては、国交省の技官キャリア 1 人に、教授として着任して

もらった。センターと言いながら、専従の教員は 1 人、活動経費ゼロの船出であった。 

 しかし、設立当初から多くの共同研究や受託業務をこなして、成果は十分に出始めた。 

 
２．センター設立後の寄付講座等を中心とした研究・啓発活動 

 防災センター設立後、数年間は寄付講座を受け入れずに、共同研究、受託研究、寄付金など

の外部資金で運営した。センターに学内の専任教員がいないので科研費の間接経費がゼロであ

る。兼任教員の多くが科研費に採択され、研究費の助成を受けている。しかし、その間接経費

は所属学部と大学本部に振り分けられる。そのため、センターには 1円の間接経費も入らない。 

 センターを運営していくためには、少なくても 1 人ないし 2 人の事務員が必要となる。その

経費と各種の講演会や研修会などの開催経費も含めると、それなりの外部資金が必要である。

その経費をねん出するために、当初は四国地方整備局などからの受託研究に力を注ぎ、数年後

からは寄付講座の受け入れと社会人教育などにも力を入れてきた。 

 図-1 に、これまでの寄付講座受け入れ状況を示す。 

 

 
図-1 寄付講座等受け入れの状況 
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防災情報研究センターにおける寄付講座・共同研究の流れ

ME養成講座

当初は
四国地方整備局

次いで
四国クリエイト協会 今は、寄付講座・各種助成金

南海トラフ地震を睨んだ
産官学建設技術者ネット
ワーク構築を目的

防災情報研究センターにおける寄付講座・共同研究の流れ

─ 2 ─



 
「寄付講座・共同研究」などの受け入れ 

 
2010.10～2014.3 

寄付講座名 東南海・南海地震研究部門 

寄付者   （一社）四国クリエイト協会（当時は四国建設弘済会） 

研究内容 

 南海トラフ巨大地震は、四国にとって最大の脅威となる。寄付講座発足後、間もなくして

起こった東日本大震災によるインフラ関係の被害調査、行政の対応、復旧・復興の課題など

を整理し、南海トラフ巨大地震への対応策を検討し、多大な成果をあげ。また、東日本大震

災の被害調査に基づく大規模地震への備えについて講演会の開催などで、市民の啓発に多大

な成果をあげた。愛媛県下の 20 市町の首長が登壇した防災フォーラムには 2 千名もの参加

者があった。 

 
2014.4～ 

寄付講座名 松山アーバンデザイン研究部門 

寄付者   松山都市再生協議会 

研究内容 

松山市は、愛媛県の県庁所在地であり、人口 50 万人の中核都市である。しかし、郊外に

大規模な商業施設が建設されたこともあり、中心市街地の衰退が進んでいる。そこで、道後

地域も含めた中心市街地の活性化と JR 松山駅の高架事業に伴う再開発事業を対象に、松山

市中心市街地の活性化研究などを行っている。これらの取り組みもあり、国のコンパクトシ

ティ構想やスマートシティ構想のモデル地域にも指定されている。また、これらの取り組み

の成果は多くの表彰となって実っている。 

 
2017.4～ 

防災・橋梁メンテナンス技術研究部門 

寄付者   (株)第一コンサルタンツ(2017 年度から) 

（ただし 2017 年度は、（株）第一コンサルタンツと（株）高知丸高） 

研究内容 

 災害発生時の早期復旧のために短期施工が可能な長尺橋梁の開発、道路のり面の防災対策

としての擁壁や落石防護ネットの開発、南海トラフ巨大地震に対する事前復興デザイン研究、

それと、ICT と AI を活用した定置式ジブクレーンによる運搬の省力化調査研究などを行っ

ている。それぞれの取り組み課題に関して多大な成果をあげている。これらの技術開発の成

果は高い評価を受けており、各種の表象として実っている。 

 
2018.4～ 

インフラ空間情報基盤研究部門 

寄付者   (株)カナン・ジオリサーチ 

研究内容 

 高速で走行する探査車による路盤下空洞調査に関して、空洞探査と位置情報の精度向上に

関する研究を行っている。平時に本技術が道路の安全安心な交通に寄与することは言うまで
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もなく、災害発生時には、迅速な復旧のために、なくてはならない技術である。これらの取

り組みの成果は、複数の特許の取得や道路空洞調査に関わる国土交通省からの業務受注など

多大な成果をあげている。 

 
2018.4～2021.3 

宇和海沿岸地域南海トラフ地震事前復興研究 

共同研究者 愛媛県、宇和島市、八幡浜市、西予市、愛南町、伊方町 

      東京大学 

研究内容 

 南海トラフ巨大地震が発生すると、愛媛県南予地域は 10m 超える津波に見舞われると想

定されている。過疎化が進む南予地域にとって早期の復旧は至上命題である。そこで、南海

トラフ地震の巨大津波災害の被害軽減と迅速な復旧・復興を目的として、被災想定域を対象

として事前復興デザインに関する研究を行ってきた。研究成果は事前復興指針にまとめられ、

今後、愛媛県下 20 市町に展開していくことになっている。全国的に見ても、事前復興を総

合的に検討した例はなく、極めて先駆的な研究成果と評価できる。 

 
2018.10～ 

松山全世代型防災教育推進講座 

寄付者 松山市防災教育推進協議会 

研究内容 

 大規模災害による犠牲者を減らすために防災教育の推進は必須の取り組みである。松山市

は、市町単位で見ると全国 1 位の防災士数を擁するなど、防災まちづくりに力を注いでい

る。しかし、まだまだ住民の防災知識や意識に関しては、多くの課題があり、防災教育の推

進が求められる。そこで本研究では、自律性と継続性を併せ持つ全世代型の防災教育の展開

策について検討し、実践している。小学校、中学校、高校、大学と、防災に関する一連の継

続教育実施の仕組み作りを行うとともに実践するなど、多大な成果をあげつつある。 

 なお、愛媛大学の教養課程科目である環境防災学の開講を通して年間 250 名程度の防災

士を育成している。また、松山市と連携して年間 500 名の防災士養成講座を開講し、地域や

教員、企業人などの防災士養成に努めている。 

 
2019.4～ 

海洋レーダ情報高度化研究 

寄付者 国際航業(株) 

 海洋レーダ（以下，レーダ）は陸上設置型リモートセンシング機器であり、送受信波の周

波数差から海面流速を面的に計測する。津波は流速が鉛直的にほぼ一様で、海面流速を計測

することで波高の推定ができる。レーダの長所は、陸棚縁付近から港湾域まで 0.5〜3km、

2 分程度の高時空間分解能で計測出来る点にある。津波第 1 波検知から，副振動（沿岸海水

の共振現象）の発達減衰過程把握，津波漂流物追跡までを時空間的にシームレスに行う能力

を有する。平常時においても、波浪観測や流況観測、さらにそれらを航行安全や漂流物回収

へ応用することも可能である。 

 
2021.4～ 
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防災・減災、国土強靭化総合研究 

寄付者 (株)芙蓉コンサルタント 

研究内容 

 戦後日本の経済発展を支えた一つの要因は、急ピッチで進められた膨大なインフラ整備で

あることは論を待たない。それらの構造物が、建設後、50 年を経過し、老朽化し始めてい

る。そのためインフラメンテナンスが急務の課題である。それととともに、建設を支えた技

術者も高齢化し、技術の伝承も十分でないまま、熟練技術者が大量に引退し始めている。ま

た大規模災害の発生が待ったなしである。そこで、建設・設計技術者の技術伝承、官民学が

連携した災害発生時の復旧・復興、流域治水や事前復興デザインなどの国土強靭化研究への

取り組みなどを推進する。 

 
2014.4～ 

「文科省助成事業」 

「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進事業」による 

「地域ニーズに応えるインフラ再生技術者育成のためのカリキュラム設計」 

 
 本事業では、愛媛大学学長修了認定プログラムとして社会基盤メンテナンスエキスパート

（ＭＥ）養成講座を開講している。本講座の趣旨と概要は以下の通りである。 

 
太平洋戦争で焦土と化した日本は、東洋の奇跡と言われるほどの経済発展を遂げた。その過

程で社会資本整備にも積極的に取り組んできた。一例を挙げると、日本各地に架けられている

道路橋(橋長 2m 以上)70 万橋、トンネル 1 万本、下水道管渠 45 万 km、港湾岸壁 5 千施設(水

深 4.5m 以深)などである。これらの施設が凄まじい勢いで老朽化している。例えば、2023 年

には道路橋の実に 43%が、トンネルの 34%が、建設後 50 年を経過する。社会資本が老朽化し

ている中で、維持管理や更新への対応は待ったなしの課題である。ところで、今まで新規の建

設に力を注いできたため維持管理への対応は少し遅れている。 特に、維持管理に関わる技術者

の不足は深刻であり、この分野に対応できる人材の養成が急がれる。このような課題に対応す

るために愛媛大学防災情報研究センターでは、文部科学省の「成長分野等における中核的専門

人材養成等の戦略的推進」事業の助成を受けて「地域ニーズに応えるインフラ再生技術者育成

のためのカリキュラム設計」を推進している。 

本プロジェクトは、岐阜大学を基幹校として、長崎大学、山口大学、長岡技術科学大学、 そ

れと愛媛大学の 5 大学がコンソーシアムを組んで取り組んでいる。愛媛大学では、「地域ニー

ズに応えるインフラ再生技術者育成のためのカリキュラム設計」を推進するために、33 の組織

からなる「愛媛社会基盤メンテナンス推進協議会」を設置している。同協議会には、官(国の機

関である四国地方整備局、地方自治体の愛媛県土木部ならびに愛媛県下 20 市町)、民(関連協

会・NPO)、学(愛媛大学防災情報研究センター、環境建設工学科)が参加している。 

「愛媛社会基盤メンテナンス推進協議会」のもとに、愛媛社会基盤メンテナンスエキスパー

ト地域定着化およびカリキュラム検討委員会と愛媛社会基盤メンテナンスエキスパート審査

委員会を設置した。そして、全 48 コマ(講義 26 コマ、演習 7 コマ、フィールドワーク 9 コマ、

その他 6 コマ)からなるカリキュラムを用意し、社会基盤メンテナン スエキスパート(ME)養成

講座を開講した。講座終了後には、審査委員会主催で、ME 筆記 試験とプレゼンテーション

試験を実施した。また、社会基盤メンテナンスエキスパート(ME)養成講座シンポジウムを開催
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し、ME 養成講座の意義を広く呼びかけた。  

四国 ME は、四国に本部を置く期間・団体では初めて国土交通省の規定を満たす″公共工事

に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格″(民間資格)として平成 28 年 2 月より

認められた。この資格認定により、国土交通省の保全業務に関しては、総合評価落札方式にお

けるME資格取得者に対する加点評価などの措置を通じて、業務委託を受けられやすくなった。 

また、平成 29 年 7 月には、ME の要請でつながる 5 大学コンソーシアム(岐阜大学、長崎大

学、愛媛大学、長岡技術科学大学、山口大学)は、その取り組みの成果が評価され、平成 29 年

度の「インフラメンテナンス大賞」(国土交通省など 6 省による)の特別賞を受賞した。 

 

 

図 平成 29 年度の「インフラメンテナンス大賞」 

 
 ME 養成講座を修了し、ME 資格を取得された方も 200 名近くになった。官民の働き盛りの

方々である。20 数名の少人数教育で、3 週間もの間、座学や現場実習などを行い、研修生のネ

ットワークは強化される。また、OB 会を結成しており、年何回もフィールド実習などを実践

しており、それを通して先輩や後輩のネットワークも強くなる。官民学の強いネットワークが

構築されることにより、南海トラフ巨大地震などの大災害時に極めて効果的な対応が可能とな

る。今後、総合評価の際の技術者資格の点数化への取り組みが求められる。 

 防災情報研究センターでは、社会基盤メンテナンスエキスパート(ME)養成講座の開講だけ

でなく、松山市と連携して防災士養成にも取り組んでいる。社会人を対象とした防災士養成講

座では 500 名の防災士を、大学生を対象とした講座では 250 名の防災士を毎年、育成してい

る。そして、防災士資格を取得した方の一部は、松山防災リーダー育成センターの活動に防災

エデュケーターや防災リーダーとして協力している。 

 
３．寄付講座を活用した効果的な技術開発の推進 

 2004 年の国立大学の法人化以降、技術開発や研究推進に向けて民間企業や行政組織からの

寄付講座の開設が増えている。これは大学の比較的恵まれた研究施設と大学生も含めた研究

能力に期待してのことである。また、制度がさらに整備されて、民間企業や行政組織と大学

といった 2 つの組織に籍を置くことができるようになった。 
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この制度はクロスアポイントメントと呼ばれている。(株)三菱総合研究所による:クロスアポ

イントメントを実施するための手引では、クロスアポイントメントに関して以下のように記

されている。 

「クロスアポイントメントとは、出向元機関と出向先機関の間で、出向に係る取決め（協

定等）の下、当該取決めに基づき労働者が二つ以上の機関と労働契約を締結し、双方の業務

について各機関において求められる役割に応じて従事比率に基づき就労することを可能にす

る制度です。クロスアポイントメントの基本的枠組については、内閣府の取りまとめの下、

文部科学省、経済産業省で検討が行われ、その実施に当たっての医療保険、年金等に関する

各種法制度との関係等を厚生労働省等の制度官庁に確認し、平成２６年１２月２６日付けで

「クロスアポイントメント制度の基本的枠組と留意点」（以降「基本的枠組」と言い ま

す。）として取りまとめられています。 文部科学省「平成 28 年度 大学等における産学連

携等実施状況について」によれば、大学、大学共同利用機関（以降「大学等」と言いま

す。）と大学等や独立行政法人、公 益法人等との間でのクロスアポイントメントは一定程度

実施されているものの、大学等から企業へのクロスアポイントメントは平成 28 年度末まで

実績がなく、現在把握している平成 29 年度に実施された事例も僅かです。」 

((株)三菱総合研究所:クロスアポイントメントを実施するための手引～大学―企業間におけるクロスアポイントメ

ントの積極的な活用を通じた産学連携の強化に向けて～、文部科学省平成２９年度産学官連携支援事業委託事業、ク

ロスアポイントメントの推進に向けた調査研究、平成 30 年 3 月 参照) 

 

 
(https://www.wakuwaku-catch.com/ 経済産業省宮本岩男氏第１回 みんなの教育/河合塾) 

 
図-2 経産省による研究人材の流動化・活性化のイメージ図 
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 このように、クロスアポイントメントが整備されたのは、高々、10 年足らず前のことである。

制度的にまだまだ社会的認知が不十分である。しかし、クロスアポイントメントの制度は、研

究や技術開発の推進に効果的である。 

 
 経産省はクロスアポイントメントの狙いを研究人材の流動化並びに活性化としている。イノ

ベーション創出のためには、人材の流動化が必須である。しかし、日本社会は永年雇用が伝統

的である。大学などの研究職のポストは限られている。しかし、ひとたび、採用されれば、数

十年に渡って、そのポストを占有してしまう。これでは、技術開発のスピードに追い付いてい

くことができない。 

 クロスアポイントメント制度の導入により、企業人が大学教授として、また、国の公的研究

機関において、国家的研究課題に取り組むことができる。また大学などの研究者が、企業の開

発現場において、最先端の具体的な開発課題に取り組むことができる。 

 愛媛大学防災情報研究センターでは、国の寄付講座やクロスアポイントメントの制度を積極

的に活用している。現時点で 6 つの寄付講座を受け入れてあり、クロスアポイントメントなど

による特定教授や准教授など、20 名近い教員が技術開発や学術研究に取り組んでいる。関係さ

れる官学等の一層の支援と、寄付講座やクロスアポイントメント制度の積極的な活用を期待す

るものである。 
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地中レーダ技術を用いた路面下性状調査に関する研究 

 

 愛媛大学防災情報研究センター特定教授・（株）カナン・ジオリサーチ        馬場 務 

        特定准教授・（株）カナン・ジオリサーチ Elvis Anup Shukla 

        特定講師・（株）カナン・ジオリサーチ     加藤祐悟 

１．研究の目的 

日本では，高度成長期にインフラが集中的に整備され，その時期に整備されたインフラは今

後急速に老朽化することが懸念されている．老朽化の便宜的な目安は建設後 50 年以上とされ

ており，それが経過している割合は，2018 年 3 月において道路橋が約 25%，トンネルが約 20%，

下水道管が約 4%となっている．さらに 2033 年 3 月には道路橋が約 63%，トンネルが約 42%，

下水道管が約 21%となる見込みである 1)．このようにインフラの老朽化の割合が加速度的に高

くなることが予測されるため，インフラの維持管理・更新に係るトータルコストの縮減・平準

化を図るなどして計画的なメンテナンスに取り組む必要がある．そこで，国土交通省では，2013

年をメンテナンス元年と位置づけ，2014 年には予防保全の考え方を導入した「国土交通省イン

フラ長寿命化計画（行動計画）」を策定 1)し，インフラの老朽化対策に取り組んでいる．また，

国家プロジェクトである戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）においても，インフラ維

持管理・更新・マネジメント技術分野として最先端の技術を活用したインフラのマネジメント

システムの構築を目指している 2)． 

こうした日本での社会資本の取り巻く状況において，近年，道路の陥没が多発している．例

として，2016 年におきた博多駅前の道路陥没事故が挙げられる．陥没は主に路面下の空洞化に

起因し，空洞化は埋設管の破損や地下水の存在，構造物による圧密沈下などが原因となって発

生する．特に，高度経済成長期に集中的に整備されたインフラの多くで老朽化が進んでおり，

管路施設の老朽化に起因する道路陥没の発生件数は，平成 30 年度には全国で約 3,100 箇所にも

及ぶ 3)．路面下空洞化の原因の一つである埋設管の老朽化においては下水道管などの破損個所

から漏水し，土砂が吸い出されることで空洞が形成，さらに拡大し，やがて路面の陥没を引き

起こす 4)． 

路面の陥没は人命にかかわる事故につながる恐れがあるだけでなく，交通インフラの混乱を

引き起こすことが容易に予測される．交通インフラの安全性・円滑運用を確保するためにも路

面下空洞を検出し，道路の陥没を未然に防ぐことが必要不可欠であるにもかかわらず、地上の

インフラのように目視管理で常時監視可能な設備に対して、路面下設備は一旦埋設してしまう

と目視管理が不可能であるという問題がある.このような不利な点を克服する観点から，地中レ

ーダは老朽化が進む日本の地下インフラの維持管理市場において注目されている．そして，地

中レーダを用いた様々な研究が行われており，地中レーダの実用化が拡大してきている．特に

近年では地中レーダを車両に搭載し，走行しながら測定することで交通の妨害を引き起こさず

に効率的に調査できるようになっている．実際に，国土交通省東北地方整備局では，平成 6 年

から平成 27 年にかけて車道部で約 6923 ㎞，歩道部では，768 ㎞が調査されている． 

ここで，地中レーダ（Ground Penetrating Radar：GPR）とは，電磁波を地表面に照射し，地下

物体からの反射波を計測し地下構造を可視化する手法である 5)．地中レーダは前述してきた路

面下空洞調査の他にも，パイプやケーブルなどの埋設物検知，橋梁やトンネルなどのコンクリ
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ート保全調査，さらには遺跡調査等で広く利用されている．このことから現在までに地中レー

ダによる埋設管検出や漏水の検出の有効性や評価に関する様々な研究が行われている． 

地中レーダは非破壊検査であり，比較的短時間で広範囲を調査できるという優位性があるほ

か，取り扱う上での特別な資格は必要ないため便利な手法であるというメリットがある．しか

し，一方で地中レーダ機器より取得される反射映像図は差異があり、反射映像図の解釈は個人

の技量・経験に依存する．すなわち高度な経験を必要とし判定技術者養成に長時間要するとい

うデメリットがある．取得したデータの特質を押さえ、調査に使用する地中レーダ機器の正確

な性能の把握と校正は必要不可欠な作業である. この作業を実施するためには, 種々の埋設物

と模擬空洞を所定の深さに埋設させた地中レーダテストフィールドを用いた地中レーダ機器

の検証が必須となる. 

 

２．地中レーダの原理 5) 

2.1 電磁波伝播の特性 

2.1.1 電波速度と誘電率の関係 

 地中レーダは，地中電磁波の反射・透過を利用した計測法である．地中の電磁波伝播は伝播

媒質が導電性であることに特徴がある．伝播媒質の電気的性質は誘電率，透磁率，導電率の
3 つで記述できる．実際の地球を構成する物質の透磁率は金属鉱床など特殊な場合を除くと真

空の透磁率0にほぼ等しい． 

ここで，電磁波の伝播を考える．を角振動数とする.導電性媒質中（≠0）の電磁界（E，H）

は定常状態（時間因子 ejt）で次の Maxwell の方程式を満たす． 

HjE 
 (2.1) 

EjEH  
 (2.2) 

0 E  (2.3) 

0 H  (2.4) 

電磁波が z 方向に進行し，電界が x 成分のみもつと仮定すれば式(2.1)～式(2.4)の方程式の解と

して平面波を得る． 

jkz
x eEzE  0)(  (2.5) 

Hy(z) = 
1

Z0
E0e-jkz (2.6) 

ここで， 

2/1

0



























jH

E
Z

y

x

 

(2.7) 

は媒質の固有インピーダンスであり，電界と磁界の比率を表す.また，伝播定数は式(2.8)で与え
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られる. 





j
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(2.8) 

[Np/m]は減衰定数，rad/m] は位相定数であり，これらは媒質定数より式(2.9)で与えられる. 
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(2.9) 

導電性媒質中で伝導率は誘電率とともに誘電正接 tanとして現れる.媒質は tan<<1 のと

き誘電性，tan1 のとき導電性である.地中レーダは電磁波の波動としての性質を利用するた

め，tan1 の条件下で多く使用される. 

 式(2.9)より，誘電性媒質（tan<<1）中で減衰定数，位相定数はそれぞれ式(2.10)で近似できる. 




2


，
   

(2.10) 

また，電磁波の減衰率dB/m]と速度 v [m/s]は次式で与えられる. 

31064.1 
r

r





 

(2.11) 

rr

c
v





1

 
(2.12) 

ここで，c=3×108 [m/s] は真空中の光速，r，r は媒質の比誘電率，比透磁率，また08.854×10-

12 [Fm]，0=4×10-7 [N/A2]は真空の誘電率，真空の透磁率である．このとき電磁波の速度は振

動数に依存しないことから，波形が保存されながら伝播する.また，比誘電率と比透磁率はそれ

ぞれの真空における値に対する比である．この関係は式(2.13)～式(2.14)で表される． 

 r0  (2.13) 

 r0  (2.14) 

減衰率は高周波数帯で周波数に依存せず一定となるが，一方数 MHz 以下の低周波数帯では

式(2.9)から与えられる電磁波伝播速度は周波数依存性を持ち，減衰率の周波数依存性が現れる． 

通常の地球構成物質の透磁率は真空の透磁率に近いことから，地中の電磁波伝播速度は式

(2.12)より比誘電率に支配されるといえる．よって，式(2.12)～式(2.14)より，媒質中の電磁波伝

播速度は式(2.15)で表わされる． 

r

c
v




 
(2.15) 
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2.1.2 主な物質の比誘電率 

 表 1に主な物質の 100MHz における比誘電率を示す．この表より，空気が 1，砂（乾燥状態）

が 4-6 であるのに対し，水の比誘電率は 81 と他に比べて非常に大きいことがわかる．水は有極

性分極分子であり強い配向分極を示すため，水の比誘電率は高い．よって，媒質中の水分量は

比誘電率に影響するため，乾燥した土と水分を含んだ土では電磁波伝播速度が異なる． 

 

2.2 地中レーダの構成 

2.2.1 基本構成 

地中レーダ（GPR：Ground Penetrating Radar）は送信機，受信機，送受信アンテナ，制御シス

テム，データ記録装置などから構成される（図 2.1（a））．図 2.1（b）は地中レーダを模式的に

示した．発信機は送信アンテナに信号を送信し，また受信アンテナからの信号を受け取る．制

御システムは指定した間隔でレーダのスキャンを指示する．得られたデータは記録装置 PC に

保存する． 

原理として，送信機アンテナから照射された電波は電気的性質（比誘電率）が異なる物質の

境界面で反射した電波を受信アンテナで受信する．それにかかる往復の伝播時間と比誘電率を

仮定により，反射物体までの距離を計算により目標物の位置（換算深度）が求まる．ここに，

以下の式で示す． 

2

vt
d 

 
(2.16) 

なお，d：深度 [m]，t：往復伝播時間 [s] とする． 

また，複数のアンテナを規則的に配列したものをマルチチャンネルアンテナといい（図 2.2），

配列したアンテナの内送受信に用いるアンテナの組み合わせによって表面下の異なる手法の

スキャンができる．マルチチャンネルアンテナを用いることで，多断面のデータを一つのレー

ダ装置で取得できる． 

表 1 主な比誘電率(100MHz) 

媒質 比誘電率 

空気 1 

水 81 

氷 4 

コンクリート（乾燥） 4-10 

コンクリート（湿潤） 10-20 

砂（乾燥） 4-6 

砂（湿潤） 10-30 

粘土（乾燥） 2-6 
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粘土（湿潤） 15-40 

 

 

(a) 地中レーダ概要図 (b) ダイアグラム 

図 2.1 地中レーダの構成 

 

 

図 2.2 マルチチャンネルアンテナの構成 

 

2.2.2 周波数 

地中レーダで用いる周波数帯は数十 MHz～数 GHz である．2.1 節で述べたように，地中レー

ダは電磁波の波動としての性質を利用するため，tan1 の条件下で多く使用され，10MHz 以

上でほとんどの地球構成物質は誘電性となる．周波数が大きいほど電磁波の波長が短くなるこ

とからレーダの分解能が向上する．しかし 1GHz 以上では媒質中の水分の誘電損失によって減

衰率が増加し，探査深度は浅くなる．また，周波数を小さくすると波長が長くなるためレーダ

分解能は悪くなるが，探査深度は深くなる．つまり，地中レーダは測定に用いる周波数によっ

て探査深度と分解能とが相反関係になるという特徴がある． 

 

2.2.3 変調方式 
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地中レーダには以下のように，いくつかのレーダ方式に大別される． 

(1) インパルスレーダシステム 

変調をかけない直流パルスをアンテナに印加し，受信波を時間領域で計測する．インパルス

レーダでは，反射波形が反射体位置や形状に対応するため信号処理を経ず，受信信号から直接

反射体の深度や位置を特定できる． 

 

(2) 連続波レーダシステム 

最も単純な連続波レーダは，単一周波数を用いたシステムである．システムとしての構成は

簡潔であるが，アンテナに対して固定された物体までの距離情報が得られないという特徴があ

る． 

 

(3) ステップ周波数 

離散的に変化する多周波数において，図 2.3のように各周波数の送信波に対する反射波の振

幅・位相を計測する．周波数領域で計測した波形は，IFFT（逆高速フーリエ変換）により時間

領域に変換し，インパルスレーダ方式の反射波形と等価となり，反射体までの深度や位置を求

めることができる．  

 

2.3 データ処理と解釈 

2.3.1 データ構成（COG,CMP,MOG） 

地中レーダの計測における測定方法には，アンテナの組み合わせによっていくつかに大別で

きる． 

 

(1) COG(Common Offset Gathers)  

オフセット距離 X0が共通の測定手法である．このデータ構成は最も一般的とされる．一組の

送受信機を進行方向に移動させる方法（図 2.4）と，複数の送受信機を等しい距離に配置して

測定する方法（図 2.5）がある．式(2.15)，式(2.16)を用いて反射時刻から深度を求める． 

 

(2) CMP(Common Midpoint)   

CMP 法は，送受信アンテナの中心位置を固定し，送受信アンテナ間隔を変化させる手法（図

2.6）である 6)． 

CMP 法の反射波時刻解析は以下の通りである． 

オフセット距離 X0，深度 D と置くと電磁波の伝播する距離は三平方の定理から計算できる．

地中の電磁波の伝播速度 V とする．これより反射波の到達時刻 T は次の式から求められる．  

V

DX
T

22
0 4


 

(2.17) 

今回の測定で用いた地中レーダアンテナではオフセット距離 X0 はアンテナの固有の値であ

る．各チャンネルの組み合わせによりオフセット距離 X0は決まっている．上式に両方二乗し変

形する. 
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2

2

2

22
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V

X

V

D

V

DX
T 




 
(2.18) 

ここで式(2.18)について次の変数変換をする． 

 

 

 
図 2.3 ステップ周波数 

 

 

図 2.4 COG（1 組アンテナ）の構成 図 2.5 COG（複数アンテナ）の構成 

 

 
図 2.6 CMP の構成 
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図 2.7 MOG の構成 

2
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，
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2
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V
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b 

 
(2.19) 

これにより次の一次式として表される． 

bxay   (2.20) 

この一次式に対する最小二乗法により求めた係数 a,b から X0＞0 かつ T＞0 であるため深度 D

と電磁波の伝播速度 V が求められる． 

b

a
D

2

1


, b
V

1


 
(2.21) 

ここで真空中の光速度を c とすると，電導度，角振動数とし，誘電正接/<<1 のとき地中

の電磁伝播速度 V は次の式で近似できる． 

r

c
V




 
(2.22) 

これより地中の電磁波伝播速度 V から比誘電率rを求めることができる． 

 

(3) MOG(Multi Offset Gathers) 

 MOG は，送受信アンテナ間隔を変化させる手法である（図 2.7）．本研究で使用した地中レー

ダの場合，図 3.3のようなアンテナ配列でアンテナの組み合わせは 156 通りある．すべての組

み合わせで測定を実施した． 

 

2.3.2 画像解釈 

 地中レーダの記録表示は，横軸に水平距離，縦軸に反射時間（往復走時）または換算深度を

とり，地中レーダ反射波信号が白黒またはカラーで表示される（図 2.8）．左図は全 24 チャン

ネルの反射波であり，右図は 24 チャンネルデータのうち，地中レーダの中央における１つの

チャンネルデータを波形で示した．赤の波形（リアル）は左図の青の断面における反射波の実

部である．また緑の波形（マグニチュード）は反射波の絶対値を表している．送信機から受信

機まで空気中を伝わる電磁波を直接波といい，図 2.8中のオレンジ色の線で示される．解析で
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反射時間を用いるときはこの直接波と反射波の時間の差とする． 

 電磁波はアンテナ共振周波数付近のスペクトルを含む波形として放射されるため，複数のピ

ークを持つ 3，4 波を 1 組としてその連続性を見ていく．地中に埋設管や空洞がある場合，この

連続した反射波が途切れて双曲線形などの強い反射パターンとなって現れる．アンテナの指向

性に拡がりがあるため，アンテナが埋設管から離れた位置にあっても反射することから凸型の

双曲線となる．一方埋設物上面が平らである場合には，上面からの反射は水平方向に連続し，

角部で埋設管と同様の反射が生じる（図 2.9）． 

 

 

 

 
 

図 2.8 地中レーダ反射映像の表示例 
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図 2.9 地中レーダの反射映像の概略図 

 

2.4 地中レーダを移動させて測定した場合 

 地中レーダでは送信機アンテナTから照射された電波は電気的性質が異なる物質の境界面で

反射し，反射した電波を受信アンテナ R で受信する．図 2.10 で示された点状の埋設物がある

場合の地中レーダ探査を考える．また，地中レーダから埋設物への方向と垂直とのなす角を𝜃 

とする．ここに，以下の式で示す． 

 
 

図 2.10 地中レーダと点状の埋設物の配置 

 

𝑡 ൌ
2√𝜀√𝑥ଶ  𝑑ଶ

𝑐
 

なお，t：反射波の往復伝播時間 [ns]，r：土質の比誘電率，x：埋設物直上からの水平距離 [m]，

d：埋設物の深度 [m] ，c：真空中の光速 0.3[m/ns]とする． 

 式(2.23)から，比誘電率，埋設物直上からの水平距離が大きくなるにつれて反射波の往復伝播

時間が大きくなる．  

(2.23) 
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３． 研究の概要 

図 3.1 に示す「模型実験による一連の基礎実験」のシーケンスに沿って実験を実施した. 年

度ごとの結果は全て地盤工学会四国支部大会に報告した. 年度ごとの実験方法・結果の詳細は

添付資料１～6 を参考にして戴きたい. 以下に年度ごとに実施した基礎実験の狙いと結果につ

いての概要と, 建設したテストフィールドの概要を報告する. 

 

3.1 実験機器の概要 

実験では 3D-RADAR 社の GeoScope Mk IV コントローラとグランドカップル型アンテナ

DXG1820， DXG2124 を用いた．地中レーダのレイアウトを図 3.2に送受信アンテナのレイア

ウトを図 3.3，また DXG2124 の主な仕様を表 2 に示す．この地中レーダは，周波数が 200MHz

～3GHz で段階的に変化するステップ周波数連続波方式のマルチチャンネルアンテナを持つ．

アンテナの幅は 210cm，12 本の送信アンテナと 13 本の受信アンテナから成り，送受信チャン

ネルが 7.5cm 間隔である．これにより 24 断面を一度に取得できる．また，砂浜での機器レイア

ウトの実際を図 3.4に示す.  

 

3.2 地中レーダを用いた水面の検出実験４） 

 本研究は, 地中レーダの電磁波が比誘電率の異なる境界面で反射することから, 地下の含水

率の異なる層の境界面の同定と温度等の外的変化での境界面の移動を捉えることを目的とし

て, 比誘電率の大きな水面の変動を観察した。 

 
図 3.1 模型実験による一連の基礎実験 

 

表 2 地中レーダの主な仕様 

アンテナの型式 DXG2124 

周波数帯域 200～3000 MHz 
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チャンネル数 24 

チャンネルの間隔 7.5 cm 

有効スキャン幅 180 cm 

サイズ(LxWxH cm) 214.5x79.5x15 

重さ 45 kg 

 

 ノイズが少ない環境下である空気中において水面の位置変化を地中レーダにより測定した．

地中レーダ反射波の形状より，反射時間と水面の幅の変化が明確に判別できた．さらに深度（水

面の高さ）を算出し， 実際の深度と同等の値が得られた．CMP 画像からは直接波と反射波を

観測できた．また反射波時刻解析により比誘電率と深度を求めた．その結果，実際の真空の比

誘電率 1 と誤差が 0.1 である比誘電率 0.9 が得られた．また深度の相対誤差は 浅くなるほど大

きくなった．MOG の測定画像からも CMP と同様に直接波・反射波を確認できた． 

以上より，本研究で行った水面検出実験では，ノイズの少ない環境下においては水面の検出

が可能であると評価する．水面の上昇や降下が地中レーダにより正確に観察できることを検証

した. 
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図

3.2 地中レーダのレイアウト 

 

 

図 3.3 送受信アンテナのレイアウト 

 

3.3 地中レーダを用いた空洞の検出実験７） 

本研究では，地中に様々な形状の空洞があることを想定し，地中レーダを用いて空洞の位置

や深さ方向の大きさを把握できるか また空洞形状の差異を検出できるかを評価することを目

的とした．地中レーダがちょうど収まるような土槽を製作した。土中の空洞は比誘電率が空気

と等しい発泡スチロールブロックを用いて，模擬空洞を形成した． 

水面検出実験と同様に COG CMP MOG の 3 種類のデータにより地中の模擬空洞を観察し

た．COG 画像からは土被りの厚さ（模擬空洞の位置）は確認できたが，模擬空洞の深度方向の

大きさは確認できなかった． COG と CMP のそれぞれの反射時間の解析により土の比誘電率

を算出した結果，砂（乾燥）の一般的な比誘電率 よりも小さいがほぼ同等の値が得られた．ま

た CMP の解析では模擬空洞の存在する深度が実際より大きい値として算出された．このよう
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に空洞検出実験では水面検出実験と比べ顕著に異質の検出が困難であるといえる．これらは，

空気中と比べ土中の探査はノイズを感知する環境下にあること，また，本実験で作製した模擬

空洞の規模が小さいことから多重反射などを引き起こしやすく，レーダ画像により異質の識別

が難しくなったことなどが要因として挙げられる． 

 

 

図 3.4 実験構成 

 

3.4 模擬空洞・水塊の識別実験８） 

 本研究は, ノイズを低減させるため埋設物が少ない無限延長の砂層が得られる海岸の砂浜を

活用して,模擬空洞と模擬水塊からの反射信号の違いや立体構造の識別を観察した. 

 地中レーダによって得られた COG データ画像により，模擬空洞・水塊表面の位置と幅をお

およそ把握できた．しかし，複雑形状の判別は上手くいかなかった． 

 地中レーダの反射の極性は境界面の上下の比誘電率の違いが大から小と重なっているか小

から大と重なっているかに依存している．模擬水塊と模擬空洞を同じ形状で測定することで

比較した際実験により模擬空洞からの反射波と水塊からの反射波とは反射波のピークの極性

により明確に識別できることが判明した.水塊では白から黒へとピークが変化しているので比

誘電率が小さいものから大きいものへ，一方で空洞では黒から白へと変化しているので比誘

電率の大きいものから小さいものへと境界面で変化していることにそれぞれ起因する特性で

あることが分かった．学会発表では好評を博した. 

 

3.5 模擬空洞・水塊間距離の識別実験９） 

 本研究は, 2 つの空洞や水塊間の距離を変化させて, 地中レーダにより測定した。得られた地

中レーダ反射映像図により模擬空洞・水塊が単独か複数か識別できる最小距離と凹型（U 字型）

の形状の識別について調査した. 
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 2 種類の実験を模擬水塊・空洞を用いて実施した． 2 つの水塊・空洞の間隔を変化させて反

射波形状により識別できる最小距離の把握を目的とした実験では, 水塊の場合は 2 つの水塊の

間隔を 10cm から 40cm まで 10cm 刻みで広げていく 4 ケースについて, 空洞の場合は 2 つの空

洞の間隔を 10cm から 50cm まで 10cm 刻みで広げていく 5 ケースについて実施した． 

 模擬水塊間距離の識別実験では， 2 つの水塊の間隔は 30cm で識別できたが，10cm，20cm で

は明確には識別できなかった．U 字型の測定では，U 字型上面間隔 20cm，30cm，40cm で上面

と下の段差からの両方の反射波があった．U 字型上面間隔 20cm より大きい場合では下の段差

が識別できた．  

模擬空洞間距離の識別実験では， 30cm で識別できたが， 水塊と同様に 10cm，20cm では明

確には識別できなかった． U 字型の測定では，U 字型上面間隔 20cm，30cm，40cm で上面と

下の段差からの両方の反射波が確認でき．U 字型上面間隔 20cm より大きい場合では下の段差

が識別できた 

 これら一連の実験により模擬水塊或いは空洞を用いて，土被り 30cm の下で水塊・空洞間を

変化させて実験に用いた地中レーダの識別限界距離を明らかにした．また U 字型では，U 字下

部の識別状況，U 字上部の左右の長さの識別可否を把握できた． 

しかしながら，土被りが 30cm 以下の浅い場合や 30cm 以上の深さについては実験を行って

いないため，両者で最小識別距離が一律に 30cm となるかは明らかでない．U 字の上部と底部

までの深さと識別しやすさについての関係も不明である．このことから，地表からの深さと識

別距離の関係性について明らかにしておく必要がある．また，土の比誘電率が高くなった場合

の識別距離についても同様に解明しなければならない． 

 

3.6 テストフィールドの建設１０,１１） 

調査に使用する地中レーダの性能を定量的に測定、把握考察するため一般的な道路を模した

空間に種々の埋設物と模擬空洞や埋設管を設置したテストフィールドを（株）カナン・ジオリ

サーチ敷地内に製作した。 

概念設計から詳細設計を経て地盤の掘削, 模擬埋設物の設置を終えて表面をアスファルト舗

装してテストフィールドを 2018 年 11 月に完成させた。水分センサーによりテストフィールド

の複数ヶ所の含水率を地中レーダ測定時と並行して測定している。建設以来約 2 年に亘って土

壌の含水率変化をその時の天候状態と共に記録している。 

模擬空洞と埋設管を配置したテストフィールドの測定により地中レーダアンテナの性能が

検証できた。さらに各種レーダで測定し性能を評価したいと考えている。またレーダ反射信号

の三次元化可視化を実施した。等値面では捉えられていない構造もあるため、土質の複雑さに

対応した埋設物の形状推定手法をさらに研究する必要が出てきた。 

概要を地盤工学会四国支部大会で報告し, 称賛された. 完成後この施設は愛媛大学監修の下

製作されたテストフィールドとして, カナン・ジオリサーチのみならず地中レーダを保有する

他社にも開放して,有効かつ効果的に利用されている.  
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空間情報の調査と解析に関する総合的研究 

～ＧＮＳＳを活用した効率的な調査・解析の推進～ 

 

愛媛大学防災情報研究センター特定教授・(株)ＪＧＩＴＳ 片山 辰雄 

（株）カナン・ジオリサーチ 篠原 潤 

 

１．はじめに 

全国に張り巡らされた道路網は、人体に例えるならば全身を巡る血管に相当し、それなく

して現代社会は成り立たない。しかしながら近年、道路の陥没事故が数多くみられようにな

った。1）国総研によれば、これらの陥没は路面下に敷設されている下水道管に起因すると考

えられている。2）3）下水道管の老朽化により、水漏れが発生し、路面下に空洞を作り、これ

が原因で道路の一部が陥没する事態に至っている。 

このような事態を事前に回避するための手法である路面下空洞調査の技術は、近年目覚ま

しい発展を遂げている。4）５）かつては、手作業で行っていた地中レーダを利用した空洞調査

において、地中レーダを車両に搭載し、一定の速度で走行しながらの調査も可能になった。

さらに調査地点の正確な位置を知るために、ＧＰＳを利用するＧＮＳＳシステムを搭載した

システムも開発されてきた６）７）。また、地中レーダの機器に関しても 3次元のデータが取得

できる機器開発が進み、これらの技術が市場に浸透することで路面下空洞に対する高精度で

かつ迅速な調査が可能となっている。 

移動体の位置を瞬時に正確に把握することは、社会生活上または国家安全保障上重要な技

術であり、国の政策として正確な位置情報を提供できるＧＰＳの補完・補強が進められてい

る。⁸⁾具体的には、位置情報の決定に利用できる衛星をわが国独自で打ち上げ、衛星の数を

増やすことで測位精度の向上を目指してきた。2010 年に初めて、準天頂衛星「みちびき」を

打ち上げたことで、我が国をカバーする準天頂衛星システムが確立された。現在では、「みち

びき」は 4号まで打ち上げられている。準天頂衛星システムと電子基準点網の高度化によっ

て、高精度で高信頼性の測位が簡単に利用できるようになった。このシステムを路面下空洞

調査に用いる探査車両に搭載することで、今まで以上の効率的かつ効果的な調査が実現でき

る可能性がある。基地局と移動局（路面下空洞探査車）でリアルタイムに正確な位置情報が

取得出来れば、誤差数㎝以内で、時々刻々と探査車両の正確な緯度経度が取得できる。 

今回我々は、新型高精度ＧＮＳＳシステムを探査車両に搭載し実証実験を行った。実験に

選んだ路線は、高層ビル群の周辺であったが㎝オーダーの高精度な結果を得た。今後より多

くの実績を積み、現地調査の効率化を実現し総合的に効果的であったことを検証するととも

に、リアルタイムで簡易な調書作成まで出来るようにしたい。 

さらに、路面下の空洞位置については、絶対座標である緯度経度を基に整理を進め、地上

と地下の 1元マッピング技術の構築を図る。こうすることで現存する占用物の配置や将来の

地下空間の利用計画などに広く利用できる３次元空間情報のベースマップの構築とその活用

法についても論じる。 

 

 Promotion of the effective investigation and analysis that utilized GNSS, Tatsuo 

Katayama（JGITS,LTD）,Jun Shinohara(CANAAN GEO RESEARCH,LTD.) 

 

─ 25 ─



２．社会資本整備の現状 

(1) インフラ構造物の老朽化 

我が国における社会資本は 1950年代の「高度成長期」「安定成長期」に建設された構造物

が多く、河川管理施設をはじめ道路、橋、トンネルや下水道管きょ等が国の社会資本として

整備された。しかしながら表―1（ａ）に示すように、建設後 50年を経過化している社会資

本は現状では 30%前後であるがこれらの社会資本の大半は 2033年には建設後 50年を経過し老

朽化が顕在化する。このため国土交通省をはじめ関係機関では、社会資本の老朽化対策を考

えるため、道路陥没の発生件数やその要因を整理した。その結果、陥没の原因の大半は、直

轄国道や人口集中地区では道路施設（道路排水施設が主）が、政令都市では下水道や上水道

に関連することが分かってきた。（表－1（ｂ）参照） 

 

 

 

 

(2) 下水道の老朽化が引き起こす道路陥没 

道路は、生活上重要な社会資本でありその整備は常に行われてきた。また、道路はライフ

ラインの中でも物流路として社会経済活動の全般を支える重要な役割を果たしている。この

ため、道路に関しては地上と地下の一元化管理をさらに促進させ、一層レジリエントなもの

にする必要がある。ライフラインとしての道路が抱える問題の一つは、道路陥没である。道

路陥没は物流路を機能不全に陥らせるものであり、その原因解明と対策は必須である。国総

研などの調査によれば、道路占用物件が要因の中では下水道が要因の陥没件数が 70%以上を占

めると報告されている。さらに下水道の敷設からの経過年数が長くなるにつれて、道路陥没

件数は増加している。特に全国の道路陥没の大半は下水道の継手ズレや破損が水漏れを生じ

させ、その結果路面下に空洞を作り出し、道路陥没に至っている。社会生活に影響が大きい

道路陥没をなくす為に、路面下に存在する空洞を正確に特定する技術開発は喫緊の課題であ

る。 

 

（3) 社会資本データベース整備に必要な路面下調査 

道路下には、電気、ガス、上下水道、通信等のライフラインも縦横無尽に張り巡らされて

いる。地下のライフライン網に対して、電子化されたデータベースの整備はライフラインの

強靭化のために必須である。しかしながら、これら地下構造物は敷設工事の最終段階で現場

合わせが多く、正確な図面が整備されているとは言い難い。このような問題点も存在する

が、路面下におけるライフライン網、さらに空洞の存在などの調査を促進し、より精密なデ

ータベースを構築し、ライフライン全般に関して地上と地下の一元管理が可能となるプラッ

トフォーム構築は、社会資本整備の基本と言える。この目的を達成するために我々は、車両

牽引型 3次元地中レーダシステムに、新型高精度ＧＮＳＳを組み合わせることで、道路に関

連するライフラインのデータベース構築を試みた。 

 

2009年 2019年 2023年 2033年

道路橋 約8% 約25% 約39% 約63%

河川管理施設 約11% 約25% 約42% 約62%

下水道管きょ 約3% 約7% 約8% 約21%

港湾岸壁 約5% 約19% 約32% 約58%

表―1（ａ）建設後50年以上経過する社会資本の割合

直轄国道 人口集中地区 政令都市

道路施設 58% 36% 10%

＊ライフライン 16% 33% 64%

上・下水道 9% 21% 62%

原因不明 26% 31% 26%

表―1（ｂ）道路陥没状況

＊ライフラインには上・下水道を含む
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３．路面下空洞調査 

（1）路面下空洞調査の現状 

国内での路面下空洞調査では、車両牽引型で高速で調査ができる 3次元地中レーダが主流

になりつつある。その結果、道路陥没を引き起こす空洞の発見率の向上と、空洞箇所の正確

な特定も進んでいる。他方、車両を利用した路面下空洞調査を行える民間企業は全国でも少

なく、技術開発に力を注いでおり、各社各様で最新の技術を搭載してより効率的な空洞調査

に挑んでいる。ここでは、特許を取得しネティス登録が成されている地中レーダ３次元モバ

イルマッピングシステム⁹⁾(Ground Penetrating Radar Mobile Mapping System 3D (ＧＭＳ

3))を取り上げる。このシステムは、地上情報と地下情報の全方位連続測定による高精度な 3

次元マッピングシステムである。このシステムは従来の利用されていた手動型地中レーダに

比べて、地下の精密な 3次元マッピングが可能であり、同時にコストの大幅な削減も可能に

した。 

 

 (２) 路面下空洞調査の流れ 

路面下空洞調査の一連の流れでは、通常調査は１次調査と 2

次調査に分かれる。1次調査を実施して検出された空洞に対し

て、2次調査において掘削を行い空洞の存在と空洞の状況を確

認する。図－1にはこの一連のフローを示している。調査が 2

段階に分かれているため、幾つかの課題が発生してくる。最も

大きな課題は 1次調査で推定された空洞の道路上での位置情報

の正確さである。この位置情報は掘削される場所を決めるた

め、その誤差は最小限に収める必要が生じてくる。このため

往々にして、掘削地点の正確な場所を決めるため手動の地中レ

ーダなどを利用して、再度空洞の位置決めが行われたりする。

すなわち、地下空洞調査を効率的かつ効果的に進めるには、1

次調査において誤差数ｃｍ程度の正確に空洞位置の特定が必要

になる。これが可能になれば、2次調査であるスコープ調査の

ための掘削作業は、再調査することなく実施が可能になる。 

写真-1は地中レーダ探査のためのアンテナと、高精度位置

情報の取得のためシステムを搭載した地中レーダ3次元モバイルマッピングシステム（ＧＭ

Ｓ3）用の探査車である。

地中レーダは車軸間に取

り付けられ、高速走行中

でも安定した測定が可能

である。車体の屋根に取

り付けられた 2台の全方

位カメラは、車両の周囲

と後方を連続撮影するこ

とにより、安全走行に資

すると同時に、データ処

理の段階で利用する全周

囲映像を記録している。

図-１ 空洞調査の流れ

写真-1 探査車両に取り付けたGNSSアンテナ,

地中レーダ,全周囲カメラの構成

高精度 GNSS 全方位カメラ 

解析

地中レーダアンテナ 
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また、この全周囲映像の時刻は、地中レーダシステムの時刻と同期されている。これによっ

て地上と地下の絶対位置が対応付けられ、両者の一元管理が可能となっている。 

さらに、ＧＭＳ3ビューアーは、地

中レーダ信号、全周囲映像、オルソ画

像、さらに道路地図を同時に閲覧出来

る機能を持っている。（図－2参照） 

以下にこれらの特徴を示す。 

①オルソ画像上にマーク箇所を表示

することで、走行直下とその周囲

の画像が関係付けられ周囲の状況

を把握しやすい。 

②高精度の位置情報を持つため、交

差点等測定が直線でない場合でも

映像と距離計測で位置を把握でき

る。位置情報が反射波形、動画、

オルソ画像間で関係付けられており、動画パネルとオルソ画像パネル上で距離を計測し、

出力できる。 

③地中レーダの出力形式は、米国物理探査学会（ＳＥＧ）が策定したＳＥＧ－Ｙ形式 10）で

あり汎用性を持つ。 

 

(３) 位置情報の重要性 

従来の車両牽引型の地中レーダ調査においては位置精度に課題があった。衛星の情報を利

用する通常のＧＮＳＳでは、道路近傍に大きな建築物が有ると、その影響によりで測位精度

が悪くなった。図-3(a)はある市街地に

おける測位結果である。道路幅が広く高

層ビルが少ない環境では、精密測位が出

来ている。しかしながら、図－3(a)の白

〇部分に関しては、精密測位から比べる

とｍ級測位や単独測位が見られ精度が落

ちているのがわかる。図‐3⒝は図‐

3(a）に示した白〇部分周辺の拡大図で

ある。高層ビルの横を計測車両が通過し

た時点でｍ級測位に変化した。その後、

高架下を通過する時には衛星情報を取り

込めないので単独測位に変化した。その

後、衛星情報を新たに取得出来るまで

は、再びｍ級測位に変化する。このよう

に道路周辺状況（道路近傍に高層ビルや

高架下）によりＧＮＳＳ信号の受信数が

減少し、そのため測定位置の精度が悪く

なるという課題があった。また、地中レ

ーザ探査機の幅は決まっており、道路幅

図-２ GMS3 ビューアー 

＊左上図：地中レーダ信号（3次元）。右上図：動画。

 左下図：路面のオルソ画像。   右下図：地図。

図-3 市街地における高架下周辺の探査車の軌

道とＧＮＳＳによる測位結果  

  ①白色：精密測位②グレー色：ｍ級測位 

  ③黒色   ：単独測位 

(a) 

(ｂ) 
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全体の調査には通常複数回の走行が必要になる。この場合、どの場所を走行したかという情

報は、隣接する測線のレーダ画像と比較するために、非常に精度の高い位置情報が必要にな

る。また、路面下空洞の見落としは許されない為、重複しても複数回の走行が通常行われて

いる。 従来のＧＮＳＳ計測では、図－4(ａ)に示

すように高架下を車両が走行した場合、ＧＮＳＳ

による位置は、具体的に走行した位置から大きく

ずれていた。この課題に対して、ＧＭＳ3では、2

台の全方位カメラを 3次元地中レーダの搭載車両

の屋根に設置する事で解決した。 

まず 2台のカメラで録画された全周囲映像を解

析し、2つの映像に存在する特徴点を自動的に抽

出した。さらにこれらの特徴点と 2台のカメラの

位置と姿勢に関する情報を元に三角測量の原理を

利用して車体の正確な位置を推定した。さらにこ

れらの全周囲映像は道路を含む空間構造を把握で

きる機能も有している。この情報を元にＧＮＳＳ

の位置情報を修正し、図-4(b)に示された軌跡のように高架下においても高い位置精度を保つ

ことが可能になった。しかしながら、このデータ処理は画像解析の手順が必要なため、解析

時間が長いという欠点もある。 

 

４．新型高精度ＧＮＳＳの活用 

（１）新型高精度ＧＮＳＳ 

 現在、国土交通省国土地理院がＧ空間社会実現に向けた政

府の取り組み⁹⁾として、準天頂衛星システム（準天頂衛星み

ちびきを含む 4機体制）を構築している（図－5参照）。目的

は、現在のＧＰＳの補強（測位精度向上のため電子基準点を

活用してｃｍ級精度の実現）である。安定した高精度測位の

ためには、より多くの衛星が視野に入ることが必要である。 

今回テストを行った新型高精度ＧＮＳＳシステムは、43機

の衛星を捕捉可能になっている。（図―6参照） 

このシステムでは、ＧＰＳ、ＧＬ

ＯＮＡＳＳに加えＧａｌｉｌｅｏ、

Ｂｅｉｄｏｕの衛星も捕捉可能であ

るため、超高層ビルが立ち並ぶ都市

部の道路においても精度が高い位置

情報を得ることが期待できる。今後

利用できる衛星数がさらに増えると

予想されるが、利用する衛星の選択

には測位目的を考慮して検討する必

要があろう。現在、ＧＭＳ3で運用

されているＧＮＳＳでは、衛星は 9

(a) 

(b) 

図－4 高架下周辺の軌跡 

図－5 準天頂衛星システム 

図－6 新型高精度ＧＮＳＳ 
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機のみの捕捉なので、今後新型高精度ＧＮＳＳを搭載できれば、さらに測位精度が向上する

可能性がある。 

 

（2）新型高精度ＧＮＳＳの検証 

新型高精度ＧＮＳＳを評価するため、人口数十万の地方都市において従来型と新型高精度Ｇ

ＮＳＳを使用して、高層ビルの谷間やアーケード周辺において測位精度を比較した。テスト

は図－7に示した経路図に従って車両を走行させ行った。表―2に車両走行時における各ＧＮ

ＳＳ搭載車の測位状態区分での割合を

表示した。データ数の違いはあるが従

来型においては、Fiｘ測位が 50%前後

であるのに対して新型高精度ＧＮＳＳ

では Fiｘ測位が 90%以上となった。表

―2から解るように、新型高精度ＧＮ

ＳＳは従来型のＧＮＳＳよりも常に安

定して走行位置を測位できており、43

機の捕捉可能な新型高精度ＧＮＳＳの

有効性が示された。今後も走行テスト

を重ねてさらなる新型高精度ＧＮＳＳの有効性を確認する。 

 

(3) データベース構築の重要性 

新型高精度ＧＮＳＳを利用すれば、精密測位（1～2㎝以下の精度誤差）が可能であることが

わかった。現在のＧＭＳ3では、地中レーダ以外に地表情報を取得できるＧＭＳ3 ビューアー

の機能が搭載されている。このため、新型高精度ＧＮＳＳとＧＭＳ3 ビューアーの機能を融合

させることにより、路面下空洞調

査結果と地上情報の管理精度が

一段と向上する。すなわち、地上

構造物と地下構造物に対して、cm

オーダーの精度を有する 3 次元

空間データを一元管理可能なデ

ータベースを各自治体で構築出

来れば、政府が進めているＧ空間

社会の実現に大きく近づける。さ

らにこのようなデータベースが

有れば、データの蓄積を通して道

路陥没事故の要因分析にも、新し

い展開が期待できる。（図―8 参

照） 

 

（4）データベース構築の将来像 

緯度経度のような絶対位置座標を有する高精度な地表と地下の構造物に対するデータベー

スが出来れば、路面下空洞調査も大きな技術革新が期待できる。地中レーダ調査で取得された

レーダ波形を解析し、空洞と判断される異常信号を検出しても、位置の特定精度が不十分であ

図－8 3次元空間データの一元管理 
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れば、実用上は、空洞を発見したとは言えない。工事を伴う２次調査の際には、㎝オーダーで

の精度を持った空洞位置を確定するため、手動型の地中レーダによる再調査が必要になったり

する。しかしながら前述のデータベースが有れば、道路周囲の改変（建物の改変、電柱の移設、

道路の補修等）による空洞位置の誤認定を排除することができる。さらに道路周囲の環境（地

物の増減、変状、舗装の種類、周囲の

排水溝の位置関係、過去の補修跡）

を考慮した判断も可能になる。（図－

9参照） 

過去に発見された路面下空洞の履

歴（場所、深度、広がり、波形等）

の一覧がデータベースから簡単にわ

かれば、対象とする地域における路

面下空洞の分布や頻度等が把握さ

れ、空洞の要因分析にも利用でき

る。さらに、地中レーダのデジタル

データもデータベースに登録すれ

ば、レーダ波形に対する解析によ

り、地域ごとでの誘電率の差異の把

握が可能になる等、信号履歴の管理

を行う上での優位性が上がる。このような㎝オーダーの位置精度を持つ各種情報のデータベ

ース化は、今後道路陥没の事前リスク評価においても威力を発揮できる。 

さらに構築されたデータベース

は、道路管理者、地下埋設物の各

管理者などと共有されることで、

図－10に示した様な地上構造物

と、地下構造物が一元管理とそれ

らの可視化が実現可能である。そ

のための第一歩として、既往の埋

設管図等を基に地中レーダで検出

された地下構造物との対比を進

め、地上構造物を含む 3次元空間

の可視化を通して、国が進めるＧ

空間社会の実現に寄与したい。 

 

５．まとめ 

今回の研究によって、準天頂衛星システムを活用する新型高精度ＧＮＳＳシステムを使用

することで、高層ビルや壁際でも測位は数㎝オーダーの誤差しか発生しないことが検証され

た。今後は、高架下やトンネル等の準天頂衛星システムが使用できない場所では、ＩＭＵ

（慣性測量装置）を併用することでより精度の高い位置情報の取得を目指す。 

さらに、道路周辺に関する情報を集約することで、地上構造物と地下構造物を含む路線に

関する一元管理と可視化が可能となる空間情報データベースの構築と、その活用法に関して

図－10 ＧＭＳ3技術の展望 

図－9 データベースの構築 
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考察を進めた。その結果、これらの情報は重要な社会資本であり、産・官・学が一体となっ

たベータベースを含むプラットフォームの構築が必須である。 
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急速施工車両用プレキャスト防護柵「RSガードフェンス」の技術開発 

 

第一コンサルタンツ 設計部橋梁構造課 片山直道 

愛媛大学防災情報研究センター特定教授・（株）第一コンサルタンツ 右城猛 

 

1． 技術開発の目的 

交通量の少ない地方の高規格幹線道路は、暫定二車線あるいは完成二車線で整備が進めら

れている。これまで暫定二車線の区間はラバーポール等の簡易構造物で往復の通行を区分し

て供用してきたが、車両の逸脱による正面衝突事故や速度規制による機能低下が発生するな

どの問題が指摘されている。こうしたことから国土交通省では、暫定二車線で開通する区間

に関しては、ラバーポールに代えてワイヤーロープ式防護柵を設置する方針を打ち出してい

る。また、暫定二車線での供用期間が長くなる区間については、完成二車線の区間と同様に

車両の逸脱を確実に防止できるコンクリート製防護柵の設置が計画されている。 

コンクリート製防護柵としては、品質確保や生産性の向上、技能労働者不足等からプレキ

ャストコンクリート製品が利用される傾向にあるが、現在開発されているプレキャストコン

クリート製品は一種類しかなく、製造権を有する四国外の特定のメーカーでしか製造できな

い状況にある。四国内で製造できれば高額な運搬費が不要で製品コストを削減できるととも

に、地産地消による地域経済の活性化が期待でき、雇用の創出にもつながる。 

このような背景から、四国内のコンクリート二次製品製造会社を中心とした、(有)松井建

材、日本興業(株)、愛媛三段ブロック(株)、(有)創友、(株)第一コンサルタンツ、(株)エス

イー、愛媛大学（株）により「車両用コンクリート防護柵研究会」を立ち上げ、新しいプレ

キャストコンクリート製車両用防護柵「RSガードフェンス」を開発することになった。 

 

2． 技術開発の概要 

2.1 開発方針 

RS ガードフェンスの開発においては,「SB種としての性能確保」「既存製品の課題を解決し

た構造」の 2点を開発方針の軸とし、構造の検討を行った。なお、形状・配筋については日

本道路協会発刊の「車両用防護柵標準仕様・同解説」のフロリダ型標準図と同様とした。 

既存製品の課題は次の 3点があげられる。 

・目地部のモルタル充填後 PC緊張作業となるため工期が長くなる 

・PC鋼より線が重く挿入作業は複数名で実施する必要があり非効率 

・PCの緊張は特殊ジャッキが必要となり手配が難しい 

これらの課題を解決できる構造検討を行った。 

（１） 目地部の構造 

既存製品においては、目地部周辺で緊張力により損傷が生じないよう

目地部のモルタル充填を行った後 PC緊張を行う工程となっている。そ

こで開発する製品では、高強度 EPS で製作した円柱状スペーサーを目地

部に設置することで、緊張時に荷重を分散させ損傷が生じない構造とし

た。これにより、緊張後モルタル充填を行う工程でも支障は生じない構

造とした。 

（２） PC 鋼より線の改良 

既存製品では、緊張力に耐えられるようφ21.8mm の PC 鋼より線を使用
写真-1 ｽﾍﾟｰｻｰ 

─ 33 ─



しているが、その重量が大きいため挿入に複

数の作業者が必要となる。そこで、開発製品

では、PC鋼より線を 2本配置することで、PC

鋼より線の径をφ15.2mm とし 1人で挿入作業

が可能となる構造とした。 

（３） 定着位置の変更 

既存製品では、PC鋼より線を曲げ上げて防護柵の

天端で緊張定着する構造としているため、特殊ジャッキが必要となる。そこで開発する製品

では、定着位置を防護柵側面にすることで、一般的に使用されるセンターホールジャッキで

の緊張作業が可能となる構造とした。 

2.2 静的載荷実験 

開発した「RSガードフェンス」の強

度性能と施工性の確認を行うため既往

の方法 1）により静的載荷実験を行っ

た。長さ 5mの RS ガードフェンスを 7

本連結して設置し、それと 10m 後方に

設置した反力壁を PC鋼線で連結し、油

圧ジャッキで載荷した。本製品は SB種

対応としているため、防護柵天端に作

用する 58kN の水平力に耐える必要があ

る。本実験では PC鋼線を用いて載荷するため、載荷位置が防護柵天端から下方に 150mm の位

置となる。そのため実験では、防護柵下端でのモーメントが等しくなる 68kN を載荷すること

にした。実験では 10kN ずつ段階的に載荷したが、68kN に達しても転倒には至らず、防護柵に

顕著な変状も見られなかった。ひずみゲージで測定したコンクリートの圧縮応力度及び鉄筋

の引張応力度は、許容値に対し十分余裕がある結果となった。この実験から RSガードフェン

スは SB種防護柵としての性能を有していることを確認できた。 

また、実験時における RSガードフェンス設置作業の経験から、既存製品の設置作業に比べ

30％程度省力化されることを確認することができた。 

 

3． 今後の展開 

今回開発を行った RSガードフェンスは、既存製品の課題解決した施工性に優れた製品とす

ることができた。作業人員に関しては約 30％程度の省力化が図れ、施工日数においてもモル

タル充填後の養生期間などが不要となり短縮することができる。 

本製品は,令和 3年 4月時点で総延長約 520m の施工実績がある。今後は四国 8の字ネット

ワークを中心に高規格道路の整備が進むことが予想される。本製品が普及することで、高規

格道路の交通安全性の向上、四国内の経済活性化・雇用拡大に寄与できるものと考えてい

る。 
 

参考文献 
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図-1 実験装置の概略図 
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(株)ニップロ 加賀山 肇 

(有)創 友 宮﨑 洋一 

愛媛大学防災情報研究センター特定教授・(株)第一コンサルタンツ 右城  猛 

 

１．はじめに 

 近年，山間地の道路では，斜面崩壊や落石によって通行規制を余儀なくされることが増えている。

これらの災害は，斜面の経年的な劣化に加え，豪雨や強風，あるいはイノシシやシカなど動物の移動

などに起因すると考えられる。斜面崩壊や落石が確認されると，その度に道路の維持工事業者によっ

て除去されているのが現状である。 

 島根県の調査によると，落石履歴の約 97％は 30cm角(約 70kg)未満のサイズであったことが報告さ

れている 1)。落石エネルギー5kJ 未満の小規模なものが占めていると想定される。このような状況は，

地域差はあるとしても全国的にほぼ同じ傾向であろうと考えられる。 

 地方の道路は命を守る生活道路である。崩土や落石に対して利用者の安全を確保するとともに，災

害が発生した場合でも早期の交通開放が求められる。しかしながら，高齢化による人材不足で道路の

維持管理が難しくなっており小規模な斜面崩壊や落石への対策が課題となっている。本技術開発は，

このような課題を解決することを目的として行った。 

２．技術開発の概要 

（1）現状の課題と開発目標 

 小規模な落石を防護する場合，従来はストンガードやポケット式落石防護網などの標準的な工法が

施工されていた。これらの工法は，測量設計や用地買収等が伴うため，施工が完了するまでに長い期

間を要する。また，いずれの工法も可能吸収エネルギーは 50kJ 以上であるため不経済な過剰設計に

なっていた。 

このようなことから小規模の崩壊や落石に対応する落石防護柵「SR フェンス」の開発に着手した。

可能吸収エネルギーの目標は，落石履歴の大多数を占める 5kJレベル。その他，繰り返し衝突時の捕

捉性能，修復性能，施工の容易性も開発目標とした。 

（2）SRフェンスの構造 

 SR フェンスは，プレキャストコンクリート製の基礎擁壁を並べて，その連結部に建て込んだ鋼管

支柱(STK490 φ48.6×3.5t-2255)にワイヤロープ(6×24 G/Oφ10)とネット(軽量剛性繊維網 25mm目合

い)を取り付ける簡易構造の落石防護柵である。基礎擁壁は道路沿いに置くだけ，防護柵部分は工場

でユニット化しているため，組み立てるのに特殊な技能を必要としない。 

（3）性能検証の実験 

 性能検証の実験は，工場内の天井クレーンを利用した振り子方式で行った。SR フェンスに重錘を

衝突させてその挙動を観測するものである。実験に使用した供試体の概要と実験装置を図-1に示す。 

 基礎擁壁は，高さ 0.8m，底面幅 0.57m，1 ブロック長 2.5m，質量 1.3t である。工場内のコンクリー

ト床面に直置きした状態で，アンカー等による固定はしていない。 

 重錘は，スイス基準の SAEFL2)型，コンクリート製の多面体で，質量m=141kg のものを使用した。

落下高さは H=4.5m，阻止面に対して直角に衝突させた。衝突位置は，支間中央，阻止面の天端から

0.5m下側である。 

小規模落石の防護柵「ＳＲフェンス」の技術開発 
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 重錘衝突時の供試体の挙動は，正面，側面に設置したビデオカメラで撮影した。 

重錘衝突後の支柱の変位角は，スラント(勾配計)で計測した。 

 衝撃力による基礎擁壁の水平変位は，各ブロックの端部で計測した。 

 その結果，SR フェンスは，支柱や阻止面が変形することにより 6.2kJ の落石エネルギーを吸収でき

ることを確認した。また，本実験では，供試体を補修せずに使用し，計 2 回繰り返し同じ場所に重錘

を衝突させて，連続する落石の補足性能も確認した。 

 

３．実験結果 

（1）重錘の衝突エネルギー 

 重錘の衝突エネルギーは式(1)で求められるので，

EK=6.22kJ である。 

  HgmEK  ---------------------(1) 

 ここに，m：重錘の質量，g：重力加速度，H：落下高さ 

（2）阻止面の変形 

 阻止面の変形量はビデオ映像から測定した。重錘が衝

突直後，阻止面だけが変形し(写真-3②)，最大変形に伴い

支柱は降伏した(写真-3③)。阻止面だけが変形した時点

の変形量はδN1=0.38m，最大変形量はδN2=0.40mであった。 

（3）支柱の変位 

 支柱は，基礎擁壁の天端位置で折れ曲がった。重錘を衝

突させると阻止面の最大変形に伴い降伏し，その後，基礎

擁壁が回転運動する直前まで変形した。 

2 本の支柱の変位角は平均 14°，水平変形量を求める

と δop=0.242m であった。また，支柱 2 本分の降伏荷重は

Pyp=3.288kN，重錘の衝突位置における降伏変位は

δyp=0.0216m である。 

（4）基礎擁壁の変位 

 1）回転変位 

 基礎擁壁が回転運動するときの荷重は式(2)で求められるので，Pyr=6.584kN となる。 

hxWPyr / --------------------(2) 

  
図-1 実験装置の概要図 
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写真-2 SAEFL型の重錘 

 
写真-1 実験装置 

 

写真-3 重錘衝突時の挙動 

①衝突直前

③阻止面最大変形･支柱降伏 

②阻止面だけが変形

④支柱が最大変形

⑤基礎の重心上昇 ⑥捕捉後跳ね返し
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ここに，W：基礎擁壁の全重量，x：回転中心から図心までの水平距離，h：重錘の衝突高 

基礎擁壁が回転を始めたのは，支柱が約 15°傾斜してからであった。基礎擁壁に伝達される荷 

重は，初期には支柱の降伏力であるが，支柱の傾斜角の増加に伴い伝達される荷重も増加したため 

基礎擁壁が回転運動したと考えられる。支柱に作用する荷重が支柱の降伏力以上に増加した原因と 

しては，斜ロープによる拘束力の増加が影響したと考えられる。 

 基礎擁壁のかかとは約 5cm上昇した(写真-3⑤)。回転角は θ=5.0°，回転による重心の上昇量は 

Δy=0.0236mとなる。 

2）水平変位 

 重錘の衝突によって基礎擁壁は，わずかに前方へ水平移動した。基礎擁壁の各ブロックの端部で 

計測した結果，平均移動量は δS=13mm であった。 

（5）エネルギー収支 

 衝突時に重錘がSR フェンスに持ち込んだ運動エネルギーは，阻止面や支柱の変形，及びこれら部

材の振動，基礎擁壁の重心上昇や水平移動などに変化したと考えられる。ここで，部材の振動や斜ロ

ープの変形などをその他のエネルギーとすると，実験で確認したエネルギー収支は式(3)で表される。 

  LSrPNK EEEEEE  ---------------------(3) 

EK：重錘の運動エネルギー 

   EN：阻止面の吸収エネルギー 

   EP：支柱の吸収エネルギー 

   Er：基礎擁壁の重心上昇による吸収エネルギー 

   ES：基礎擁壁の水平移動による吸収エネルギー 

   EL：その他の吸収エネルギー 

 ビデオ映像から観察した挙動(写真-3)からする

と，SR フェンスは図-2に示すように重錘の運動エネ

ルギーを吸収したと考えられる。 

 重錘がSRフェンスに衝突すると，まずは阻止面が

変形し始め，それに伴い支柱が降伏し，更に変形を続

け，伝達される荷重が増加したため基礎擁壁の重心

が上昇した。 

図-2 より，各吸収エネルギーは式(4)～(8)で求め

ることができる。 

1）阻止面の吸収エネルギー 

 22

1
NypN PE  ---------------------------------------(4) 

2）支柱の吸収エネルギー 

    ypypypopyrypN PPPE  
2

1
--------(5) 

3）基礎擁壁の重心上昇による吸収エネルギー 

 yWEr  ----------------------------------------------(6) 

4）基礎擁壁の水平移動による吸収エネルギー 

 SS WE   ------------------------------------------(7) 

図-2 挙動とエネルギー吸収 
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5）その他の吸収エネルギー 

 SrPNKL EEEEEE  ---------------------(8) 

 以上の結果，本実験における SR フェンスのエネルギー

収支を表-1に示す。 

（6）実験のまとめ 

 SR フェンスは，質量 m=141kg の重錘を衝突速度

v=9.4m/s で衝突させた結果，支柱や阻止面の変形などによ

ってEK=6.2kJ の運動エネルギーを吸収した。 

① 2 本の支柱は降伏し最大変位角は 15°であった。 

② ネットは，2 回繰り返し同じ場所に衝突させても，

破網に対して安全であることを確認できた。 

③ 基礎の転倒に対する安全性を確認できた。 

④ 組立・修復に要した時間は各 1 時間であった。 

４．これまでの成果 

（1）施工実績 

 SR フェンスは 2018 年 1 月に販売を開始した。2021 年

6 月現在で，総延長 6337.5m，全国 254 箇所で施工が行わ

れており(表-2)，安全性と施工性に優れた製品であること

が実証されている。 

（2）捕捉事例 

 施工実績が増えるにつれ，捕捉事例も増えてきた。その

うちの 2 例を写真-4，写真-5 に紹介する。実験や計算に

よる捕捉の目安を上回る規模の落石や崩土を受け止めた事例が増えている。 

 

５．おわりに 

 SR フェンスは道路沿いに置くだけ。施工期間 1～2 日で効果を発揮するので，従来技術のような手

間や費用がかからない。また，普通作業員で簡単に施工できるため，人材不足が深刻な山間部におけ

る斜面防災に資することは社会的意義が大きいと考える。現在は，全高 3.0m タイプの性能検証実験

を終え，利用者のご要望に応えるために製品化を急いでいるところである。 
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写真-4 落石交じり土砂を捕捉        写真-5 1tonクラスの落石を捕捉 

表-1 エネルギー収支 

 

種別 記号 エネルギー

重錘の運動エネルギー EK 6.22 kJ

阻止面の吸収エネルギー EN 0.66 kJ

支柱の吸収エネルギー Eｐ 1.12 kJ

基礎の重心上昇による
吸収エネルギー

Er 0.98 kJ

基礎の水平移動による
吸収エネルギー

ES 0.32 kJ

その他の吸収エネルギー EL 3.14 kJ

表-2 施工実績 

県 名 箇所 延長

青森県 3 77.5m

岩手県 2 32.5m

宮城県 1 30.0m

新潟県 3 55.0m

群馬県 5 107.5m

岐阜県 36 862.5m

愛知県 6 170.0m

静岡県 3 40.0m

三重県 1 10.0m

滋賀県 10 292.5m

京都府 3 95.0m

大阪府 2 70.0m

県 名 箇所 延長

兵庫県 11 357.5m

和歌山県 2 65.0m

鳥取県 14 365.0m

島根県 69 2077.5m

岡山県 10 147.5m

広島県 12 357.5m

山口県 1 12.5m

香川県 2 52.5m

愛媛県 2 35.0m

高知県 29 497.5m

熊本県 14 210.0m

大分県 13 317.5m
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松井建材有限会社 森 有央 

有限会社創友 社長 宮崎洋一 

愛媛大学防災情報研究センター特定教授・(株)第一コンサルタンツ代表取締役社長 右城 猛 

（株）第一コンサルタンツ設計部橋梁構造課 吉田 萠 

 

１．技術開発の目的 

 わが国は国土の約 70％を山地が占めており、中山間の道路には随所に落石危険箇所が見られ、落

石対策が大きな課題となっているが、中山間地域においては少子高齢化の影響で技能労働者不足が顕

在化している。また、中山間の道路は生活道路としての役割が大きいが、代替えとなる迂回路が存在

しないため、工事期間中の通行規制が許されないことが多い。 

落石対策工の施工においては、現場での型枠組立・溶接等の技能を有する作業を必要とせず、交通

規制を短縮できる工法が求められている。 

このような背景から、（有）松井建材では、プレキャストコンクリート製型枠を現場で組み立て、

内部にコンクリートを打設してハーフプレキャスト重力式擁壁とする「Rs ウォール」工法を開発し

ており、それを落石防護擁壁として利用することを検討している。 

現場打ちコンクリートの落石防護擁壁に対しては、落石対策便覧 1)で慣用設計法が示されているが、 

Rs ウォール工法の場合には、①落石が防護柵に作用したとき擁壁が剛体的に挙動すること、②落石

が擁壁に作用したとき衝撃力でプレキャト型枠が剥離破壊しないことを明らかにする必要がある。 

本研究は、Rs ウォール工法で施工した落石防護擁壁の耐落石衝撃性能を明らかにすることを目的

として、実物大重錘衝突実験を実施したものである。 

 

２．Rs ウォールの重錘衝突実験 

（１）実験の方法 

高さ 1.5m、天端幅 0.5m、底面幅 1.25m、奥行き長 10m の重力式擁壁をRs ウォール工法で施工し、

擁壁の上部に高さ 3.0m、支柱間隔 3m、延長 9m の従来型落石防護柵(ストンガード)を設置した。 

 Rs ウォール工法の施工手順を写真１に示す。厚さ 10cm の均しコンクリートを施工後、その上に台

形状のプレキャスト型枠(製品長 3m、高さ 0.5m)を延長方向および高さ方向に跳び箱のように積み重

ね、内部にコンクリートを打設した。また内部には鉛直方向に 1 製品当り 3 本、水平方向に 1 段 2 本

の補強鉄筋D13 を配置した。 

 擁壁の圧縮強度は、シュミットハンマーで測定した結果 22.8N/mm2であった。 

実験は写真 2 に示すように、質量 0.8t のコンクリート製多面体 SAEFL 型重錘 2)をトラッククレー

ンで吊り下げ、防護柵の下端から 2m の位置と、擁壁の下端から 1.1m の位置にそれぞれ 6.5m の高さ

から振り子方式で防護柵の阻止面および擁壁の壁面に垂直に衝突させた。衝突速度は共に 11.3m/s、

運動エネルギーは 51kJ である。重錘の落下高は、衝突時の運動エネルギーが落石対策便覧式で算定

されるストンガードの可能吸収エネルギーと同じになるように決定した。 

擁壁の中央と左右の壁面の上端と下端に合計 6 個の加速度計を貼り付けた。また、擁壁の中央にお

いて壁面の上部と下部の 2 カ所でレーザー変位計により擁壁の水平変位を測定した。なお、加速度お

よび変位を測定できたのは重錘を防護柵に衝突させたケース１の実験のみであった。 

ハーフプレキャスト落石防護擁壁「Rsウォール」工法の技術開発 
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写真１ Rs ウォールの施工状況 

 

写真2 実験の状況 
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（２）実験結果 

重錘を防護柵に衝突させたケース１の実験の連続写真を写真 3に示す。２本の中間支柱は根元付近

で座屈変形し除荷後も変形は残留するが、ワイヤロープは弾性的挙動を示し除荷後に変形は復元した。 

支柱の変形状態を写真 5(a)、(b)に示す。中間支柱の根元は、ねじれ座屈をしている。支柱の変形角

は右側が 9.5 度、左側が 8.5 度であった。支柱根入れ部のコンクリートには、押し抜きせん断破壊等

の損傷は見られなかった。 

重錘を擁壁の壁面に衝突させたケース２の実験の連続写真を写真 4に示す。重錘は衝突時の衝撃力

で破損した。重錘衝突後の擁壁壁面の状態を写真 5(c)に示す。壁面に損傷は見られない。 

 図１は、ケース１の実験で得られた擁壁中央上部の加速度波形と加速度を積分して求めた変位を示

している。加速度波形から防護柵阻止面への衝突時間は 0.1 秒、擁壁上端の水平変位は 7.65mm であ

る。 

図２はレーザー変位計による測定位置、レーザー変位計で測定した水平変位、水平変位から式(1)で

求めた擁壁の回転角θ、式(2)で求めた擁壁下端のすべり量δ0を示している。擁壁の回転角θmは 0.30

度(=5.23×10-3rad)、擁壁下端のすべり量δ0は 0.8mm であった。 

1 1 2

1 2

tan
h h

   



  (1)     0 1 1(1 cos ) ( sin ) tanB h B          (2) 

回転角から擁壁天端の変位を求めると、δ=5.23×10-3×1,500=7.85mm となり、加速度波形から求め

た変位量とほぼ一致する。 

 

 
写真3 防護柵へ重錘が衝突したときの挙動（ケース１の実験） 

 

写真4 擁壁壁面へ重錘が衝突したときの挙動（ケース 2 の実験） 
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写真５ 擁壁壁面へ重錘が衝突したときの挙動（ケース 2 の実験） 

 
図１ 擁壁中央上部の加速度波形と水平変位（ケース 1） 

 

図2 レーザー変位計で測定された水平変位、回転角、擁壁下端のすべり量（ケース 1） 
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（３）重錘衝突時の衝撃力 

重錘を防護柵の阻止面および擁壁に衝突させたときの衝撃力を右城の式 3)、4)を用いて推定する。 

重錘衝突時の衝撃力波形を最大衝撃力がPm、作用時間がΔt の三角形パルスと見なせば、重錘衝突

による擁壁の回転角θは式(3)で表される。 
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 ここに、IOは回転中心O に関する擁壁の慣性モーメント、M は擁壁の質量、g は重力加速度、xGは

回転中心O から擁壁図心G までの水平距離、yGは回転中心O から擁壁図心G までの鉛直距離，yCは

擁壁底面から重錘衝突点までの高さである。 

 式(3)～式(8)において、擁壁の回転角θm が実験結果と一致する Pm を試行錯誤的に求めると、ケー

ス 1 の実験ではPm=１35kN、ケース 2 の実験ではPm=1,500kN となる。衝撃力作用時間は、ケース１

の場合には加速度波形から求められたΔt=0.1 秒を使用した。ケース 2 の場合は、寒地土木研究所の

実験 5)を参考にしてΔt=0.01 秒とした。 

擁壁の回転角は、ケース 1 の場合にはレーザー変位計による測定結果から求めたθ=0.3 度、ケース

2 の場合にはビデオ画像から求めたθ=0.15 度とした。 

 

 

図3 右城の提案式 3)、4) 
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3．実験結果 

Rs ウォール工法によって施工した高さ 1.5m、延長 10m の落石防護擁壁が、柵高 3m の従来型落石

防護柵の可能吸収エネルギーに相当する 51kJ の落石作用を受けた場合の安全性を、重錘衝突実験で

確認した。 

落石対策便覧では落石防護擁壁の安定性照査において、中間支柱(H-200×100)2 本分の降伏荷重

40.5kN を落石荷重として作用させることにしているが、重錘を防護柵の 2/3 の高さに衝突させた今回

の実験では、支柱降伏荷重の 3.3 倍の 135kN の衝撃力が発生した。また、擁壁に衝突させたときは

1,500kN の衝撃力が発生した。このように大きな衝撃力が作用したにも関わらず擁壁は損傷を受ける

ことなく、耐落石衝撃性能に優れていることを確認することができた。 

 

4. 今後の展開 

Rs ウォール工法による落石防護擁壁は、令和 2 年度末の時点で高知県内の国道、県道で既に 2 件、

総延長 80m の施工実積がある。写真 6は一般国道 494 号に施工された落石防護擁壁である。 

現場作業は均しコンクリートの施工、プレキャスト製品の据え付け及び中詰めコンクリートの打設

のみであり、技能労働者はいなくても普通作業員だけで施工の品質確保が可能であること、従来の場

所打ちコンクリートに比べて作業日数を 1/2 に短縮できることが確認されている。 

Rs ウォール工法を採用することで、技能労働者がいなくても短い作業日数で施工が可能であるこ

とから、これからの落石対策に大きく貢献できるものと考えている。 

 

写真6 Rs ウォール工法による一般国道494 号の落石防護擁壁 
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海洋レーダを用いた津波計測（災害時）と波浪計測（平常時）に関する研究 

 

海洋レーダ情報高度化研究部門 日向博文，片岡智哉 

 

１ 海洋レーダの津波計測ポテンシャル 

 日本やインドネシアでは，地震波解析に基づいて津波警報第１報を発令する．ただし，この第１報

は巨大地震，あるいは津波地震（断層がゆっくりずれる地震）や海底地滑りによる津波に対しては過

小になる可能性が高い．巨大地震の規模を正確に把握するには10分程度以上が必要であり，後者では

津波と地震の規模がリンクしないためである．前者の例としては，東北地方太平洋沖地震津波が，海

底地滑りによる例としては2018 年インドネシア・パル湾津波が挙げられる．人的被害を減らすには沖

合で津波を実測することが極めて重要である． 

 海洋レーダ（以下，レーダ）は陸上設置型リモートセンシング機器であり，送受信波の周波数差か

ら海面流速を面的に計測する．津波は流速が鉛直的にほぼ一様で，海面流速を計測することで波高の

推定ができる．レーダの長所は，陸棚縁付近から港湾域まで 0.5〜3km，2 分程度の高時空間分解能で

計測出来る点にある．津波第 1 波検知から，副振動（沿岸海水の共振現象）の発達減衰過程把握，津

波漂流物追跡までを時空間的にシームレスに行う能力を有する．導入・維持費用が海底圧力計，GPS

波浪計等の既存システムに比べ格段に安い点も魅力である．平常時においても，波浪観測や流況観測，

さらにそれらを航行安全や漂流物回収へ応用することも可能である．実際の津波計測は，リアルタイ

ムではないが，我々の研究グループを含め日・米・欧の研究グループが，それぞれ東北地方太平洋沖

地震津波で初めて成功している．以来，レーダによるリアルタイム津波検知技術が開発されている． 

 レーダによる津波検知性能（津波検出，流速測定精度＝波高推定精度）は，受信信号と背景ノイズ

強度の比（SN比）に，SN比は電離層，波浪，海面塩分，雷の発生状況など（以下，電波環境）に依

存する．したがって，レーダによる津波検知性能は，様々な電波環境下での津波計測に基づいて統計

的に評価する必要がある．しかしながら，津波発生頻度が著しく低いため，これまで多数の実測デー

タに基づく統計的な性能評価は困難であった． 

 

２．仮想津波観測実験によるデータ不足の克服と課題 

 我々は仮想津波観測実験という手法を開発し，このデータ不足を克服した．仮想津波観測実験とは，

実際のレーダ受信信号（実際の電波環境を反映）と，津波数値シミュレーション結果（津波流速）を

使って周波数変調させた理想的な受信信号（津波情報を反映）を合成することで，実際の電波環境下

での津波計測を模擬する手法である．2014 年に和歌山県美浜町で取得した受信信号を使い，内閣府南

海トラフ地震ケース 3 津波を対象とした実験では，当該地点での年平均の検知性能「沖合 24km で，

80%の確率で，津波到達13 分前に津波検知が可能」や，検知性能の時間変動特性（高波浪時や電離層

内電子密度が増加する日中に低下）を明らかにした．東京電力や中部電力では，原子力発電所内に設

置したレーダの津波検知性能評価を，本手法を用いて進めている． 

 しかしながら，統計的性能評価例は世界的に見ても紀伊水道などに限られ，電波環境が異なる他地

域での検討事例はない．ある場所にレーダを設置した場合，想定津波に対し「沖合何kmで，何%の

確率で，津波到達何分前に検知できるか？」という基本的な問いに対して即答することはできない．

その場所にレーダを設置し1 年間程度の観測を行う以外に方法はない．ただし，安価とはいえレーダ

を調達し1年間程度の観測を行うには数千万の費用が必要となる．また，電波環境が悪化する場合，

ノイズを低減し津波検知性能を向上させる技術，レーダによる津波情報を住民避難に活用する手法に
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ついては手付かずのままである．海洋レーダの有する津波防災ポテンシャルを最大限に活用するに

は，これら課題の解決が必須である．我々は日本とは電波環境，人間行動特性の大きく異なるインド

ネシアを舞台に研究を行い，これらに解決を解決し海洋レーダの津波防災活用範囲を格段に広げる技

術開発を試みている（インドネシアにおける仮想津波観測実験－海洋レーダ津波防災活用技術の飛躍

的発展，代表者：日向博文，科研：国際共同研究強化（B））． 

 

３．沿岸域における面的波浪観測—典型的な平常時活用 

 さらに，津波のような低頻度な災害時のみならず，平常時利活用の有効性を示すため，レーダを用

いた風が駆動力になる風波（以下，波浪）の面的観測についても検討した．津波同様に沖合から沿岸

までシームレスな波浪計測を実現する上で，陸域に近い沿岸域で波浪を計測することがボトルネック

となる．特に，汽水域においては河川からの淡水の流入により，塩分が低いほど電気伝導度は低下す

ることで，受信信号強度が低下し，SN比が低下する．しかしながら，汽水域における現地計測に基づ

き，SN比の低下が波浪計測性能に及ぼす影響を調べた事例は少ない．そこで，本研究では台風襲来に

よる降雨・高波浪イベントを対象に，塩分低下が伊勢湾 HF レーダの波浪計測精度に及ぼす影響を調

べた． 

 本研究は，湾内の 2 箇所に波高計，水質計が設置されている伊勢湾を研究フィールドとし，いくつ

かの高波浪イベント期間を解析対象とした．湾内 2 箇所でレーダと波浪計で計測された有義波高の時

間変動を検証したところ，河口に近い地点では，河川水流入に伴う塩分低下により波浪計測性能が悪

化した．一方，河口から離れた地点では，同期間において比較的良好な波浪計測性能が得られた．以

上によりレーダにとって計測条件の厳しい汽水域であっても，一定の計測精度で有用な波浪情報が得

られることが明らかとなった． 
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㻺㼛㻚 ྡ⛠ ᮇ㛫䞉⌧㇟➼

㻝 Ὕ√ྎ㢼 䠎䠕ᖺ䠕᭶䠄ྎ㢼➨䠍䠑ྕ䠅

㻞 ⊁㔝ᕝྎ㢼 䠏䠏ᖺ䠕᭶䠄ྎ㢼➨䠎䠎ྕ䠅

㻟 ᐑྂᓥྎ㢼 䠏䠐ᖺ䠕᭶䠄ྎ㢼➨䠍䠐ྕ䠅

㻠 ఀໃ‴ྎ㢼 䠏䠐ᖺ䠕᭶䠄ྎ㢼➨䠍䠑ྕ䠅

㻡 䠏䠒ᖺᱵ㞵๓⥺㞵 䠏䠒ᖺ䠒᭶䠎䠐᪥䡚䠓᭶䠍䠌᪥

㻢 ➨䠎ᐊᡞྎ㢼 䠏䠒ᖺ䠕᭶䠄ྎ㢼➨䠍䠔ྕ䠅

㻣 䠏䠔ᖺ䠍᭶㞷 㝣ᆅ᪉䜢୰ᚰ䛸䛩䜛㞷

㻤 䠏䠕ᖺ䠓᭶ᒣ㝜㝣㞵 䠏䠕ᖺ䠓᭶䠍䠔᪥䡚䠍䠕᪥

㻥 ➨䠎ᐑྂᓥྎ㢼 䠐䠍ᖺ䠕᭶䠄ྎ㢼➨䠍䠔ྕ䠅

㻝㻜 䠐䠎ᖺ䠓᭶㞵 䠐䠎ᖺ䠓᭶䠓᪥䡚䠍䠌᪥

㻝㻝 ➨䠏ᐑྂᓥྎ㢼 䠐䠏ᖺ䠕᭶䠄ྎ㢼➨䠍䠒ྕ䠅

㻝㻞 䠐䠑ᖺ䠍᭶పẼᅽ 䠐䠑ᖺ䠍᭶䠏䠌᪥䡚䠎᭶䠎᪥

㻝㻟 䠐䠓ᖺ䠓᭶㞵 䠐䠓ᖺ䠓᭶䠏᪥䡚䠍䠏᪥

㻝㻠 ἈỌⰋ㒊ྎ㢼 䠑䠎ᖺ䠕᭶䠄ྎ㢼➨䠕ྕ䠅

㻝㻡 䠑䠓ᖺ䠓᭶㞵 䠑䠓ᖺ䠓᭶䠎䠏᪥䡚䠎䠑᪥

㻝㻢 䠑䠔ᖺ䠓᭶㞵 䠑䠔ᖺ䠓᭶䠎䠌᪥䡚䠎䠏᪥

㻝㻣 ᖹᡂ䠑ᖺ䠔᭶㞵 ᖹᡂ䠑ᖺ䠓᭶䠏䠍᪥䡚䠔᭶䠓᪥

㻝㻤 ᖹᡂ䠍䠒ᖺ䠓᭶᪂₲䞉⚟ᓥ㞵 ᖹᡂ䠍䠒ᖺ䠓᭶䠍䠎᪥䡚䠍䠏᪥

㻝㻥 ᖹᡂ䠍䠒ᖺ䠓᭶⚟㞵 ᖹᡂ䠍䠒ᖺ䠓᭶䠍䠓᪥䡚䠍䠔᪥

㻞㻜 ᖹᡂ䠍䠔ᖺ㞷 ᖹᡂ䠍䠔ᖺ䛾䛻Ⓨ⏕䛧䛯㞷

㻞㻝 ᖹᡂ䠍䠔ᖺ䠓᭶㞵 ᖹᡂ䠍䠔ᖺ䠓᭶䠍䠑᪥䡚䠎䠐᪥

㻞㻞 ᖹᡂ䠎䠌ᖺ䠔᭶ᮎ㞵 ᖹᡂ䠎䠌ᖺ䠔᭶䠎䠒᪥䡚䠏䠍᪥

㻞㻟 ᖹᡂ䠎䠍ᖺ䠓᭶୰ᅜ䞉ᕞ㒊㞵 ᖹᡂ䠎䠍ᖺ䠓᭶䠍䠕᪥䡚䠎䠒᪥

㻞㻠 ᖹᡂ䠎䠏ᖺ䠓᭶᪂₲䞉⚟ᓥ㞵 ᖹᡂ䠎䠏ᖺ䠓᭶䠎䠓᪥䡚䠏䠌᪥

㻞㻡 ᖹᡂ䠎䠐ᖺ䠓᭶ᕞ㒊㞵 ᖹᡂ䠎䠐ᖺ䠓᭶䠍䠍᪥䡚䠍䠐᪥

㻞㻢 ᖹᡂ䠎䠒ᖺ䠔᭶㞵 ᖹᡂ䠎䠒ᖺ䠓᭶䠏䠌᪥䡚䠔᭶䠎䠒᪥

㻞㻣 ᖹᡂ䠎䠓ᖺ䠕᭶㛵ᮾ䞉ᮾ㞵 ᖹᡂ䠎䠓ᖺ䠕᭶䠕᪥䡚䠍䠍᪥

㻞㻤 ᖹᡂ䠎䠕ᖺ䠓᭶ᕞ㒊㞵 ᖹᡂ䠎䠕ᖺ䠓᭶䠑᪥䡚䠒᪥

㻞㻥 ᖹᡂ䠏䠌ᖺ䠓᭶㞵 ᖹᡂ䠏䠌ᖺ䠒᭶䠎䠔᪥䡚䠓᭶䠔᪥ �
�
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㻺㼛㻚 ྡ⛠ ᮇ㛫䞉⌧㇟➼䚷䈜

㻝 䝏䝸ᆅ㟈ὠἼ 㻟㻡ᖺ㻡᭶㻞㻟᪥

㻞 ⨾⃰ᆅ㟈 㻟㻢ᖺ㻤᭶㻝㻥᪥

㻟 ᐑᇛ┴㒊ᆅ㟈 㻟㻣ᖺ㻠᭶㻟㻜᪥

㻠 ㉺๓ᓁἈᆅ㟈 㻟㻤ᖺ㻟᭶㻞㻣᪥

㻡 ᪂₲ᆅ㟈 㻟㻥ᖺ㻢᭶㻝㻢᪥

㻢 ᯇ௦⩌Ⓨᆅ㟈 㻠㻜ᖺ㻤᭶㻟᪥䡚

㻣 䛘䜃䛾ᆅ㟈 㻠㻟ᖺ㻞᭶㻞㻝᪥

㻤 䠍䠕䠒䠔ᖺ᪥ྥℿᆅ㟈 㻠㻟ᖺ㻠᭶㻝᪥

㻥 䠍䠕䠒䠔ᖺ༑Ἀᆅ㟈 㻠㻟ᖺ㻡᭶㻝㻢᪥

㻝㻜 䠍䠕䠓䠎ᖺ䠍䠎᭶䠐᪥ඵᓥᮾ᪉Ἀᆅ㟈 㻠㻣ᖺ㻝㻞᭶㻠᪥

㻝㻝 䠍䠕䠓䠏ᖺ䠒᭶䠍䠓᪥᰿ᐊ༙ᓥἈᆅ㟈 㻠㻤ᖺ㻢᭶㻝㻣᪥

㻝㻞 䠍䠕䠓䠐ᖺఀ㇋༙ᓥἈᆅ㟈 㻠㻥ᖺ㻡᭶㻥᪥

㻝㻟 䠍䠕䠓䠓ᖺ᭷⌔ᒣᄇⅆ 㻡㻞ᖺ㻤᭶㻣᪥

㻝㻠 䠍䠕䠓䠔ᖺఀ㇋ᓥ㏆ᾏ䛾ᆅ㟈 㻡㻟ᖺ㻝᭶㻝㻠᪥

㻝㻡 䠍䠕䠓䠔ᖺᐑᇛ┴Ἀᆅ㟈 㻡㻟ᖺ㻢᭶㻝㻞᪥

㻝㻢 䠑䠓ᖺ㻔䠍䠕䠔䠎ᖺ㻕ᾆἙἈᆅ㟈 㻡㻣ᖺ㻟᭶㻞㻝᪥

㻝㻣 䠑䠔ᖺ㻔䠍䠕䠔䠏ᖺ㻕᪥ᮏᾏ୰㒊ᆅ㟈 㻡㻤ᖺ㻡᭶㻞㻢᪥

㻝㻤 䠑䠔ᖺ㻔䠍䠕䠔䠏ᖺ㻕୕Ꮿᓥᄇⅆ 㻡㻤ᖺ㻝㻜᭶㻟᪥

㻝㻥 䠑䠕ᖺ㻔䠍䠕䠔䠐ᖺ㻕㛗㔝┴す㒊ᆅ㟈 㻡㻥ᖺ㻥᭶㻝㻠᪥

㻞㻜 䠒䠍ᖺ㻔䠍䠕䠔䠒ᖺ㻕ఀ㇋ᓥᄇⅆ 㻢㻝ᖺ㻝㻝᭶㻝㻡᪥

㻞㻝 ᖹᡂ䠏ᖺ㻔䠍䠕䠕䠍ᖺ㻕㞼ᓅᄇⅆ ᖹᡂ㻟ᖺ㻢᭶㻟᪥

㻞㻞 ᖹᡂ䠑ᖺ㻔䠍䠕䠕䠏ᖺ㻕㔲㊰Ἀᆅ㟈 ᖹᡂ㻡ᖺ㻝᭶㻝㻡᪥

㻞㻟 ᖹᡂ䠑ᖺ㻔䠍䠕䠕䠏ᖺ㻕ᾏ㐨༡すἈᆅ㟈 ᖹᡂ㻡ᖺ㻣᭶㻝㻞᪥

㻞㻠 ᖹᡂ䠒ᖺ㻔䠍䠕䠕䠐ᖺ㻕ᾏ㐨ᮾ᪉Ἀᆅ㟈 ᖹᡂ㻢ᖺ㻝㻜᭶㻠᪥

㻞㻡 ᖹᡂ䠒ᖺ㻔䠍䠕䠕䠐ᖺ㻕୕㝣䛿䜛䛛Ἀᆅ㟈 ᖹᡂ㻢ᖺ㻝㻞᭶㻞㻤᪥

㻞㻢 ᖹᡂ䠓ᖺ㻔䠍䠕䠕䠑ᖺ㻕රᗜ┴༡㒊ᆅ㟈 ᖹᡂ㻣ᖺ㻝᭶㻝㻣᪥

㻞㻣 ᖹᡂ䠍䠎ᖺ㻔䠎䠌䠌䠌ᖺ㻕᭷⌔ᒣᄇⅆ ᖹᡂ㻝㻞ᖺ㻟᭶㻟㻝᪥

㻞㻤 ᖹᡂ䠍䠎ᖺ㻔䠎䠌䠌䠌ᖺ㻕㫽ྲྀ┴す㒊ᆅ㟈 ᖹᡂ㻝㻞ᖺ㻝㻜᭶㻢᪥

㻞㻥 ᖹᡂ䠍䠏ᖺ㻔䠎䠌䠌䠍ᖺ㻕ⱁணᆅ㟈 ᖹᡂ㻝㻟ᖺ㻟᭶㻞㻠᪥

㻟㻜 ᖹᡂ䠍䠑ᖺ㻔䠎䠌䠌䠏ᖺ㻕༑Ἀᆅ㟈 ᖹᡂ㻝㻡ᖺ㻥᭶㻞㻢᪥

㻟㻝 ᖹᡂ䠍䠒ᖺ㻔䠎䠌䠌䠐ᖺ㻕᪂₲┴୰㉺ᆅ㟈 ᖹᡂ㻝㻢ᖺ㻝㻜᭶㻞㻟᪥

㻟㻞 ᖹᡂ䠍䠕ᖺ㻔䠎䠌䠌䠓ᖺ㻕⬟Ⓩ༙ᓥᆅ㟈 ᖹᡂ㻝㻥ᖺ㻟᭶㻞㻡᪥

㻟㻟 ᖹᡂ䠍䠕ᖺ㻔䠎䠌䠌䠓ᖺ㻕᪂₲┴୰㉺Ἀᆅ㟈 ᖹᡂ㻝㻥ᖺ㻣᭶㻝㻢᪥

㻟㻠 ᖹᡂ䠎䠌ᖺ㻔䠎䠌䠌䠔ᖺ㻕ᒾᡭ䞉ᐑᇛෆ㝣ᆅ㟈 ᖹᡂ㻞㻜ᖺ㻢᭶㻝㻠᪥

㻟㻡 ᖹᡂ䠎䠏ᖺ㻔䠎䠌䠍䠍ᖺ㻕ᮾᆅ᪉ኴᖹὒἈᆅ㟈 ᖹᡂ㻞㻟ᖺ㻟᭶㻝㻝᪥

㻟㻢 ᖹᡂ䠎䠔ᖺ㻔䠎䠌䠍䠒ᖺ㻕⇃ᮏᆅ㟈 ᖹᡂ㻞㻤ᖺ㻠᭶㻝㻠᪥

㻟㻣 ᖹᡂ䠏䠌ᖺᾏ㐨⫹ᮾ㒊ᆅ㟈 ᖹᡂ㻟㻜ᖺ㻥᭶㻢᪥ �
�
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松山市民の防災意識調査から見た効果的な防災啓発策の検討 

 

愛媛大学 防災情報研究センター 地域連携職員  喜安 祥隆   

特定教授    中尾 順子  

特命教授    矢田部 龍一 

 

１．調査の目的と背景 

これまで、松山市では自主防災組織の結成を促し、平成 24年には市内 41地区全てに組織

されるとともに、地域で活動する防災士の資格取得を助成することで、令和 3年 6月末時点

で全国最多 6,761名の防災士を育成するなど、その取組は全国でも先進的であり、平成 28年

には防災功労者内閣総理大臣表彰も受賞するなど、地域防災力の向上に努めている。 

また、今年は東日本大震災から 10年の節目の年であり、近年は短時間豪雨などによる被害も

県内外で毎年のように発生し、実際の経験や災害報道等にも触れる機会が増えていることから、

市民の防災意識も以前より高まってきているのではないかと考えられる。 

しかし、実際に意識の向上が防災力の向上に結び付いているであろうか。令和 2年 7月に豪

雨による土砂災害・浸水の危険性から松山市内の広範に避難勧告（当時）が市民 412,206人に

対して発令された際、実際に避難した住民は956人と約0.2％でしかなかったとの実例もある。    

また防災士の養成も、資格取得者の増加は手段であって、実際の地域での自主防災組織の活

動や、地域の防災力向上に結び付けてゆく取り組みも併せて求められている。 

そこで、松山市全体の防災力を向上させるための具体的な啓発策について検討するため、近

年実施したアンケートをもとに、実際に松山市民の意識が経時的に高まっているのか実態を検

証するとともに、職務として防災にも関わる「松山市役所職員」や「学校教員」との属性によ

る意識の違いについても検証することで、市全体での地域防災力向上に向けた方策について検

討を行い、松山市をはじめとした関係各機関と連携して具体的な啓発に取り組むものとする。 

 

２．属性ごとに見た、防災意識の現状と課題の概要 

２．１ 一般市民の防災意識 

 松山市民の防災意識を調査するため、東日本大震災のあった平成 23 年の 9 月に市内の全小

学校の保護者 14,000 世帯を対象に実施したアンケートと、西日本豪雨災害のあった令和１年

の 10月に市内の小学校 11校 1,000世帯で実施したアンケートを用いて意識の変化について検

証した。 

 災害への備えとして、家庭内での避難方法等についての話し合いや、非常持ち出し袋の準備

など、家庭でできる取り組み項目では、平成 23年からの 8年間で、実施している旨の回答の増

加が見られた。 

 

 図-1 非常持ち出し袋の準備 
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しかし、非常食の準備状況を例にとると、松山市民では平成 23年に比べて令和１年では約 2

倍の 38%が準備していると回答しているものの、NHK が令和 2 年に実施した全国調査１）では

52.4%となっており、必ずしも十分な備えができているとは言えない状況であることも分かっ

た。 

 

 図-2 非常食の準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 発災時の安全に直結する「家具の固定」については、実施している旨の回答が令和１年で 21%

と、対策の状況に進展は見られるものの、平成 23 年との比較で顕著な進展とは言えない状況

であった。 

また、「家屋の耐震補強の実施」では同じく 26%と低い値を示しており、意識は高まってきて

いるものの、命を守る実際の行動にまでは結びついていない現状も明らかとなった。 

 

図-3 家具の固定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-4 家屋の耐震補強の実施 
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 次に、市民の「自主防災組織」に対する意識について見ると、平成 23年から令和１年にかけ

て自主防災組織活動の有効性に対する意識の向上が市内全域で認められた。 

その中でも、令和１年 7月豪雨により地域内で土砂災害が発生した松山市高浜地区では、市

内全域よりも 2倍程度高いことが分かった。地域の自主防災組織への信頼や期待が、実際の体

験を通して高まっていると考えられ、リアルな体験や災害を身近な「我が事」と捉えることが

市民の防災意識全体の向上や、地域防災力の向上につながるものと考えられる。 

 

 図-5 自主防災会は大規模災害が発生した時に有効な活動ができると思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内の自主防災組織の年間の避難訓練等の活動状況を見ると、市内全域では平成 30年 3,195

回 75,033人、令和 1年 3,681回 74,776人、令和 2年 2,570回 26,831人と、コロナウィルス

の影響により直近の活動に難しさも見られるものの、多くの活動と住民の参加を得ていること

が分かった。 

 

 図-6 自主防災組織の訓練回数と参加者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、幅広い市民への意識啓発を進める際、地域のこれらの活動を有効な機会とすることで、

地域のチャンネルを通じた意識啓発と防災力向上が効果的に図られると考える。 
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２．２ 松山市役所職員の防災意識 

 職務として防災に関わる松山市役所職員が、職業人としてどのような意識を持っているのか、

令和 3年 2月の職員研修時に約 200人を対象にアンケートを実施した。 

 令和１年の市民アンケートと比較すると、災害への備えや防災用語に関する知識など、おお

むね市民よりも高い傾向が見られ、職務を通して災害に対する知識や意識が醸成されており、

職員個人の防災力が高いことが分かった。 

 一方、居住する地域の防災活動等へ参加した経験の有無について尋ねたところ、市民と比較

して低く、市職員の参加が低調である実態が判明した。 
 
図-7 地域の防災活動等への参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果は、市職員が高い防災力を持ちながら地域でその力を活かしきれていない状況を表

しており、活動への参加率向上が、今後の地域防災力向上の即戦力となる可能性を示している。 

なお、令和２年７月の豪雨時の行動を尋ねた際、約半数の職員が避難所開設等の業務のため

執務であったとの回答があった事などから、災害時には職場に出務となるため、地域での活動参

加をためらっているのではないかとも考えられる。 

 一方で、自主防災組織の各種活動に対し、どのような防災活動に参加してみたいかとの問い

の中、「避難所の運営」「火災予防の呼びかけ」の項目では、市民と比較して顕著な関心の高さ

が見られた。業務で携わったり職務上身近に感じている活動が、これから自身が参加してみた

い項目として一般市民よりも特に高い値を示している。 

市職員でも自身の経験や体感があるものについては心理的な障壁は低くなると言え、今後、

職員の地域の防災活動への参加を働きかける際には、職務上得た知識や経験を一つの入口にす

ることが効果的と考えられる。 
 
図-8 どのような防災活動に参加してみたいか 
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火災予防の 
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２．３ 学校教員 

 市役所職員と同じく、災害時には避難所ともなる学校で執務する学校教員の防災意識につい

て、令和２年末に市内の小中学校の学校防災士として登録する教員約 70 名と、令和 3 年 5 月

に市内の教頭を対象に実施した研修時にアンケートを実施した。 

 市職員では、自宅の災害リスクについて約 8割の者が把握していると答える一方で、約 2割

に No の回答が見られた。対して学校教員では、自身の職場である学校や校区の災害リスクに

ついて 100%が把握しているとの回答があった。 

 

  図-9 自宅の災害リスクを知っていますか         図-10 学校や校区の災害リスクを

知っていますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また避難等に関係する用語についての理解について市職員と教員で比較してみたところ、

「警戒レベル３や４の意味について」尋ねた問題では、市職員では一部に「あまり理解してい

ない」の解答が見られたのに対し、教員では「理解している」（よく理解している・ある程度理

解している）との回答が 100%となった。 

児童生徒の安全を預かること、休校措置などの対応の必要から、日々の業務に直結するもの

として、教職員の防災知識や意識は市職員に比べても高いことが伺えた。 

 

 図-11 災害レベル３や４の意味について知っていますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、自由記載の意見の中では、防災士資格取得後に実際にどのような活動を行ったらよい

のか分からないという声や、最新の知見を学ぶ機会を求める意見も聞かれ、現場での実践に向

けた活動や訓練の具体化のための研修等の実施が効果的と考えられる。 

また、今後の課題として、学校と地域との連携不足も浮き彫りとなった。 
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 図-12 避難所として学校を使用するにあたり、地域の方と話し合いをもちましたか 

 

約三分の一の学校では「話しあいをしたこと

が無い」との回答があり、三分の一の学校では

詳細な施設利用に関する協議が行われていな

かった。 

災害時に地域の拠点となる学校と地域の自

主防災組織等との連携には、まだ課題がある

と言える。 
 

 

 

３．今後の展開～効果的な防災啓発策～ 

 アンケートを基に、松山市全体の防災意識の向上を図るため、次のとおり提案する。 

 

まず松山市職員が、これまで参加できていなかった地域防災活動に積極的に参加することで、

職員の知識や経験が地域に還元され、地域防災力の向上を早期に実現することが可能となる。 

そのため職員の地域活動への参画を促す入口づくりとして、①業務を通して得た知識と経験

を職員相互に共有する機会を創出し、②すでに地域に参加している職員などからも好事例を共

有できる枠組みとして、有志の職員ワークショップの立ち上げを提案する。職員の資質向上の

ための全庁的な防災研修を行うと共に、平時から職務で培ったものを地域に還元できるよう、

職員を地域につないでいく仕組みや取り組みを応援する施策を市当局と共に検討していく。 

 

 学校教員については、高い防災知識と意識をさらに高め・維持できるように、階層に応じた

研修を通じて人材の育成を図るとともに、学校で児童への防災教育機会を継続的に確保・実施

できるように、小中学生の防災教育プログラムや防災教育サポート動画の提供など、当センタ

ーとしても教育委員会との協働を継続していく。 

また学校と地域の連携の面では、松山市が進める避難所ごとの運営マニュアル策定の機会を

通して、学校・地域・行政など関係者が連携できるプラットフォームとして機能するよう、早

期の計画策定と定期的な訓練や見直し（PDCA）の実施を提案する。災害時の拠点となる学校

避難所の効率的な運用のためには、地域等との緊密な連携が必要不可欠である。 

 

最後に、松山市民の防災啓発については、高まってきている防災に対する「関心」を「行動」

に結びつける必要がある。近年の松山市では、市内全域が被災するような土砂・水害は無く、

芸予地震以後、大きな震災にも見舞われておらず、災害に対してどこか他人事のような感覚、

ここでは被災しないといった、根拠のない過信が経験則として住民意識の中にあるとは言えな

いだろうか。南海トラフ地震をはじめとした地震災害、局所的な集中豪雨による土砂・洪水災

害の危険性は、以前に増して発生の確率が上がっており、防ぎ難い災害に対して、日頃から個

人や地域が意識を保ち・備えておくことは不断の行動として継続する必要性がある。 

そのため、自主防災組織等が行う地域の活動では、地域毎の実際の災害リスクを織り込んだ

避難訓練を実施するなど、災害をリアルに感じ、災害を「我が事」と捉えられるような活動を

提案する。訓練内容の充実や、地域間でのノウハウの具体的な共有など、防災士の資質向上の

ための研修機会等を拡充し、自主防災組織活動の活性化を図ってゆくことで、市民意識の全体
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的な向上につなげられると考える。 

松山市独自の強みとして、自主防災会＝防災士の育成を全国に先駆けて行ってきたからこそ、

その活性化の効果はどの自治体よりも高いと言える。 

また、将来に渡って防災力を維持・拡充していくためには、担い手となる人材の育成も重要

となる。学校で防災教育を子どもの時から成長にあわせ体系的に継続することにより、主体的に防

災について考え・実践できる人材の育成を図り、地元で育った人材が、やがて地域や企業で活躍す

る、一生を通じた防災リーダーとなる人材の地域循環が可能となる。 

当センターでのジュニア防災リーダークラブの活動等を通じた人材育成プログラムとあわせ、産

官学民が全世代型の防災教育に連携して取り組むことで、若年層の育成に留まらず、各実施主体の

相互研鑽や活動の深化が促され、企業など職域や地域の防災士をはじめとした松山市全体の地域防

災力の向上を図ることが期待できる。そのための各種教育プログラムの開発研究や、関係者の連携

調整を当センターとしても継続的に取り組んでゆく。 

 

                                                                                         

文献 １）NHK放送文化研究所 「東日本大震災から10年 復興に関する意識調査」の単純集計結果 2021.3.4  
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地方建設会社における技術伝承・技能形成の 

仕組みに関する調査研究 
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現在，建設技能労働者の高齢化や若年参画者の減少により，建設分野における技術伝承が喫緊の課題と

なっている．本研究では，地方建設会社を対象として，技術者の伝承経験や技能形成，当該組織における

技術伝承の仕組みについて事例分析を行った．その際，地方建設会社という個別集団における技術伝承の

仕組みを検討するための事例分析の方法として，技術伝承に関わる様々な要素を多次元尺度構成法により

集約化し，技術伝承のパターンを析出する手法を提案・適用した．その結果，現場での経験を中心とした

技術伝承のパターンが析出されると共に，技術者の技能形成においても現場経験が中心的な役割を果たす

可能性が示された．ただし，以前は，現場において技術者自身が独学により技術を学び取る傾向が強かっ

たが，現在は，現場以外にも勉強会や見学会等の様々な機会を通じて技術を学ぶ傾向にあり，技術伝承や

そこでの学びのスタイルが変わりつつある可能性も示された． 
 

     Key Words: technology inheritance, skill development, regional construction company, 
multidimensional scaling 

 
 
1. はじめに 
 

現在，建設技能労働者の高齢化や若年参画者の

減少により，建設分野における技術伝承が喫緊の

課題となっている．実際に，2018 年時点において，

建設業就業者の内，55 歳以上の就業者が約 35％を

占める一方，29 歳以下が約 11％に留まり1)，今後

これら高齢世代の離職に伴って，彼らが培ってき

た技術や技能を次世代に継承してくことがますま

す困難になることが予想される．さらに，土木技術

者を取り囲む労働環境の変化等により，若手技術

者が建設事業の現場において技術を習得する機会

が失われつつあることも指摘されている2)．特にこ

うした傾向は，人員不足が深刻な地方の建設会社

においてより顕著である可能性も懸念されている
2)． 
こうした中，国土交通省や関係機関において，建

設産業の担い手の確保や次世代への技術伝承に向

けて，就労環境の改善，入札制度の見直し，技術者

教育の充実等，様々な対策が議論・提言されてきた
3),4),5)．実際に，2019 年の建設業に関わる法令改正

により，建設業従事者の責務として，建設工事に関

わる知識や技術・技能の向上に努めることが明記

された6),7)．それと共に，長時間労働の是正や建設

現場の処遇改善，人材の有効活用等，建設業の担い

手確保や技術伝承に向けた制度改正が進められて

いる． 
一方，建設分野における技術伝承を扱った研究

は数少ない．その中で，中川・山崎（2015）8)は，

師匠と弟子の関係にある 2 名の建設技能労働者の

人生史（ライフヒストリー）を収集し，技能獲得・

継承プロセスを明らかにしている．また，森等

（2017）9)は，地方公共団体等において慢性的な人

員不足の状況の中で，人材の計画的な育成・確保や

教育・伝承等の課題について指摘している．しか

し，地方建設会社という組織において「誰から誰に

どのような方法により技術が伝承され，技術者の

技能形成が為されてきたか」という技術伝承や技

能形成の仕組みを体系的に分析する試みは殆ど行

われていない．そのため，前述した通り，近年，特

に地方建設会社において技術伝承の課題が深刻化

しつつある可能性が懸念されているものの，地方

建設会社における技術伝承や技能形成のあり方が

どのように変わりつつあるかについては，必ずし

も明らかではない． 
以上の問題意識の下，本研究では，愛媛県におけ
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る地方建設会社 1 社を事例として取り上げ，本組

織における技術伝承・技能形成の仕組みについて

体系的・時系列的に検討する．具体的には，異なる

世代間の技術伝承の経験を比較すると共に，その

技能形成との関連性を分析する．さらに，本組織に

おける技術伝承の仕組みとその時代的な変遷を分

析する．その際，地方建設会社 1 社という個別集

団における技術伝承の仕組みを定量的に検討する

ための事例分析の方法として，技術の教え手や学

び手，技術を学ぶ機会や方法等，技術伝承に関わる

様々な要素を多次元尺度構成法により集約化し，

技術伝承のパターンを析出する手法を提案・適用

する．こうした一連の分析を通して，対象事例にお

ける技術伝承や技能形成の実態をその社会的な文

脈に即した形で明確化することを試みる．なお，

「技術」と「技能」の概念について，両者は密接に

関連しており，明確に区別することは必ずしも容

易ではない．本稿では，森（2018）10)に従い，技術

を橋梁施工に関わる一連の技を表現した「方法・手

段」を表し，技能をそうした技を遂行する技術者の

「行為・能力」を表すものと便宜的に捉えることと

し，その上で，地方建設会社において技術がどのよ

うに伝承され，その中で技術者の技能がどのよう

に形成されるかについて検討する． 
 
2. 本研究の方法 
 
(1) 本研究の進め方 

 本研究では，地方建設会社に所属する技術者に

対して，関連技術の伝承経験や技能水準等に関す

る質問紙調査を実施し，そのデータより，1) 技術

者における伝承経験や技能形成，2) 対象組織にお

ける技術伝承の仕組みに着目した分析を行う．第

1 に，個々の技術者を対象として，技術伝承の経

験が世代間でどのように変化しているかを検討す

る．さらに，彼らの技能水準を測定し，技術伝承

の経験度と技能形成との関連性を検討する．第 2
に，地方建設会社という一組織を対象として，そ

こでの技術伝承の仕組みを一つのパターンとして

集約化し，対象組織においてどのように技術伝承

がなされているかを体系的に把握する．それと共

に，技術伝承パターンの時代的な相違を比較し，

現在に至るまでの変遷を検討する．こうした分析

を通して，対象事例における技術伝承・技能形成

の様相や変遷を明らかにすることに，本研究の狙

いがある． 
 
(2) 技術伝承の分析枠組み 

 本研究では，図-1 に示す通り，大きく 1) 学び
手世代（どの世代が），2) 伝承時期（いつ）， 3) 教
え手（誰から）， 4) 伝承機会（どこで），5) 伝承

方法（どのように），6) 伝承対象（何を）という 6
つの観点から，組織における技術伝承の仕組みを

分析する枠組みを設定した．第 1 に，学び手は，

技術を習得する主体を指し，本事例においては，

地方建設会社に所属する各年代の技術者が該当す

る．本研究では，技術伝承に係わる諸経験の世代

間の相違を検討するため，学び手をその世代毎に

整理することとした．第 2 に，伝承時期は学び手

が技術を学んだ年代を表す．第 3 に，教え手は，

学び手が技術を教わった主体を表し，本事例では，

教え手のタイプとして，同会社内の他の技術者か

ら学んだ場合を「同組織」とし，関連する他の組

織の技術者から学んだ場合には，その組織の種別

により「他組織」，「下請け」，「行政」，「コンサル

タント」，「その他」を設定した．第 4 に，伝承機

会は，技術を学んだ場を表し，本事例では，「現場」，

「見学会」，「勉強会」，「講演会」，「その他」を設

定した．第 5 に，伝承方法は，技術をどのように

学んだかを表し，本事例では，「実演」，「口頭」，

「独学」，「その他」を設定した．最後に，伝承対

象は，学んだ技術の内容を表しており，本事例が

対象とする建設会社が橋梁施工を専門とすること

から，大きく「上部工」，「維持管理」，「施工管理」

を設定した． 
 本研究では，以上の分析枠組みの下，地方建設

会社の技術者に対して質問紙調査を実施し，それ

ぞれの観点からこれまでの技術伝承の経験につい

て尋ねた．質問紙調査の詳細については，3 章に

おいて説明する．  
 

(3) 技術伝承のパターン抽出 

本研究では，上記の質問紙調査を通して得られ

たデータから対象組織における技術伝承の仕組み

を分析するため，多次元尺度構成法（multidimens-
ional scaling; MDS）11),12),13)を用いて技術伝承のパ

 
図-1 技術伝承の分析枠組み 
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ターンを析出する．多次元尺度構成法は，1) デー

タの中に潜んでいるパターン，すなわち構造を取

り出し，2) その構造を幾何学的に表現し，視覚的

に理解しやすくすることを目的としている 11)．こ

の手法は，分析対象について収集されたデータが

備えている特徴を幾何学的関係によって明示化す

る．本手法の具体的な分析手法は既往文献 11)-14)に

委ね，以下では，本手法の概略を述べる． 
図-2 に，多次元尺度構成法を用いて，前節で説

明した技術伝承の各観点を空間上に配置した例を

示す．本分析においては，上述の 2)伝承時期（例

えば，現在や 10 年前等）ごとに，1)学び手世代を

空間上のベクトルとして，3)教え手，4)伝承機会，

5)伝承方法，6)伝承対象の各項目を空間上の点と

して配置される．まず，伝承経験に関する 3)から

6)の各項目について，ヒアリング調査時の各技術

者の回答から全ての項目間の相関係数を算出し，

そのデータからクラスカルの手法（MDSCAL 手法）
14),15),16)を用いて各項目の配置が決定される．本手

法では，異なる項目間の相関が高い程，その項目

間の空間上の距離が小さくなるように，各項目を

配置する．従って，近くに位置する項目同士は，

技術伝承の経験において関連性が強く，反対に遠

くに位置する項目同士は関連性が弱いことを表し

ている．図-2 では，「教え手 A」「伝承機会①」「伝

承方法 a」「伝承対象Ⅰ」が近接しており，「伝承機

会①において，教え手 A から伝承方法 a により，

伝承対象Ⅰを学ぶ」傾向が高いことを表している．

なお，本手法では，空間上の点間距離とそれを基

にした配置様相のみが意味を有しており，図心や

座標軸そのものには実質的な意味合いはないこと

に留意する． 
次に，1)学び手の各世代を表すベクトルは，3)か

ら 6)の各項目に対する各世代の回答から平均値を

算出し，そのデータからベクトルモデル

（PREFMAP 手法）14),16),17)を用いて配置される．こ

こで，各ベクトルは，その学び手世代にとって技

術伝承の経験において関連性が高い項目の方向に

向いている．すなわち，学び手世代を表すベクト

ルは，その世代が自分のベクトルの先にある項目

を経験する傾向がより高いことを示している．厳

密には，学び手世代を表すベクトルに向けて項目

を表す点を垂直に射影し，その射影点がベクトル

の先端にあるもの程，その世代にとって経験度が

高いことを表している．なお，学び手世代を表す

ベクトルは，その「向き」のみが当該世代の技術

伝承に係わる経験内容を表しており，ベクトルの

「大きさ」そのものは任意であり，それ自体特定

の意味を持つものではない．図-2 では，「伝承機会

①」は X 歳代と Y 歳代の双方とも経験する傾向が

高い一方，「伝承機会②」は X 歳代，「伝承機会③」

はY歳代において経験する傾向が高いことを表し

ている． 
以上の方法により，地方建設会社という１組織

に関わる個別データから，当該組織において「ど

の世代の技術者」が「どこで」「誰から」「どのよ

うな方法により」「どのような技術」を学んでいる

かという技術伝承に係わる多様な観点相互の関係

を規定するパターンを把握する事が期待できる．

さらに，時代毎の技術伝承のパターンを比較する

ことにより，そうしたパターンがどのように変化

しつつあるかを検討する事も可能である． 
 
3. 調査方法 
 
(1) 調査概要 

本調査は，愛媛県において橋梁施工を専門とす

る建設会社（X 社）の技術者を対象に質問紙調査

 
図-2 技術伝承の仕組みの分析例 

表-1 技術伝承経験に関する調査項目 
（20 代～60 代までのそれぞれの年代における以下の項目） 

教え手 

  「同組織（の技術者）」「他組織（の技術者）」「下請け業者」「行政」「コンサルタント」「その他」※から学んだか否か 

伝承機会 

  

「現場」「見学会」「勉強会」「講演会」「その他」※のそれぞれの機会における学習頻度 

（「ほぼ毎日(9)」「週 1 回程度(8)」「月 2 回程度(7)」「月 1 回程度(6)」「年 4 回程度(5)」「年 2 回程度(4)」「年 1 回程度(3)」「5 年に 2 回程度(2)」「5 年

に 1 回以下(1)」の 9 件法で回答を要請） 

伝承方法 

  

「実演（熟練者による作業の実演によって学んだ）」「口頭（熟練者からアドバイスをもらうことによって学んだ）」「独学（独学で学ん

だ）」「その他」※のそれぞれの方法による学習頻度 
（「ほぼ毎日(9)」「週 1 回程度(8)」「月 2 回程度(7)」「月 1 回程度(6)」「年 4 回程度(5)」「年 2 回程度(4)」「年 1 回程度(3)」「5 年に 2 回程度(2)」「5 年

に 1 回以下(1)」の 9 件法で回答を要請） 

伝承対象 

  
「上部工（測量、桁の製作、支保工、床盤工、地覆の設置、管理路の設置、高欄の設置、道路舗装）」、「維持管理（点検、舗装工

事）」、「施工管理（品質管理、施工内容の確認、役所への対応）」の各作業を学んだか否か 

※ 今回の調査では「その他」を選択した調査対象者がいなかったため，以下の分析では「その他」については省略することとする． 

◆教え手A

■伝承対象Ⅰ

●伝承機会①

×伝承方法b

X歳代

Y歳代

◆教え手B
■伝承対象Ⅱ

●伝承機会②

×伝承方法a

●伝承機会③

×伝承方法c

◆教え手C

■伝承対象Ⅲ
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を実施した．なお，技術者の技能水準を評価する上

では，橋梁施工に関連する技術を網羅的に把握し

ておくことが必要である．そこで，質問紙調査の実

施に先立ち，X 社の幹部 2 名，建設コンサルタン

ト Y 社の 5 名の技術者に対して事前ヒアリングを

実施すると共に，X 社を含む 5 社の橋梁施工に関

わる建設現場 6箇所を延べ 11日間訪れ，橋梁施工

における基本的な作業内容を把握した．これらの

事前調査により，以下(3)において説明する技能水

準を測るための作業工程リストを作成した． 
以上の事前調査を経て，2019 年 1月 31日から 2
月 6日の期間，X 社に所属する全技術者 18 名に対

して質問紙を用いた調査を行った．調査対象者の

年齢構成は，20 代 4 名，30 代 2 名，40 代 6 名，50

代 3 名，60 代以上 3 名であり，全員が男性であっ

た． 
また，技術者への質問紙調査の分析結果が整っ

た段階において，2019 年 9 月と 12 月の 2 度に亘

って X 社の代表者に対してヒアリングを行い，分

析結果の意味や解釈について確認した．次章では，

その内容を踏まえて分析結果の考察を行う． 
 

(2) 技術伝承経験に関する項目 
 調査対象者の技術伝承に関わる過去の経験を把

握するため，表-1 に示す通り，2.(2)において説明

した枠組みに基づいて，20 代から 60 代の各年代

における「教え手（誰から学んだか）」， 「伝承機

会（どこでどのぐらいの頻度で学んだか）」，「伝承

方法（どのような方法でどのぐらいの頻度で学ん

だか）」，「伝承対象（どのような作業を学んだか）」

について尋ねた． 
 
(3) 技能水準に関する項目 
 橋梁施工に関わる技能水準を測定するため，表-
2 に示す作業工程リストにおける各作業を調査対

象者自らがどの程度習得しているかを尋ねた．具

体的には，それぞれの作業項目の習得レベルにつ

いて，「4.責任者の立場で作業可能」，「3.責任者補佐

としての作業は可能」，「2.上司の指示なしで作業可

能」，「1.経験はあるが上司の指示が必要」，「0.作業

経験なし」の 5段階で回答してもらった． 
 
4. 結果と考察 
 

(1) 技術伝承経験の推移 
調査対象者の技術伝承の経験が世代間でどのよ

うに変化しているかを把握するため，技術伝承の

表-2 作業工程リスト 

作業項⽬ 作業内容 
1) 測量 ・測量機械を組み立てる 

・機械を通してレベルの目盛りを読み取る 

・基準点を含めポイントを測量する 

2) 桁の製作   

① 桁製作台の設置（現場

架設の場合） 

・コンクリートを打設する 

・門型クレーン用のレールを設置する 

② 鉄筋の組み立て ・鉄筋を加工する 

・鉄筋を組み立てる  

③ 型枠の組み立て ・型枠を加工する 

・型枠を杭またはボルトで固定する  

④ 円形型枠の設置（中空

床盤工の場合） 

・円筒型枠固定用のバンドを設置する 

・円筒型枠の空気穴を大判型枠の穴に入れる  

⑤ コンクリート打設 ・生コンを工場で手配する 

・手持ちのバイブレーターで上から締め固める  

⑥ 緊張（プレテンションの

場合） 

・PC 鋼線を組み立てる 

・本緊張をする     

⑦ 緊張（ポストテンションの

場合） 

・試験緊張をする 

・本緊張をする    

3) 支保工 ・支保工を組む 

・支保工を解体する  

4) 床板工   

① 支承の設置 ・敷モルタル施工部の表面をチッピングする 

・モルタルを打設する 

② 主桁の架設 ・桁にワイヤーを玉掛け後、クレーンで吊り上げる 

・架設位置に吊り込み，墨出し通りに設置する 

③ 横桁の設置 ・鉄筋を組む 

・コンクリートを打設する  

④ 桁同士の間詰め ・主桁に設置されている鉄筋を補強する 

・コンクリートを打設する 

⑤ 横締め緊張の実施 ・PC 銅線を定着具により固定する 

・機械を使って緊張を実施する  

⑥ 張り出し床板の設置 ・支保工を組む 

・コンクリートを打設する 

⑦ グラウト注入 ・現場にプラントを設置する 

・ポンプを使ってグラウトを注入する 

⑧ 排水処理 ・床板に排水口を設置する 

・河口部に排水されるようにパイプを通す 

５) 地覆の設置 ・鉄筋を組む 

・補強筋を組む 

・電気配線用のケーブルを通す   

６) 管理路の設置 ・ハンマードリルでアンカー穴を掘削する 

・ブラケットの設置する 

・クレーンで検査路を組み立てボルトで固定する 

７) 高欄の設置 ・地覆施工時に高欄アンカーを埋め込む 

・支柱の組む 

・横座を組む  

８) 道路舗装 ・橋面の高さを測量する 

・基礎舗装をする 

・表層舗装をする  

 

 
図-4 見学会における伝承頻度に関する世代間比較 

 
図-3 現場における伝承頻度に関する世代間比較 
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各機会について異なる世代間の学習頻度を時代毎

に比較した．その結果を図-3 から図-6 に示す．ま

ず，現場における伝承頻度（図-3）が，その他の伝

承機会と比べて（図-4 から図-6），全ての世代のど

の年代においても比較的高く，現場が技術伝承の

主要な機会であることが分かる．この傾向は，現

在の若い世代においても同様であり，20 代と 30
代の全ての対象者が現場においてほぼ毎日学んで

いると回答していた．一方，40 代の対象者は，30
代の頃に現場での伝承頻度が低くなる傾向が見ら

れた．この結果については，ヒアリング調査より，

2010 年前後において，国の政策等により建設工事

の受注量が減少し，現場での伝承機会が少なくな

ったためである可能性が指摘された（図-7 参照）． 
一方，現場以外の伝承機会（図-4 から図-6）に

ついては，どの時代でも若い世代において伝承頻

度が比較的高い傾向が見られる．X 社では，特に

若い世代の技術者の資格取得を見据えて，自社や

他社主催の見学会や講習会への参加を奨励してい

る．また，以前より，現場での作業内容の改善点

について技術者全員で集まって共有する勉強会を

月 1回程度開催しており，こうした場における技

術伝承の経験がこれらの結果に表れているものと

考えられる．ただし，50 代の対象者においては，

20 代時の見学会や勉強会の機会は少ない傾向が

見られた．この結果については，現在から 30 年前

 
図-5 勉強会における伝承頻度に関する世代間比較 

 
図-6 講習会における伝承頻度に関する世代間比較 

 
図-7 X 社の売上高と受注件数の推移 

（1991〜2020見込み） 

 
図-8 現場における技術伝承の経験と技能水準の関係 

 
図-9 見学会における技術伝承の経験と技能水準の関係 

 
図-10 勉強会における技術伝承の経験と技能水準の関

係 

 
図-11 講習会における技術伝承の経験と技能水準の関係 
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に相当する 1990 年前後は，建設工事が多く，若手

についても現場での作業に追われ，見学会や勉強

会に参加する時間的余裕が無かった事が関係して

いる可能性が，ヒアリング調査において指摘され

た． 
 
(2) 技術伝承の累積経験度と技能形成との関連性 
 次に，調査対象者における技術伝承の過去の経

験度と技能形成との関連性について検討する．そ

こで，それぞれの伝承機会に関する過去の経験度

を表す指標として，各年代における伝承頻度をそ

の年代における勤続年数で重み付けして全ての年

代で足し合わせた累積経験度を算定した．一方，調

査対象者の技能水準を表す指標として，3.(3)にお

いて説明した各作業項目に対する習得レベルの平

均得点を算出した．この様に算出した累積経験度

と技能水準との関連性を図-8 から図-11 に示す．

これらの図に示す様に，現場での伝承機会（図-8）
において，その他の伝承機会と比べて（図-9 から

図-11），その累積経験度が高い程，技能水準が高

くなる傾向が見られ，両者の間に比較的強い関連

性が確認された．また，図-8 において年代に着目

すると，大よそ年代が上がるにつれて技能水準も

向上する傾向が見られるが，そうした比例関係が

成立しないところも散見される．そこで，年齢の

影響を除去した上で，技術伝承の経験度と技能水

準との関連性を調べるため，技能水準を従属変数，

各伝承機会に関する累積経験度と年齢を説明変数

とした重回帰分析を行った．その結果を表-3 に示

す．この表に示す様に，現場の累積経験度と技能

水準との関連性が有意傾向となった．今回の調査

はサンプル数が 18 名と極めて少ないため，分析結

果の一般性については更なる検証が必要であるが，

少なくとも今回の調査対象者については，現場で

の経験が技能形成を促す主要な要因であるものと

考えられる． 
 
(3) 技術伝承の仕組みの推移 

技術伝承経験に関する質問紙調査の回答データ

を用いて，2.(3)において説明した方法により，現

在，10年前，20年前の時代毎に，学び手世代，教

え手，伝承機会，伝承方法，伝承対象を 2 次元空

間上に配置した．その結果を図-12 から図-14 に示

す．まず，現在（図-12）に着目すると，現場での

伝承機会がどの世代のベクトルにとっても比較的

中央部に位置すると共に，X 社の中心的な技術で

ある上部工と施工管理を表す伝承対象と近接する

結果となった．この結果より，現場での学びが X
社における技術伝承の中枢を担っているものと言

える．ただし，20 代や 30 代の若い世代にとって

は，現場での学び以外に，勉強会，見学会，講習会

等の様々な機会において，口頭，実演，独学等の方

法を通して技術を習得している傾向が見られる．

この点は，図-8〜図-11 において，20 代と 30 代の

現場とそれ以外の機会での技術伝承の累積経験度

と技術水準の分布傾向が似通っていることとも一

致すると思われる．この様に，現在の若い世代で

は，現場以外に技術を学ぶ機会が比較的多い様子

が伺える．一方，50 代と 60 代の高齢世代において

表-3 技能形成に関する重回帰分析の結果 

 

 
図-12 現在の技術伝承の仕組み 

 
図-13 10年前の技術伝承の仕組み 

 
図-14 20年前の技術伝承の仕組み 

（説明変数） β t
累積経験度_現場 .744 1.997 .069 *
累積経験度_見学会 -.580 -1.445 .174
累積経験度_勉強会 .388 1.036 .321
累積経験度_講習会 -.061 -.304 .766
年齢 .308 1.187 .258

p

調整済みR²＝.607
注）*:p<.10
　「累積経験度_現場」：現場における技術伝承の累積経験度

　「累積経験度_見学会」：見学会における技術伝承の累積経験度

　「累積経験度_勉強会」：勉強会における技術伝承の累積経験度

　「累積経験度_講習会」：講習会における技術伝承の累積経験度 見学会
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は，行政やコンサルタントから学ぶ傾向も見られ

る．また，上部工と施工管理の他，維持管理がこの

世代における技術伝承の対象となる点も特徴的で

ある．その他，40 代を表すベクトルは，50 代と 60
代と反対方向に向いているが，この点については

40 代の技術者において受注業務に関する書類作成

事務が増加していること等が要因として考えられ

る． 
次に，10 年前（図-13）に着目すると，現場での

伝承機会が各世代のベクトルの中央部から外れた

位置にある結果となった．前述した通り，X 社で

は，10 年前，建設工事の受注量が低下したことか

ら，現場での伝承機会も少なくなったことが，こう

した結果に表れた可能性が考えられる．特に，当時

20 代を表すベクトルを見ると，現場での伝承経験

が離れた位置にあり，見学会，講習会，勉強会等の

伝承機会がベクトルの先端付近に位置しているこ

とから，これらの伝承機会が現場での学びに代替

していた可能性も考えられるところである．ただ

し，図-3 を見ると，この世代（現 30 代の 20 代時

点）の現場における伝承頻度自体は高いことから，

当時の状況においても若手世代にとって現場で学

ぶ機会は確保されていたものと言える．むしろ，こ

の世代にとって現場以外の伝承機会に参加する傾

向が比較的高かったことに起因して，現場での伝

承経験が彼らを表すベクトルから相対的に離れた

位置に布置された可能性が考えられる． 
最後に，20 年前（図-14）に着目すると，現場で

の伝承機会が中心部に位置しており，その付近に

伝承方法や伝承対象を表す全項目が布置されてい

る．この結果より，当時の技術伝承の中心的な機会

が現場であったものと考えられる．また，現場での

伝承機会と独学が近接している点もこの時代に特

有の結果と言える．他方，当時 20 代を表すベクト

ルにおいては，現場での伝承機会がベクトルの先

端から離れた位置にある．ただし，10 年前と異な

り，勉強会や見学会の伝承機会も先端付近に位置

していないことから，現場での伝承機会は，少なく

とも 10 年前と比較すると，若い世代の技能獲得に

おいて重要な役割を担っていた可能性が考えられ

る．また，講習会については，当時の 20 代を表す

ベクトルの先端に位置しているが，この結果は，X
社が若手技術者に対して資格取得のために講習会

への参加を奨励していたためであると考えられ，

当該企業への聞き取りでも同様の見解が得られた． 
なお，教え手としての下請けに関して，10 年前

と 20 年前では，現在に比べていずれも中心部から

離れた位置に布置している．この点について，質問

紙調査の回答結果を確認すると，一部の回答者に

おいて，現場での伝承経験や上部工に関する伝承

経験に高い点数を付けた一方で，下請けから学ん

だ経験に低い点数を付けており，そのため，それぞ

れの項目が離れた位置に布置される結果となった．

しかし，ヒアリング調査では，下請けから学ぶ傾向

はこの20年間で大きく変わっていない点が指摘さ

れている．この点については，質問紙調査の方法を

見直す等，更なる検討の余地があると言える． 
以上，X 社における技術伝承の仕組みについて，

現在から20年前の各年代のパターンや特徴を検討

した．全ての年代を通して，現場での伝承機会が上

部工と施工管理の伝承対象と近接すると共に，各

世代を表すベクトルの比較的中央部に位置してい

ることから，X 社における技術伝承の中心的な機

会が現場であることが見て取れる．その一方で，10
年前は，建設工事の減少に伴い，現場を中心とした

技術伝承のパターンからやや乖離し，特に若い世

代においては見学会や勉強会等が代替的な役割を

担った可能性がある．また，20 年前と現在を比べ

ると，特に若い世代にとっては，現場での独学から

多様な機会・方法による学びに移行しつつあり，技

術伝承のあり方が変容しつつある可能性も示唆さ

れる．最後の点については，以前は，今に比べると，

現場において技術を独学により学ぼうとする傾向

が比較的強かった点が，質問紙調査後のヒアリン

グ調査においても指摘された．さらに，筆者等が事

前に建設現場を訪れた際にも，熟練の技術者から，

自分達が若い頃には先輩技術者から直接的に指導

を受けた経験はなく，先輩技術者の作業を見様見

真似で学んでいたが，現在の若手技術者にはそう

した自主的に学ぶ姿勢は少ないように感じるとの

お話を伺った． 
 
5. まとめ 
 
 本研究では，地方建設会社における技術伝承・技

能形成の実態を把握するため，愛媛県の建設会社

を対象として，技術者の伝承経験や技能形成，当該

組織における技術伝承の仕組みについて事例分析

を行った．一連の分析により，現場での経験が技術

伝承における中心的な役割を果たすことが示され

た．まず，技術伝承の経験を世代間・時代間で比較

した結果，どの世代・時代においても現場での伝承

経験が顕著に多い傾向が見られた．それと共に，近

年は，若い世代を中心に，勉強会や見学会等による

伝承機会も増えつつある傾向も見受けられた．次

に，技術伝承の経験と技能形成との関連性を検討

したところ，現場での経験の蓄積が技能形成を促

す傾向も確認された．この結果は，少なくとも今回

の調査対象者の技能水準を見る限り，勉強会や見

学会等による伝承経験の効果は限定的である可能

性を示唆するものと考えられる．最後に，対象組織

における技術伝承の仕組みを多次元尺度構成法に

より分析したところ，現場での経験を中心とした

技術伝承のパターンが析出された．ただし，若い世

代にとっての技術伝承経験を見る限り，以前は現

場において技術者自身が独学により技術を学び取

る傾向が強かったが，現在は，現場以外にも勉強会

や見学会等の様々な機会を通じて技術を学ぶ傾向

にあり，技術伝承やそこでの学びのスタイルが変

わりつつある可能性が示された． 
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 さて，本研究では，一つの個別組織を対象とし

て，そこでの技術伝承のパターンを検討するため

の事例分析の方法として，学び手世代，伝承時期，

教え手，伝承機会，伝承方法，伝承対象から構成さ

れる分析枠組みを提示すると共に，多次元尺度構

成法によりそれぞれの要因間の関係を構造的に析

出する手法を採用した．本研究の分析結果や事後

的なヒアリング調査より，本手法により一定程度

解釈可能な結果が得られており，この点において

本事例分析手法の有効性・適用性が認められるも

のと言える．しかし，教え手との関係性等において

は，一部解釈が難しい結果も見られた．この点に関

しては，例えば，質問紙調査の方法を改善したり，

多次元尺度構成法による分析結果を関係者にフィ

ードバックした上で再調査・分析を行ったりする
14)等，分析結果の妥当性・信頼性を高めていく事が

必要である． 
 最後に，本研究の課題を整理する．第 1 に，本

研究では，一つの建設会社を対象としてそこでの

技術伝承・技能形成の仕組みを検討しており，本分

析結果は，あくまでも一事例から得られた個別の

知見に留まる．そのため，建設産業全般において技

術伝承・技能形成がどのように為されているかに

ついては明らかではない．今後は，本研究の分析枠

組みや分析方法を援用しながら，全国の建設会社

を対象として，より一般的な知見を得ることが求

められる．第 2 に，技術者の技能形成に関する分

析結果についても，今回の調査では，18 名という

少数サンプルから得られたデータに基づいており，

今後は，より広範なサンプルを対象とした調査に

より，技術者の技能形成の仕組みやプロセスを明

らかにする事が重要な課題である．特に，本研究で

は，勉強会や見学会等の技術伝承機会と技能形成

との間に有意な関連性が確認されなかったが，こ

うした現場以外の伝承機会がどのような役割を果

たし得るかについては更なる検討が必要である．

第 3 に，本研究では，地方建設会社 1 社という個

別集団における技術伝承の仕組みを定量的に分析

する上で，多次元尺度構成法により技術伝承のパ

ターンを集約化する方法を用いたが，個別事例の

分析手法には，その他にも，少数データからプール

代数を用いて因果構造を推論する質的比較分析法

（qualitative comparative analysis）をはじめ，

統計的手法とは異なる方法も提案されている．ま

た，質的研究法として，インタビュー等の質的デー

タから現象を構成する概念を抽出することにより，

データに立脚した理論を生成するグラウンデッ

ド・セオリー・アプローチ（grounded theory 
approach）等の方法論もある．今後は，これらの

分析手法を多角的に比較検討しつつ，建設分野に

おける技術伝承の仕組みや機能を明らかにするた

めの方法論を検討することも重要な課題である． 
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南海トラフ地震事前復興研究～えひめ事前復興推進指針～ 

 
 愛媛大学大学院理工学研究科 教授 森脇 亮 

 愛媛大学防災情報研究センター 特定教授 山本浩司 

 愛媛大学防災情報研究センター 客員研究員 新宮圭一 

 東京大学大学院工学系研究科 教授 羽藤英二 

 愛媛大学防災情報研究センター 特命教授 矢田部龍一 

 
１．研究の目的 

東日本大震災から7年が経過した平成30年度（2018年）より，宇和海沿岸地域の5市町（宇和島

市，八幡浜市，西予市，伊方町，愛南町）と愛媛県，愛媛大学防災情報研究センター，東京大学復興

デザイン研究体が連携して，「南海トラフ地震事前復興共同研究」（以下，「本研究」という）を開始

した 1)（図-1，http://www.cee.ehime-u.ac.jp/~rd/）。東日本大震災では，巨大津波によって東北沿岸

域のまちの多くが壊滅的な被害を受け，その日から何の備えもなく困惑と混乱の中で始まった復興

（生活再建等）はその難しさを露呈した 2)。そのことからも，命を守るための「防災」はもとより，

被災後のまちの復興までに備える「事前復興」の重要性が改めて強く認識された。 

本研究は，歴史上およそ100年～150年の周期で繰り返す南海トラフ地震の発生確率が高まる中，

津波災害のリスクが高い宇和海沿岸地域を対象に，来る南海トラフ地震による大災害の可能性に適切

に対処することを目的に取り組んだものである。「事前復興」に関わる事項を広範に分析し，「事前復

興」の骨格となる要素を体系的に定義したうえで，「事前復興」を下支えするための基盤となる要素

の構築と課題解決に取り組んだ。本文は，令和 2 年度までの 3 年間の研究成果のうち，「事前復興」

の全体像を集約した「南海トラフ地震えひめ事前復興計画策定指針」について，要旨を述べる。 

 

 

図-1 南海トラフ地震事前復興共同研究の取り組み 
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２．研究の概要 

2-1 「事前復興」が目指すこと 

「事前復興」に取り組むことの重要性は，過去の経験を大きく上回る災害の可能性を受け入れ，そ

のような最悪の事態も想定したうえで被災後の復興の姿を考え，それが現実となったときの新たなま

ちづくりの道程を地域全体（行政と住民）が共有することにある（図-2）。従前の防災施策の考え方

は，過去の経験に基づいて想定される災害規模を前提に防災計画を定め，災害後の状況に応じて復旧・

復興にあたるという手順であったが，「事前復興」は従来の防災検討では対象とはなりえなかった過

去の経験を大きく上回り地域を壊滅に追い込むような災害も想定内とし，被災地域の復興（方向性，

手順，計画など）を事前に準備するという概念である。この取り組みは復興（新たなまちづくり）の

プランとそのための体制を予め整えておくことであり，最悪の事態が現実となったときに，復興に総

合性を持たせながら迅速性と即効性を確保することを目的としている。また，地域に特有な災害事象

や固有の課題を把握し対策を重ねることで，事前に地域の災害ダメージを軽減するための防災・減災

の効果も含んでいる。さらに地域住民と行政がともに考えることで事前に復興の姿（行うこと）を共

有し，被災後の復興にむけての合意形成を速やかに行うための準備でもある。これらは，東日本大震

災において顕在化した問題の発生に備え，それらを教訓とするための対処法となる。 

 

図-2 「事前復興」が目指すこと 

 
2-2 「事前復興」の定義と目的 

「事前復興」は，1995 年の阪神淡路大震災において発生した未耐震住宅等の倒壊や同時多発した

火災延焼等によるまちの壊滅的な被害を前に，「減災」の考え方とともに提起された防災対応の概念

である 3)。そして，2011年に東日本大震災が発生し，巨大津波災害からの復興が様々に困難と課題を

呈する中で，その重要性がさらに認識された。本研究では，“命を守る”ための狭義の防災に加え，

生活の再建と“復興までに備える”ための広義の防災を包括するものとして，図-3に示すように「事

前復興」の取り組みを“事前実施”と“事前準備”の２つのベクトルで定義した 4)。また，「事前復興」

が目的とする効果は，事前実施による地域の活力との維持向上と大規模災害に対する被害の軽減，お

よび事前準備による復興等の期間短縮と復興の質の向上と適切化を図ることである（図中下段）。 
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図-3 事前復興の定義と目的 

 
３．南海トラフ地震えひめ事前復興推進指針 

3-1 「事前復興」の全体像 

図-4に本研究による「事前復興」の全体像を示す 4)。図上段のように，事前復興の２つのベクトル

は“発災の時”とその後の“復興のプロセス”へと向いている。各ベクトルからは，事前実施への逐

次移行を意味する上向きの矢印が，そして発災後の初動・応急から復旧，復興への切替えと各プロセ

スに対する備えを意味する大きな矢印が示される。具体的には，図下段のように，①復興の手順・体

制の共有と訓練，②事前復興計画（狭義），③事前復興まちづくり計画，④事業化へと続き，ある日，

南海トラフ地震が発生した直後には②と③の計画（地域デザイン）は⑤復興計画，⑥復興まちづくり

計画，⑦復興事業へと切替わり，復興の合意形成（期間短縮と質の向上）へとつながる。この流れよ

図-4 南海トラフ地震えひめ事前復興の全体像 
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り復興の軸となる地域デザインを描き，復興までの道程に総合性を持たせながら迅速性と即効性を確

保する。そして，地域デザイン構築の下位には基盤となる要素（計画，情報・調査，教育）を配置す

る。この全体像を「南海トラフ地震えひめ事前復興推進指針」とした。 

 
3-2 大規模災害からの復興のプロセスと事前復興の取り組み 

大規模災害からの復興は様々な要素が関係することから，市町の特性や災害リスク等を踏まえつつ

様々な要素の相関にも配慮して復興プロセスを検討する必要がある。本研究では，災害発生後の復興

の取り組みについて，住民の時間経過に応じた行動を踏まえ，「住まい」と「まちづくり（計画と事

業）」に主眼を置き，災害発生から復興までのプロセスを図-5 に整理した。同図には「状況」として

地震発生（災害事象）から始まるタイムラインを避難生活，概ね2 週間以降の復興始動期，概ね6ヶ

月以降の本格復興期（着手から完了）までの順に示し，その下位に復興の主体となる「住民」の行動

図-5 復興のプロセスと事前復興の取り組み 
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として，命を守るための避難，避難所等での生活，応急仮設住宅等での仮住まいの生活，新たな住居

の再建（または賃貸入居）までの各段階における主要な選択肢を示した。その各々に対する「復興ま

ちづくり」として，【住まい】の再建と【インフラ等】の復旧・復興の流れ，各々を進めるための【計

画と事業】を配置した。さらに住宅再建と並行する【生業・暮らし】の再建支援に係る主要項目を関

係づけた。これより，図の下段に「事前復興」に必要な取り組みを抽出した。本指針は，この復興プ

ロセスを復興の手順として掌握したうえで，事前復興計画を策定する手順とした。 

これより，図-6に復興のプロセスから抽出した対処課題を示す。事前復興として必要な取り組みを

７つに区分し，事前復興の取り組みの体系を定めた。各々の取り組みは以下のようである。 

(1) 復興手順等の理解： 整理した復興プロセス等を参考に，復興の流れの全体像を理解する。 

(2) 復興体制に関する事前検討と設置： 復興の迅速・円滑な実施・検討に向け，庁内体制や外部組

織との連携（協定）等について事前に検討しておく。発災直後の被害状況調査等については，自治

体単独での対応には限界があり，応援職員等の受入体制等も含めて事前の体制等を設置しておく。 

(3) 基礎データの整備と分析： 被害状況調査や復興計画・復興まちづくり計画をはじめとした各種

検討に必要となる基礎データ等については，定期的な収集・整理を行う。被害状況調査や危険度

判定，罹災証明の発行，それ以降の被災者支援の状況などの情報共有が重要であり，データの保

管や運用方法等のルールを検討しておく。地域の災害リスクと現況の人口や土地利用等との重ね

合わせ等の分析により，地域の課題を洗い出し，復興デザイン等の基礎データとする。 

(4) 避難と再建に関する住民意向の調査と分析： 住民の避難や再建意向等の調査に備え，調査方法

や設問項目等の事前検討を行う。避難行動や生活再建に関する事前の意向調査を行うことで，事

前復興まちづくり等の検討につなげていく。 

(5) 支援制度・事業制度等の理解と準備： 災害救助法をはじめとした各種の支援制度等を理解し，

災害発生後に速やかに活用できるように準備しておく。東日本大震災等の復興で活用された復興

事業等を理解しておき，速やかな復興に備える。現行制度を補完する制度等を新たに検討する。 

(6) 復興イメージの事前検討： 

市街地や集落等が壊滅的な被

害を受ける可能性を踏まえ，

事前に復興後のまちづくりの

イメージ（デザイン）を検討

しておく。長期にわたる復興

に対しては，一時的なまちの

姿も検討しておく。各種の検

討結果を事前復興計画・事前

復興まちづくり計画としてと

りまとめる。 

(7) 事前復興の教育： 住民（子

供から大人までの全世代），行

政職員，自主防災組織等が復

興と事前復興を学び，大災害

に備える力を育む。 

  

図-6 事前復興の取り組みの体系 
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3-3 事業プロセスにおける事前復興と復興の基盤づくり 

図-7に事業プロセスと事前復興・復興の基盤づくりの関係を示す。図は上から下に向かって発災後

の避難から復興までの時間軸（避難生活期，復興始動期，本格復興期の流れ；図-5参照）としてある。

これより，復興までの事業のプロセスと各々の基盤づくりのつながりを述べる。 

まず，図中左端に復興の当事者である被災住民の住まいの遷移（避難所の生活，仮住まいの生活，

恒久住宅の再建）を記した。この時間軸には，避難所の生活から仮住まいの生活において，みなし仮

設住宅（応急仮設借上げ住宅）の制度を利用した遠隔地避難（被災者の市町外への移動）が発生し，

その後の住まいの再建においても市町外での生活再建（人口流出）が継続的に進むケースがあること，

被災者自らが市町内・外で土地をみつけて自主再建に至るケースなどが，復興の公的事業とは別の次

元で発生することが示される。その時間は，東日本大震災においては発災から約３年間であった。 

復興まちづくり（被災住民にとっては住まいと生活の再建）のための復興事業から見た時間軸は，

初動対応段階，調査計画段階，事業計画段階，事業実施段階，事業完了段階の５段階となる（「津波

被害からの復興まちづくりガイダンス」）。東日本大震災においては，震災から１ヶ月程度が経た時点

で各行政の首長より「１．将来に向けたメッセージ」が発せられ，半年から1 年後程度を経て「２．

復興ビジョンの共有」（まちづくりビジョン，理念と方針）がなされ，「３．住民の意向把握」（復興

全般，恒久的住宅の再建の意向調査）と「４．事業計画への反映」（住民の意向と事業計画の擦り合

わせ）を繰り返しながら，復興事業に着手している。事業完了までに要した震災後の平均の時間は，

防災集団移転促進事業が着工までに 2 年 6 ヶ月，造成完了までに 4 年 3 ヶ月，都市区画整理事業が

着工までに 2 年 10 ヶ月，造成完了までに 6 年 10 ヶ月であり，その年月を経て宅地・公営住宅が住

図-7 事業プロセスと事前復興・復興の基盤づくり 
「津波被害からの復興まちづくりガイダンス」（国土交通省，2016），「東日本大震災による津波

被害からの市街地復興事業検証委員会」委員会資料（国土交通省，2020）より一部を参照 
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民へ引き渡された（「東日本大震災による津波被害からの市街地復興事業検証委員会」委員会資料）。

この時間は，事業の時間軸としては通常時に比較して大きく短縮されたものであったが，被災者の時

間軸（人生の時間）においては非常に長い年月となった。

大規模災害からの復興の課題は，図中に示すように，被災者の再建支援としての“被災者の意向の

把握と対応”，復興まちづくり（新たなまちづくり）における“迅速，高質，適切な事業化”に集約さ

れる。そして，各課題に対する方策（次の大震災へ向けての東日本大震災からの復興の総括）につい

ては，東日本大震災から10年を経た今，各方面で議論が始まったところである（例えば，「東日本大

震災による津波被害からの市街地復興事業検証委員会」）。

ここで，「避難」，「情報と調査」，「教育」の取り組みは，これらの課題への備えとなる基盤づくり

を目指したものである。次節3-4に述べるように「南海トラフ地震えひめ事前復興計画策定指針」に

おいては，南海トラフ地震事前復興共同研究の中で実践的に取り組んだ，情報プラットフォーム，事

前復興センサス，学校教育，住民ワークショップ，行政職員トレーニングの取り組みを事例として，

事前復興と復興に必要と考えられる基盤づくりの要旨を述べた。さらに，それぞれの取り組みの詳細

は，別冊にまとめた。

3-4 「南海トラフ地震えひめ事前復興計画策定指針」の構成 

本研究の成果として，「南海トラフ地震えひめ事前復興計画策定指針」（写真-1）をとりまとめた。

本指針は，近い将来，発生が予見される南海トラフ地震に対処することを背景として，愛媛県及び各

市町における事前復興の取り組みの推進を図るために，主に復興の中心となる「住まい」と「まちづ

くり（計画と事業）」に着目して作成した。各行政が事前復興の取り組みを進めるため，行政職員が

事前復興に関する考え方を共有し，事前復興の必要性の理解を深め，地域住民と行政が協働した事前

復興の取り組みを促すための指針となることを目指した。

本指針の構成は，図-8に示すように４部よりなる。【第１部 事前復興の基礎】は，“事前復興を理

解し，取り組みの必要性に気づく”ために，本指針における事前復興の定義と目的（2-2参照），各計

図-8 南海トラフ地震えひめ事前復興推進指針の構成 
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画の位置づけ，事前復興の必要性と取り組みにあたって必要な情報等を解説した。【第２部 事前復

興の取り組み】と【第３部 事前復興計画等の策定と運用】は，“事前復興に必要な取り組みや計画

を理解し，進める”ために，復興プロセスの検討を踏まえながら事前復興として必要な取り組みを抽

出して体系的に整理し（3-2参照），続いて「事前復興計画」と「事前復興まちづくり計画」の策定方

法について解説した。さらに，【第４部 事前復興の基盤づくり】は，“事前復興を進める基盤をつく

る”ために，3-3に述べたように「避難」，「情報と調査」，「教育」について，南海トラフ地震事前復

興共同研究における取り組み等とともに解説した。

写真-1 南海トラフ地震愛媛事前復興推進指針，同別冊 

（愛媛大学防災情報研究センターHP https://cdmir.jp/ オンライン公開） 

４．まとめ 

「南海トラフ地震事前復興共同研究」により取りまとめた「南海トラフ地震えひめ事前復興計画策

定指針」の要旨を述べた。本指針は，大規模災害後の失われたまちと社会環境を想定し復興の形を事

前復興計画として事前に描くことはもとより，発災時の初動期から復興期までのプロセスへの対応を

不足なく円滑に実施するための備えも含めている。また，本指針は津波災害を対象に置くが，まちが

壊滅するような大規模災害からの復興への取り組みにおいては，自然ハザード全般に通じる内容とも

なっている。今後の愛媛県域における災害対応施策の基幹として，事前復興の展開に資することを期

待している。
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南海トラフ地震事前復興研究～情報プラットフォームの開発と活用～ 

 
 愛媛大学防災情報研究センター 客員研究員 新宮圭一 

 愛媛大学防災情報研究センター 特定教授 山本浩司 

 愛媛大学大学院理工学研究科 教授 森脇 亮 

 東京大学大学院工学系研究科 教授 羽藤英二 

 
１．研究の目的 

東日本大震災から7年が経過した平成30年度（2018年）より，宇和海沿岸地域の5市町（宇和島

市，八幡浜市，西予市，伊方町，愛南町）と愛媛県，愛媛大学防災情報研究センター，東京大学復興

デザイン研究体が連携して，「南海トラフ地震事前復興共同研究」（以下，「本研究」という）を開始

した 1)（http://www.cee.ehime-u.ac.jp/~rd/）。東日本大震災においては，巨大津波が東北沿岸域のま

ちの多くに壊滅的な被害をもたらし，その日から備えなく困惑と混乱の中で始まったまちの復興（生

活再建等）は種々の問題を露呈した 2)。その難しさに直面する中で，命を守るための「防災」はもと

より，被災後のまちの復興までに備える「事前復興」の重要性が改めて強く認識された。 

本研究は，歴史上およそ100年～150年の周期で繰り返す南海トラフ地震の発生確率が高まる中，

津波災害のリスクが高い宇和海沿岸地域を対象に，来る南海トラフ地震による大規模災害の可能性に

適切に対処することを目的に取り組んだものである。「事前復興」に関わる事項を広範に分析し，「事

前復興」の骨格となる要素を体系的に定義したうえで，「事前復興」を下支えするための基盤となる

要素の構築と課題解決に取り組んだ（図-1）。本文は，令和 2 年度までの 3 年間の研究成果のうち，

情報基盤の構築として取り組んだ「情報プラットフォーム」の開発と活用について述べる 3),4),5)。 

 

 

図-1 南海トラフ地震事前復興共同研究の取り組み（赤字が本文の項目） 
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２．研究の概要 

2-1 事前復興としての情報基盤の必要性 

大規模災害からの復興等における事前復興としてのデータ整備の必要性と課題を図-2に示す。 

(1) 情報の損失や不足，システム整備の遅れ 

過去の大災害においては行政施設等も倒壊や津波流出に晒され，復旧・復興に必要な“情報”が損

失する事態が生じている。また，行政の情報システムの多くは平時の運用を前提とするので発災後の

利用が困難であったり，平時のデータ更新が遅れて災害時に重要度の高い情報の準備が間に合わない

ことも生じている。東日本大震災においても，以下のような事態による情報の遅れが被災者の生活の

再建やまちの復興に支障を来す要因となった（図-3に例示）。 

・紙媒体等で蓄積されたデータの多くが津波により流出 

・個別システムのため，災害対応に必要な情報の多くが即時利用することが困難 

・復興事業に必要な測量データの更新が不足，地籍調査の未実施 

また，復旧・復興に必要とされる情報（基礎データ）の多くは既に行政内や民間内に蓄えられてい

るが，市町や県の情報システムは行政間でデータの形式が異なり，部署間でも種々の形式でデータベ

ース化されている場合が多い。特に，統合型 GIS 等のシステムの整備が遅滞している場合は，各種

データの相互利用は容易でない。 

このような情報の損失や不足，システムの整備の遅れは発災後の復興まちづくりの遅れに直結する

ことから，復興に必要な基礎データを集積して連携するための情報システムの整備が必要となる。 

(2) 事前復興への活用 

そのような情報基盤の整備は，発災後の活用に加え，発災前の事前準備として防災・減災のための

行政訓練や住民ワークショップ等への活用も視野に置く必要がある。 

(3) 情報システムを取り巻く環境の進化 

昨今の情報システムを取り巻く環境は急速に進化している。ここで，webGISおよびBIM/CIMや

デジタルツイン，i-Constructionなどの可視化技術は，過去に生じた課題を解決し，新たな活用につ

ながる技術として期待される。そのため，情報システムは時代とともに構築・更新し，応用的な活用

も視野に置くことが望まれる。 

 

図-2 大規模災害からの復興等における事前復興としてのデータ整備の必要性と課題 
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(1) 津波による流出と地盤沈下等がもたらす課題    (2) 復興事業の縦割り化等がもたらす課題 

図-3 大規模災害からの復興等におけるデータ整備の必要性と課題 

 
2-2 基礎データの整備，更新，保管の方策と情報プラットフォーム 

まちの復興（地域デザイン等）に必要な基礎データ（既往の情報と発災後の調査情報等）を収集・

整備する“事前準備”は，次のように進める。 

・被災後に必要となる基礎データとその整備状況の把握 

・平時からのまちの課題の分析により，不足するデータの追加・充実および継続的な更新 

また，事前復興と復興の計画策定では対象地区や広域的な社会空間の実態を把握するため，種々に

分散して保管されている基礎データを“横断的に共有するための仕組み”は，次のように整備する。 

・平時から複数部署（危機管理，都市計画，道路，漁港，税務等）のデータが共有できる形に整備 

・それらを統合して維持管理し，庁内横断型のデータ共用が可能な仕組みを構築 

これらより，被災直後から滞ることなく情報を共有する環境を保持することで復興事業の効率化，

部署間の情報交換の迅速化，住民への再建支援の質的向上などを円滑に実現する仕組みとする。基礎

データの整備と更新，保管を行うための具体的な取り組みは，以下の項目よりなる 3),6)。 

a) 必要な基礎データの把握と整備状況の確認 

b) 不足している基礎データの追加，継続的な更新 

c) 基礎データのバックアップ（システム）の作成 

d) データ管理規程の作成 

e) 被災状況調査データの事前検討 

f) 被災状況調査の発注方法と事前協定の検討 

このように，基礎データを集結する情報基盤として「情報プラットフォーム」を構築する。それは，

災害時に迅速性と即効性をもって復旧・復興に対処するために，関係者が横断的に情報を共有する環

境として各種のデータ群を統合利用するシステムとなる。 

 
３．情報プラットフォームの開発 

3-1 情報プラットフォームの全体像 

情報プラットフォームは事前復興の地域デザインや各種検討への情報提供および発災後に迅速性

と即効性をもって復旧・復興に対処するための情報基盤として構築する。図-4に，本研究で目指した

情報プラットフォームの全体像（構築イメージ）を示す。システムは，次のように構想した。 

・国，県，自治体，民間等が個別に作成している既存のデータおよび発災後の災害状況等の調査デ
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ータなどを各機関が共有（相互利用）するために，情報の一元化を行う。 

・GISソフト等により，空間情報を可視化しながら事前復興や復興に係る各種の計画・検討が行え

るように，システム機能を構築する。 

・住民へのアンケート調査による住民の日常行動データや津波シナリオを設定した仮想避難デー

タ，住宅再建意向データなど被害推計の基礎となる情報も蓄積する。 

・避難シミュレーションや津波シミュレーションとの連動も想定する。各々の結果をシステムにフ

ィードバックし，避難行動と津波浸水を重ねたアニメーションの作成・提示も可能とする。 

 
3-2 システムの開発（機能設計，集積・整理データ） 

本システムの開発は，事前復興および発災後の避難，啓開，復旧，復興までの各フェーズにおける

活用を想定し，それらを満たすようにシステム機能を設計した。各々の活用に必要な機能は，地図の

表示，データの検索と抽出，図形の作成と編集，印刷機能等である。これらの基本的機能は汎用GIS

システムの上でGISの主機能から容易に構成できるので，ソフトが備えているデータ整備・一元化，

情報の可視化，データ分析・検索，図面作成・出力の機能を組み合わせて構築した。また，拡張的な

機能については，システムからデータをエクスポートし，それぞれの機能を持たせた個別（外部）の

アプリケーションにデータを受け渡してシステムを互換する方式で機能を追加した。 

集積・整理するデータは，①地図情報，②インフラ情報，③まちの基礎情報，④防災情報の項目よ

りなる。各々は，地域デザインに必要な情報（まちの基礎情報や現代社会を取り巻く進行性リスクに

関わる抽出データ），住民からの情報（事前復興センサスによる生活再建に関わる住民意向等のアン

図-4 事前復興の基盤となる情報プラットフォームの全体像（構築イメージ） 
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ケート調査結果など），発災後に集積する情報（発災時におけるインフラや建物の被害調査，避難行

動調査，住民再建意向調査などの調査データ）のように区分される。各データは各機関から GIS デ

ータやエクセルデータ等の形式で収集した。収集したデータは情報プラットフォームにセットアップ

が可能となるように GIS データ化する際のフォーマットを検討した。GIS データのうち属性情報が

含まれる図形データについては，データ名称と原典資料名，属性種別，属性型の名称と説明，データ

型，データ形状などについての定義書を作成した。 

 
４．情報プラットフォームの活用 

4-1 住民ワークショップへの活用 

情報プラットフォームは，地域の事前復興や被災地の復興計画の検討等に必要な基礎データを提供

すること以外にも種々の活用が想定される。その一つとして，住民と大学，行政職員の協働による住

民ワークショップへの活用（支援ツールの提供）に取り組んだ。ワークショップにおいて住民が避難

から復興プロセスまでを学ぶ中で，地域の災害リスクを理解し，避難行動を訓練するための学習に，

情報プラットフォームを活用する。図-5 に情報プラットフォームによる津波シミュレーションと可

視化の流れを示す。これより，住民ワークショップにおける活用は以下のようである。 

・地域内における津波浸水や土砂災害などの災害事象と危険度（災害リスク）の把握 

・参加者の話し合いにより抽出された地域の危険個所（避難阻害要因）の可視化 

・津波ハザードからの避難行動（避難の可否）の可視化 

さらに，以上の可視化を進展させ，避難行動における不確実性への対処法を訓練するための情報を

提供する。通行困難が発生した場合の避難経路のあり方（効率的・効果的な行動）を議論するために，

住民から意見として出された阻害要因を反映してシミュレーションを行う。その避難行動をアニメー

ション化して視覚的に表現し，災害時の避難の状況をよりリアルに提示する。これより，避難のあり

方をイメージし，身近な問題として理解を図る。そのシステムの実装として，今回はオープンソース

ソフトウェア（OSSライブラリ）よりkepler.gl（Uber社製オープンソース）を利用して避難行動・

津波シミュレーションの可視化アプリケーションを構築した 5)。図-6に，アニメーションの表現と属

性表示の解説を示す。同図には，斜めに眺めた地図上に（3Dデータがあれば立体的表示も可能），津

図-5 情報プラットフォームによる津波シミュレーションと可視化の流れ 

─ 83 ─



波発生からのある時刻の浸水エリア（図下段にあるタイムスライダーで調整）と住民が避難場所を目

指す避難行動のルート（避難行動のシミュレーションは別途実施）を重ねて表示している。ワークシ

ョップにおいてテーマとする“巨大津波からの避難の学習”は，①大規模災害事象の知識的理解，②

地域の災害リスクの認知・把握，③避難場所と避難路の検討，④仮想の図上訓練の４段階である。こ

の中で，本アプリケーションの活用については，③において，予期せぬ事態（道路閉塞等）に備えた

避難経路・行動の検討に活用すること，④において，仮想空間上での避難訓練として津波事象と避難

行動の同期により災害シナリオに合わせた住民が取るべき行動を促すために活用することを想定し

ている。そのため，避難行動（訓練時やシミュレーションによる結果）を津波浸水のタイミングを重

ねて可視化し，実践的な避難訓練の機会を提供する。 

また，将来的には，図-7に例示するように，3次元空間における避難行動ルートの可視化を行い，

災害時の避難の状況等をさらにリアルに提示することを目指している。 

図-6 避難行動・津波シミュレーションの可視化（アニメーション表現と属性表示） 

属性表示メニュー 

図-7 3次元空間における避難行動ルートの可視化 
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4-2 被害状況調査と復興進捗管理への活用 

災害からの復興を支援するために，被害を受けた道路・河川などのインフラ被害や建物の被害現況

の調査やそれらの復興の進捗状況の管理などに，情報プラットフォームを活用する。 

(1) 被災状況調査への活用 

発災時には発災直後から被災状況を把握するために，行政（国・県・市町），民間，大学など様々な

組織や部署が，被災した道路，橋梁，河川，斜面などの公共インフラの被害状況等の各種調査を実施

する。大規模災害においては被災箇所が膨大な数となるため，復旧・復興事業を一刻も早く進めるた

めには災害の記録を正確に残し，調査の重複を省き，調査内容を共有する必要がある。そうした観点

から，情報プラットフォームの被災状況調査への活用方法の開発に取り組んだ。 

試行として，平成 30 年 7 月豪雨災害において西予市の被害調査を支援した TEC-FORCE の被災

調査データと管理者により作成された災害査定調書のデータを元に，被災位置，被災番号，被災地先，

路線，河川名などのデータを整備した。これより，個別に作成管理されていた被害情報を情報プラッ

トフォーム上に一元化した。例えば，図-8 や図-9 のようにインフラの被害位置や被害状況の情報を

可視化することで，復興に携わる関係者が横断的に情報を共有することが容易となり，被害調査の重

複や復興事業の調整などを俯瞰的に判断する基礎データとすることができた。 

(2) 復興進捗管理への活用 

復興をより適切に実施するためには，策定された計画を着実に推進することと必要に応じて計画の

修正を図ることが重要となる。そのため，「復興まちづくり計画」の進捗管理にあたっては，施策や

事業の実施状況や進捗状況について被害箇所ごとに復興の動きを顕在化させ，被災者にも復興の歩み

を実感できるような情報提供が必要となる。また，復興の事業状況と住民の意向や経済社会情勢の変

化を踏まえながら，常に事業の優先度等などを見直していくことも必要となる。復旧・復興に向けて

取り組む主要な事業スケジュール等を明らかにし，計画の実効性を確保するための定期的な復興進捗

管理を行うことを目的に，図-10のように復興進捗を面的に俯瞰できる仕組みを提供した。 

 

図-9 インフラ被害情報の表示 図-8 インフラ被害位置の可視化 

図-10 復興進捗率の可視化と表示 
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５．まとめ 

「南海トラフ地震事前復興共同研究」により取り組んだ「情報プラットフォーム」の開発と活用に

ついて述べた。本システムは，事前復興および災害からの復興を下支えするための基盤となる要素の

一つであり，各々の取り組みに必要とされる基礎データを集積・共有し不足なく提供するための情報

基盤（情報システム等）として，それ自身も事前復興の一部となるものである。 

本文には，情報プラットフォームの構築についてシステムの構成の全体像を構想し，システム設計

における活用の想定と機能，システムの構成と基本機能，集積・整理するデータと整備方法を述べた。

そして，情報プラットフォームの活用については，地域の事前復興や被災地の復興計画の検討等に必

要な基礎データを提供すること以外の活用として，住民ワークショップへの活用や被害状況調査と復

興進捗管理への活用を示した。いずれも機能の構築と試行を介してその有用性を把握した。今後も継

続性を課題としてシステムの発展に取り組む予定である。 
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１．研究の目的 

 東日本大震災に見られるように日本は千年に一度とも言われる巨大地震の発生期に遭遇している。

南海トラフ巨大地震や首都直下地震の発生も現実味を帯びている。また、熊本地震や北海道東部胆

振地震のような直下型地震が頻発している。それとともに地球温暖化の進展に伴い大規模な気象災

害が毎年のように発生している。2018 年 7 月の西日本豪雨災害では、愛媛県、広島県、岡山県な

どを含む西日本の広範囲にわたり河川の氾濫、土砂崩壊により大きな被害をもたらした。また、2019

年10月台風19号等による東日本（台風）豪雨災害は、宮城県、福島県、長野県などを中心に河川

の氾濫や堤防決壊、土砂災害が発生し、東日本における豪雨災害としては過去最大規模の被害を生

じている。このように戦後営々と築いてきた「防災施設（ハード対策）」の範囲を超えるような「想

定外」の大規模自然災害の発生が増加しており、今後も「想定外」の大規模自然災害の発生が予想

されている。 

 これに対して、日本政府は、令和３年度から総額１５兆円の予算規模で「防災・減災、国土強靭

化のための５か年加速化対策」を実施する計画である。しかし、自然災害等の防災・減災、国土強

靱化を継続的に実施する上で、「想定外」を超える災害への「防災施設（ハード対策）」の整備は極

めて困難であり、さらに既存の社会インフラ（防災）は老朽化により急速に機能が低下しつつある。

また日本社会の少子高齢化・人口減少により、防災・減災の担い手が高齢化、減少しつつあり、災

害のリスク増大に比較して、「防災力の低下」がすすむと懸念されている。 

 例えば、日本全体では2010年に国内人口のピーク（128,000千人）を超え、その後少子高齢化・

人口減少社会に向かっているが、地方ではその以前から人口減少は始まっている。愛媛県では1985

年に県内人口のピーク（1,528千人）を迎え、その後人口減少が進み、2019年には1,328千人まで

減少（△13％）している。愛媛県の人口推移（予測）によれば、2045年には1,013千人（1985年

比66％）に減少すると予想されている。更に南予地方は人口減少率が高く、このような将来におい

て大規模災害（豪雨や津波等）に襲われると、地域社会は壊滅的なダメージを受け、存続すること

が難しくなる。 

 防災・減災、国土強靭化に関しては、このような社会的な構造変化の課題を抱えていることより、

個別の地震対策や豪雨対策、土砂災害対策等に関わる新たな調査、研究を縦軸とし、共通の課題を

横軸として時系列に災害対応力を評価し、地域の災害対応力を醸成（俯瞰、統合）し、「住み続けら

れるまちづくり」を目標として、総合的な防災研究部門を創設するものである。 

 
２．研究の概要（取り組む課題） 

 本研究部門は、2021 年 4 月に創設されたもので、具体的な研究はこれからであるが、研究課題

は、「地域の災害対応力の醸成」であり、目標は「住み続けられるまちづくり」に資することである。

そのための取り組み対象とする個別研究と活動方針について、いくつか紹介する。 
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（1）ソフト対策としての「事前復興計画」 

 東日本大震災は想定外の規模の地震であった。そのため、事前復興計画の取り組みは皆無に近く、

結果として、復旧・復興に長期間を要することとになった。そのため人口の流出が著しく、被災地

を元の賑わいに戻すのは難しい状況である。来たるべき南海トラフ巨大地震に対しては、3 年前か

ら愛媛県等において事前復興研究が進んでおり、国、県により公表されている南海トラフ巨大地震

の被害想定や津波避難計画など基本として、津波被災域の復旧・復興を事前検討するための新しい

実践的研究が始まっている。 

（2）新しい豪雨災害への取り組み「流域治水」 

 国は度重なる河川の氾濫や堤防決壊を受け、従来の河道改修や下水道整備だけにとどまらず流域

全体で雨水の貯留・湧水・浸透などの流出抑制を図り、かつソフトな防災対策を含んだ総合的な「流

域治水」を方針を固めた。この流域治水を推進するためには、各省庁ならびに住民の連携が必要で

ある。この新しい流域治水に関して、モデルサイトを対象にした実践的研究が始まっている。 

（3）老朽化する社会インフラの「担い手教育と技術伝承」 

 若手技術者の育成に関して、既に防災情報研究センターで実施している「メンテナンスエキスパ

ート養成講座」の一層の実質化と効率化に取り組む。社会人（技術者）のリカレント教育の場とし

て、その他にも技術者の技術力向上や技術伝承などに向けた各種の研修（制度）を提供する。 

（4）地域の災害対応力醸成の場としての「産官学ネットワーク」 

 巨大自然災害は、広域で発生する。特に南海トラフ巨大地震は、西日本全域に被害を及ぼす。こ

のような広域災害に対しては、広域のネットワーク構築が必要であり、そこで様々な課題を検討し

解決しておく必要がある。本センターなどが主導して、四国地域における「防災・減災、国土強靭

化四国地域産官学産官学ネットワーク」等の構築を図り、各種課題への災害対応力の醸成に努める。 

 

３．研究の展開（解決へのアプローチ） 

 ２.の個別研究を俯瞰しながら、地域の災害対応力醸成のため、次の活動と目標を掲げて研究を展

開する。（図-1参照） 

①地域の「防災・減災」技術力の向上 

②新しい研究「事前復興など」の施策の実効性に向けた展開 

③「維持管理等」次世代の技術者の養成 

④地域による災害対応の連携 

 

 

  

図-1 地域の災害対応力醸成のための活動と目標
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学校や地域を舞台とした児童生徒が主役の学校防災教育 

 

愛媛大学防災情報研究センター特定教授 中尾順子 

愛媛大学防災情報研究センター特命教授 矢田部龍一 

 

１ 研究の目的 

 1995年の阪神淡路大震災。教室のテレビを一日中つけ、刻一刻と変わっていく街の様子を子

どもたちと言葉もなく見ていた。伝わる映像から、いかに情報が東京中心に作られているのか

を知った時でもあった。そして、2001年の芸予地震。幸い学校は休みに入っていたが、この時

の校内は、吊り下げていたテレビが落ち、スチール棚が倒れ、壁にひびが入り、松山市内の学

校でも、近隣の学校にしばらくの間子どもたちが通学するということがあった。そして、2011

年の東日本大震災。テレビからの映像が現実なのかそうでないのか、戸惑いつつも時間がたつ

につれ感じた津波の恐ろしさ。やがて南海トラフ地震もやってくるであろうといわれている。

地震だけではない。2018年7月の西日本豪雨では、松山市でも小学生二人の尊い命が奪われた。 

大きな自然災害が命を脅かすことが近年続いているにもかかわらず、松山市民は、「石鎚が守

ってくれる」「くるくる言いながら実際はたいしたことがない」と楽観的であった。だが、被災

地の校長先生から「学校が再開したといっても、人数はわずか数人」と聞かされ、松山市内の

学校に避難した子どもたちも在籍し、現実の厳しさを聞くにつれ、これで命を守ることはでき

るのだろうかという思いは強くなった。 

そんな中でも、海に近い学校は、地域全体で子どもも大人も一緒に避難訓練を繰り返してい

た。山間の市内全域から通ってくる子どもがいる学校は、「ここは、閉ざされる可能性が高い。

この子たちは地域が守る」とやはり地域を挙げて訓練をし、子どもを含めて命を守る体制を整

えていった。だが、多くの学校が、避難訓練一つとっても、避難経路を確認し、静かに早く避

難できたことで良しとするようなものしか行っていなかった。やがて引き渡し訓練が始まった

ものの、地域と一緒になって取り組もうというところは少なかった。中には、防災は地域がす

ることと口にする教員もいた。 

学校運営の一番大切なことは「子の命を守ること」である。それなのに進んでいきにくいの

はなぜか、課題は何か、どうすれば進めていくことができるのか。その仕組みをつくり体制を

整えること、防災の具体的なプログラムをつくり周知していくこと、活動の中核となる活動拠

点を作ることなどを行っていきたいと考えた。 

文部科学省も阪神淡路大震災や東日本大震災を受け防災教育に取り組むことの必要性を説

いてきた。進めていくための課題を洗い出し、方向性を示した。令和 2年度からは防災教育が

義務化され、学習指導要領に、具体的に位置づけがされていった。これを学校現場でどう進め

ていくかである。そこで、学校における防災教育の実態を把握し、現状と課題を分析し、課題

を解決するために防災教育のプログラム構築や人材のキャリアアップ研修を行い、防災教育を

推進していくこととした。 

また、減災・防災の取り組みは、国土交通省や地方自治体などの行政だけでなく、インフラ

にかかわる企業、街づくりに携わる企業、自主防災組織など、それぞれが取り組んでいる。専

門があり、そこにしかできないことをそれぞれがやっている。ただ、一般市民には、あちらこ

ちらでしている取り組みが見えてこず、知らない人が多い。行政と企業、企業同士、地域と企

業、そして子どもたち。子どもを通して、それらをつなぐことはできないのだろうか。そうす

れば、防災への取り組みはもっと強固なものになるに違いない。子どもが主体となって取り組
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むことができるように、小学生から高校生までのジュニア防災リーダークラブを結成し、さま

ざまな機関と連携した実践的な教育プログラムを実施することで、小学生から高齢者まで、全

世代型の防災教育を推進していくこととした。 

子どもは地域の宝でもある。やがて大人となり、社会の一員として役割を果たしていく。そ

の子どもが主体となった防災教育を、学校や地域、民間、行政などが連携して進めていくこと

はできないか。「命を守る」ということは、生命体としての命を守る、地域でのくらしを成り立

たせる、家族や友達、地域の人とのかかわりの中で自他の命を考える、人々が受けている自然

の恩恵から自然の良さも知るといったことにつながる。子どもの心を耕し、自律していく子ど

もを育てる。単に、防災の基礎的な知識を身に付け命を守る教育を行うだけでなく、課題意識

を持ち、考え、追究する力や、コミュニケーション能力、主体的に判断し行動する力を身に付

けるような人材教育を行っていきたい。そうすることでそれぞれが自律しながらも継続した防

災教育がなされていく体制が整えられていくと考える。 

 

２ 研究の概要 

(1)全世代型防災教育推進のためのシステム構築 

 

<図 1 全世代型防災教育の全体図＞ 

防災士の数は市町では松山市が全国一である。ただ、意識が行動に結びついていない、防災

士の資格が生かされていない、自主防災組織の高齢化が進んでいる、親の世代が空白化してい

る・・・といった課題も見えてきた。これでは命を守れない、子どもの時からの防災教育が必

要ではないか、子どもが主体となって、切れ目のない防災教育をしていく、「子どもから高齢者

まで全世代の防災教育が必要」ということで、松山防災リーダー育成センターを 2019年 10月

に設置し,小学生ら高齢者まですべての世代に防災リーダーを育成するためのシステムを構築

した。（図 1） 

小・中学生・高校生と防災教育を進め、大学生、大人へとつないでいく。大学生は学生防災

リーダーとして活躍する仕組みができている。大人には多くの防災士がいる。ここに子どもた

ちとかかわることで、互いに防災力を高めることができる。また、子どもを通して親世代の防

災力も高められる。そのようにして、こどもから大人まで、切れ目のない防災教育を進める仕

組みを作った。 
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その中心となる活動の一つが 小学校 5年生から高校 3年生までが実践しながら学んでいく

ジュニア防災リーダークラブである。松山市と東京大学、愛媛大学と防災関連の市内の産官学

民の組織が連携して進める全世代型の防災教育のプログラムの一つとして、2020年、9月に発

足をした。2020年度は、300名の登録であったが、2021年度は、1000名、登録在籍校は、23校

から、52校になった。地域の方や年齢が違った仲間とかかわりあいながら、より実践的な活動

をすることで、「つながり 広がる 防災教育」を進め、次世代につなぐ防災リーダーを育てよ

うとするものである。 

2021 年度は、高校生のジュニアから 11名の防災士資格取得者が出た。この子たちは、地域

の自主防災会と連携して活動することになっている。 

 

（2）学校における防災教育の推進のためのプログラム構築 

① 課題を明らかにするために 

ア 文部科学省の方向性 

  学校において防災教育を進めるためには、文部科学省がどうとらえているのかを知ってお

く必要がある。文部科学省は「防災教育の目的」を次のようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

また、防災教育が進んでいく課題として、学校教育における課題には、「防災のノウハウや対

応策だけでなく、命の大切さや日本の災害文化を理解できるプログラムの策定」「防災教育を行

う空間、そこを使うツール、実際の活動、実践共同体の 4つへの働きかけ」「防災の重要性を認

識し、その重要性を伝えることのできる教員の確保」「本物に近い体験を可能とする教材、学習

者の立場に立った教材の不足」「自然や環境の理学的・科学的な知識や助け合う心、災害から立

ち上がる力をバランスよく教える方法」、生涯学習における課題として「学校を一つの場として

有効活用し、広い地域、年代を対象としたメニューやノウハウの提示」など、担い手、つなぎ

手における課題として、「地域や企業のキーパーソンを探し、学ぶべき内容や地域の自主防災組

織活動を支援する教材・仕組みづくり」、関係主体の連携における課題として「行政の防災部局

や研究機関と教育委員会の連携」など、またその他の課題として「Survivorとなる防災教育に

加え、Supporterとなる、さらに市民力を育む防災教育の必要性」などを挙げている。 

 

イ 学校の実態から明らかになった課題 

 こうした考えを念頭に置き、各学校の防災教育への取り組みを 2019年 11月、松山市内の全 

小中学校対象に実態調査した。 

 その結果、次のことが課題となった。 

 

 

防災教育は、学校や地域のみならず、様々な機会・場を通じて、 

1．それぞれが暮らす地域の、災害・社会の特性や防災科学技術等についての知識を備え、減

災のために事前に必要な準備をする能力 

2．自然災害から身を守り、被災した場合でもその後の生活を乗り切る能力 

3．進んで他の人々や地域の安全を支えることができる能力 

4．災害からの復興を成し遂げ、安全・安心な社会を構築する能力 

といった「 生きる力」を涵養し、能動的に防災に対応することのできる人材を育成するため 

に行われるものである。 

 

・防災教育=避難訓練ととらえている傾向がある。引き取り訓練など、新しい要素も入り始めた 

が、通常の避難訓練（避難経路の確認のみ「お・か・し・も」など、静かに素早く避難できる 
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ウ 課題解決のために 

そこで、「災害から生き抜く力」「生涯貫く生き抜く力」「継続が大事」「知識から、考え判 

断し、行動できる教育へ」「防災をわがごとに」「自然の恵みと災い」「家庭や地域との連携」を

基本理念とし、課題解決をするための方策を、「防災教育を行うための教材開発をし、防災教育

のプログラムを構築する」「教職員の意識と資質の向上を目指し、人材のキャリアアップ研修を

行う」こととした。 

 

② 実際の方策 

ア 防災教育のプログラムの構築 

 自然災害ごとに、発達段階を考慮

した学習の指導案を作成した。そこ

には、活用するとわかりやすい資料

を提示したり、身近な資料として松

山市の資料や授業で活用できるワー

クシートも添付したりした。また、松

山の災害の歴史や災害に関する図書

一覧なども添付した資料集を作成

し、全小中学校に配布した。2） 

各学校で実態に合わせて活用でき     <図 2 学習指導案等の資料集＞ 

るように、教員研修などで紹介をした。また、協力校を小中学校、各 1校ずつ設定し、活用を

図った。（図 2 図 3） 

 

＜図 3 協力校（小学校）での取り組みの様子＞ 

2021 年 1月に調査した結果、これらの資料を活用している学校は、グラフのとおりである。

          

       

  

     

      

                

ことをよしする訓練）でよしとし、現実に沿った課題が明らかになっていない。 

・児童生徒が主体的な行動者として捉えられていない。考えることなく指示待ちになっている。 

・訓練に重点が置かれ、減災・防災など、事前の取り組みが少ない。 

・単発で終わり、継続されていない。発達段階に沿った体系的な計画がされていない。 

・あらゆる教育活動の中で総合的にとらえるという視点が弱い。 

・情報が教師個人にとどまり、共有されていない。 

・関係機関や地域との連携の在り方が十分に検討されていない。 

・親子で防災について考える場が少ない。 

・学校の中で防災教育を進めていく核となる教員を中心に教員の資質を高めるべき 
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総合的な学習の時間に取り組むだけでなく、教科と関連させたり、避難訓練の指導時に活用し

たりしていた。新型コロナの影響で学校が休校になっていた期間もある中、防災教育に取り組

もうとする学校が増えてきている。（図 4 図 5 図 6 図 7 図 8） 

 

 

 

 

                      

  

 

 <図 4 協力校（中学校）での取り組みの様子＞<図 5 資料活用（小学校）＞<図 6 資料活用（中学校）＞ 

   

<図 7 年間計画・全体計画の作成＞ 

 

<図 8 防災教育の実施時間数＞ 

イ 防災教育サポート動画の作成 

 災害はいつ起こるかわからない。学校が休校になっても、家庭でも防災教育を進めていくこ

とはできないか、また、防災のそれぞれの専門家に教えてもらうことで教員をサポートできる

のではないかということで、防災教育サポート動画を作成した。（図 9 図 10 図 11） 

 内容は次の 12 本である。シナリオは関係機関と協議しながら作成し、出演もしていただい

た。小学校高学年から中学生を対象とし、ジュニア防災リーダーの子どもたちにも出演をして

もらった。すべて 10分前後で、授業で活用できるものとし、指導案例もつけて市内の各小中学

校、県内の各教育委員会や、特別支援学校にも送付した。 

 
<図 9 打ち合わせの様子＞      <図 10 撮影の様子＞  <図 11 動画 DVD＞ 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体計画

年間計画

作成せず

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1ｈ～5ｈ

5ｈ～10ｈ

10ｈ～15ｈ

15ｈ～20ｈ

20ｈ以上

                        

        
  

          
      

          
    

こちらは
災害用伝言
ダイ ルです

日本 
   
会、   
の方が
 師

   
86%

14%

77%

23%

■小学校   ■中学

校 

■小学校   ■中学

校 
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成果 

   れんけいしている 

   内容が計画的に行われてきた 

   実態に即したものになってきた 

活用 

アンケート結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この動画は、YouTube でも 開した。学校で学んだ子どもたちが、家庭で家族と一緒に見て

 し合うことで、親世代にも防災への関心を高めることができると考えたからである。 

 令和 3年 6月に配布し、活用を促しているところであるが、視聴した教職員のアンケートは

次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 土砂災害について学ぶ （約 9分） 

・土砂災害とは？・土砂災害はどうして起こるの？  

 【協力】国土交通省四国山地砂防事務所 

２ 洪水災害について学ぶ （約 13分） 

・大雨になるとどんな被害が出るの？・水害を防ぐためには？    

【協力】国土交通省松山河川国道事務所 

３ 気象情報を防災に生かす―気象情報が出るまでー （約 9分）  

・気象情報はどうやって出されるの？・気象情報をどう生かせばいいの？   

【協力】松山地方気象台 

４ マイタイムラインをつくろう （約 13分） 

・マイタイムラインって何？・どうやって作るの？  

  【協力】松山市防災・危機管理課     

５ 地震に強い家・そなえる （約 9分） 

 ・地震に強い家にするためにはどうすればいいの？   

【協力】DCM株式会社 

６ 防災まち歩きをして防災マップをつくろう （約 11分） 

・防災まち歩きとマップづくりのポイントを知ろう   

【協力】松山市防災・危機管理課 

７ 災害用伝言ダイ ル１７１ （約 9分） 

・災害時の安否確認に役立つ伝言ダイ ル 171の使い方を知ろう  

 【協力】日本    会・NTT西日本 

８ 誰にとっても安心なまちーみんなが使いやすく生活しやすい避難所―（約 8分） 

 ・視覚・聴覚・身体に障害がある人に聞いてみよう   

【協力】松山市社会福祉協議会 

９ 人間を救うのは人間だー日本赤十字― （約 6分） 

・災害時の日赤の役割や応急手当の方法と心肺蘇生法  

 【協力】日本赤十字社愛媛県支部 

10 災害における報道の役割 （約 9分） 

・災害はどのように報道されてきたの？・報道が果たした役割は？    

【協力】愛媛新聞社 

11 ハザードマップの見方を学ぼう （約 10分） 

・ハザードマップの見方を知ろう   

【協力】松山市防災・危機管理課 

12 防災訓練から災害時にできることを学ぼう （約７分） 

・災害時には様々な機関が協力をして活動している様子を松山市総合防災訓練から知ろう   

【協力】松山市防災・危機管理課 

 

 

 

絵や映像など視覚的にも理解しやすい。 

身近な地域の映像が利用されていて実感が湧く。 

教科指導でも使用できそう。 

小学生には難しいので、参観日等を活用して保護者に啓発することはできるのではないかと思う。 

新聞記事を基調とした分かりやすい動画である。 

重信川の内容（歴史面）が小学校 4 年生の社会科の授業で使えそうで参考になった。防災関連と

偉人関連の単元を貫く教材として使えそう 

何かあってから学習するのでは遅いと思うので、このような動画を活かして、学習することは良

いことだ。 

実際の自分の家で考えることで家庭での会 のきっかけになるのでとても良い。 

映像としてみることでイメージがしやすくなり備えが必要であることを自覚できると思う。 

発達段階に応じた学習ができると感じた。教師自身もその地域の特徴を知っておく必要があると

思った。 
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教育サポート動画を YouTubeで配信したところ、自主防災会の研集会で活用したい、企業の

防災研修で活用したいという声が寄せられた。10分という短い時間ではあるが、伝えたい内容

を盛り込んでいる。対象に合わせていろいろな活用方法が考えられる。（図 12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<図 12 教育動画の活用の様子＞ 

 

ウ 防災教育を行う人材のキャリアアップ研修 

 ＜教頭研修＞87名「教頭としてどのように防災教育を進め

るか」というテーマで、管理職として学校が避難所になった場

合も含めて安全管理ということと、防災教育の事例の紹介、動

画や学生防災リーダーなど授業へのサポート体制について研

修をした。（図 13） 

 研修の際、アンケートを取ってみると、自校の災害リスクを

把握している教頭は 100％であったことから、危機意識は高＜図 13 オンラインでの教頭研修＞ 

いと思われる。しかし、「避難所として学校を使用するにあたり、地域の方と し合いを持った

か」という調査に対しては、具体的な し合いは十分でなく、約 3割の学校が し合いもされ

ていない。校長とともに地域の自主防災会などとよく し合うことが安心な避難所運営にも必

要であること、結果として早期の学校再開には重要であることを、学校と地域と両者に働きか

ける必要があることがわかった。（図 14 図 15） 

 

 

 

 

 

 

<図 14 災害リスクの把握＞       <図 15 避難所についての地域との し合い＞ 

また、学校の実態に合わせた避難訓練になるよう訴えてきたが、2021.1に調査してみると予

告なし」「垂直避難」「二次避難」など、教師主体の経路確認だけでなく、より現実的な課題を

見つけることができる避難訓練へ変わりつつあった。2021.6に行った調査では、まだ、約 5割

が通常の避難訓練で終わっている。避難訓練の企画を教頭だけがするのではなく、学校にいる 

防災士取得者や学年主任などとよく協議をして、現実に即して、教員も課題に気が付くような 

動画を見て分かりや

すかった。（生徒） 

教師も事前に動画を見て勉強する必

要はあるが、学級担任で指導できそ

うだ。 
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避難訓練に改善する必要がある。（図 16） 

 また、「防災教育を行うことにより児童生徒にどんなこと

を期待するか」という調査では、基礎知識の習得だけでなく、

災害に立ち向かかう力や、地域防災を担う意識の涵養、社会の

中での役割意識などを期待するという結果になった。（図 17） 

 

 

 

<   

＜図 16 2021.6 避難訓練の工夫＞  

        

 <図 17 「防災教育を行うことにより児童生徒にどんなことを期待するか」＞ 

 

＜中堅研修＞41名。教員になって 10年を迎え、学校の中核となる教員の研修である。「学校に

おける防災教育」として学習指導要領とともに、防災教育の必要性の研修を行った。栄養教諭

や、養護教諭もいるため、自然災害時における心のケアの進め方にもふれた。 

  

<初任者研修＞99名。体験研修ということで、HUGを行った。避難

所運営ゲームである。今年度の初任者は防災士の資格取得者が 10

名いた。また、今までに避難訓練以外の防災教育を「小・中・高校

生の授業で受けた」「大学生の時に防災に関する 義を受 した」

先生もおり、地域の防災訓練にも、「地域の一員として参加」した

り、中には「主催者側のサポーターとして参加」したりした先生も

いた。HUGを体験するだけでなく、子どもたちにＨUGをすることの

意義についても した。参加した教員からは「アンケートに回答   <図 18 HUG研修＞ 

したことで、自分が防災について無知であるということを痛感した。子どもたちの命を守る責

任がある教員として、しっかりと知識を身につけようと思う。」との感想も寄せられ、命を守る

教員としての自覚が感じられた。（図 18）  

 

＜社会科実技研修会＞30名。小学校で社会科担当の先生方の具体的

な授業の進め方の研修である。そのため、会場を防災について学べ

る設備が整っている「ゆめ・未来 創造かん」とし、企業防災士を

 師に、「地震への備え」を行った。この会場は、児童生徒が防災に

ついて学ぶ場としても活用でき、また、出前授業などの 師として

授業をサポートしてくれることを知らせた。実際に訪れたことがあ

る教員は少なかった。「連絡を取るのに敷居が高かった」という意 <図 19 飛散防止フイルム＞ 

見もあった。忙しい、時間がないと言いながら、自分たちで何とかしようとする教師の姿が垣

間見られた。防災教育動画の活用なども紹介し、人も場所も物も、大いに活用するよう勧めた。

「市外から来た。こんなに資料がそろっていることは知らなかった。大いに活用したい」との

声がきかれた。まだまだ防災教育が浸透しきれていないと痛感した場でもあった。（図 19） 
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＜学校防災エデュケーター研修＞82名。防災士の資格取得者が各学校から 1名参加し、学校の

防災教育を推進するためにエデュケーターはどのような役割を果たすのかという研修を行っ

た。各学校には 3，4名の防災士がいる。資格を取得してそれをどう生かしているのかを問い直

す研修でもある。 

 学習指導要領が本格実施され、どこの学校も防災教育を行うようになった。総則にも、各教

科関連させながら学習していくことな

どが、分かりやすく表示された。これら

を受け、学校ではどのように推進してい

くのか、また、学校の安全確保のために

何をするのかということである。                  

 アンケート調査によるデータに基づ

いて課題に気が付いてもらうとともに、

授業でも行うマイタイムラインの作成

について、松山市危機管理の担当者から

 義をしてもらった。マイタイムライン

は、災害リスクを知る、そのためにハザ    <図 20 学校の災害リスク作成例＞ 

ードマップを見る、避難ルートを考える、非常持ち出し袋を見直す、情報収集の仕方がわかる、

どのタイミングで避難するか前もって行動計画を立てる、そのために し合うなど、命を守る

ための要素がたくさん盛り込まれている。したがって、マイタイムラインの作成について知る

ことは、大事な研修になる。 

また、今後は、学校ごとのタイムライン作成につなげていきたいと考え、学校の災害リスク

を作成してもらうようにした。学校に赴任した教員誰もがリスクを把握できるよう、作成した

ものは、マニュアルに添付する。（図 20） 

  

（2） ジュニア防災リーダークラブを中心に、子どもを育てる人と人のつながりを促す場の構

築 

① 自主防災会をはじめとする地域や関係機関と連携する場や様々な年齢の子どもが一

緒に活動する場の構築 

事例 1＜発足式＞ 異年齢 

大学生の学生防災リーダーをサポート役として、2020年は、

「私たちの未来は、私たちが守る」を、2021 年は、「大切な人

の命を守る・つなげる」をテーマとしたワークショップを行っ

た。子どもたちが初めて出会う場である。子どもたちが、積極    <図 21 発足式＞ 

的に意見を交換した。（図 21） 

事例 2＜防災キャンプ＞ 異年齢                     

リアル避難シミュレーション、クロスロード、災害時の食事

など取り入れたデイキャンプを行った。自然豊かな野外活動

センターを利用しいろいろなミッションに沿う場を設定し

た。異年齢のグループを編成し、そこに学生防災リーダーも   <図 22 防災キャンプ＞ 

加わった。互いに協力をし、学び合う子どもたちの姿が見られた。こうした活動では振り返り

が重要である。グループで し合い、自分たちの行動に対する思いを共有し、自分の気づきを

伝えあった。年齢も近い学生の様子を見て学ぶ姿や、互いに尊重し合う姿が見られた。（図 22）                    

学校の災害リスク（風水害） 学校番号

　災害リスクがある場合は、松山市HPからハザードマップのデータを貼り付けましょう

土砂災害時の避難先 高潮時の避難先

校舎の3階以上に避難

洪　水

　

　□　なし

　■　あり

　　　　　　重信　川　　　    3.0～5.0　ｍ

　　　　　　石手　川　　　　 0.5～3.0　ｍ

　　　　　　　　　川　　　　　　　　　ｍ

　　　　　　　　　川　　　　　　　　　ｍ

洪水時の避難先

松山市立

土砂災害

　■　なし

　□　あり

高　潮

　□　なし

　■　あり

1.0　ｍ

校舎の3階以上に避難

高潮重信川

内水氾濫
石手川
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事例 3＜防災まち歩き＞ 異年齢 自主防災会 関係機関 

 市内の中心部（大街道、銀天街、ロープウェイ街、高島屋、

マツチカ）について、各自主防災や防災担当になっている方に

協力をいただき、防災の視点でまち歩きを行った。UDCM とも

連携した事業である。そこでの気づきは、防災マップにまと

め、UDCMや市内の施設にも展示をし、市民の方にも見ていただ  <図 23 防災まち歩き＞ 

き、街づくりへの提案とした。人が集まる中心部では、普段気が付かないが、様々な備えをし

ていることを各担当者から直接知ることができ、防災の視点が広がった。（図 23）

事例 4<まるごと防災 たんけん隊＞ 自主防災会 企業 

 地域の自主防災組織の方とジュニアが、企業の施設に行き、企業防災士から「地震に備える」

の 義を受けたあと、市内で防災について学べる施設を備え

ているＤCM（株）の「ゆめ・みらい 住まいの創造かん」で、

ガラス飛散防止ファイルを張ったり、３Ⅾ断層図をみたり、家

の耐震模型を実際に動かしてみたり体験活動をおこなった。

具体物があるため分かりやすく、子どもにも理解しやすかっ

た。また、自主防災会の人との交流も見られた。（図 24）

事例 5＜見学会＞ 関係機関                <図 24 DCMでの体験活動＞ 

 ＮEXCO 西日本に協力いただき、開通前の高速道路の工事中

のトンネルを見学した。初めて見る機械、工事中のトンネル、

そこで働く人々。防災を含めた安全確保、高速道路の役割など

専門家の方に聞いて知る驚きがあった。また、将来像の一つに

なったかもしれない。鹿野川ダムではダムの役割について説

明を聞き、冨士山からの眺めでは大洲の水害のすごさを知っ

た。ここでは、大洲河川国道事務所に協力いただいた。いずれ

も、関係機関と連携したからこそできた見学会であった。  <図 25トンネル工事現場見学＞

NEXCO西日本は、トンネル工事や、高速道路の橋梁工事の見学だけでなく、YouTubeにも映像

を提供してくれている。（図 25） 

これらのほかにも、防災士の資格を取得している市会議員との交流や、病院・福祉事業所・

保育園などを総合的に経営している企業、地元のスーパー、郵政など、松山市と協定を結んで

いるところとの交流についても計画をしている。それぞれ多くの防災士を有している。こうし

た企業に授業のサポートをしていただいたり、ジュニアと活動をしたり、また、地域と連携し

た活動をしたりするなど、企業内防災士の研修をしながら、両者にとってより有意義な連携を

図ろうとしている。 

小学生からから高校生まで、異年齢の子がグループになり、そこに大学生も加わる。大人も

加わり、様々な人・もの・こととのかかわりができる。人・もの・こととかかわるとは、どう

いったことか。年齢が違う、経験が違う、環境が違う様々な人とかかわる。そして、それぞれ

に専門があり、得意なことがあり、ノウハウを持っている。そこにしかできないこともある。

経験知、専門知、地域知などとかかわっていくわけでる。かかわりはいろいろな場にある。そ

のかかわりの中で、思いを紡いでいく。 
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３ 成果の展開 

 

＜図 30 ポートフォリオに記述されたジュニア防災リーダーの言葉＞ 

子どもたちは、地域や社会とかかわり、様々な人とかかわりしながら、自分の言葉で考え、

自分の言葉で表現し、いろいろな思いを紡いでいる。様々な意見や思いを聞き、新しい気づき

があり、そのことを基に、思いをさらに深めている。防災への基礎的知識を身に付けるだけで

なく、子どもたちからは、感謝の思い、防災意識への気づき、意見を共有することによるコ   

ミュニケーション力の重要性、守るべき 命・大切な人の命への思い、人への敬意や感謝の気

持ちを持ち、命の重みを知る姿が見られた。（図 30） 

一人一人を大切にし、自分だけでなく、他の命も大切にする。そして、自分を見つめなおし、

もっと知りたい、やってみたいと、次への行動につなげようとしているなど、自分で考えだし、

判断し、行動を始める。自分たちがこれから生きていく未来に向け、もっと実践的に行動し、

判断できるようになろうとする。子どもたちは、活動を積み重ねることで、自己有用感を持つ

ようになり、自分を見直し、自己を確立していく。社会の中での役割を意識し、やがて、自分

の将来を見据えるようになる。ジュニア防災リーダーを育成することは、地域全体の防災力を

高めるだけでなく、一人一人を主体性のある子に育てる人材教育になっている。 

子どもたちだけではない。松山市の防災士の数は全国一。子どもを通して、個々の防災士の

資格を生かすことができるようになり、また、学校、地域や民間、行政、それぞれの組織をつ

なぐことにもなっていく。そのかかわりが横糸、縦糸となり、命を守るという強い布を、人材

を 育てるという広く温かい布を紡いでいくことになる。全世代が連携してともに未来を紡い

でいくことがとても大事だ。学校や地域を舞台にした子どもが主役の防災教育を進めることで、

それぞれの活動が渦のようになり、相乗効果を上げながら、防災への取り組みがより強固にな

っていく。キーパンソンとなるのは子どもである。 

全世代型の防災教育は、命を守る教育であるとともに、人材教育でもあるということをよく

認識して、防災教育に携わってほしい。

その考えをいかに広げ浸透させていくか。

防災教育の根本となるところを理解して

こそ、防災教育は継続されていくし、そ

れぞれが自律していく。 

子どもたちには、未来がある。学校に

も地域にも、企業にも未来がある。子ど

もたちが主体的に持続可能な社会に向け、 

未来を描けることができるよう、取り 

＜図 31 持続可能な社会へ未来を見植える＞    組んでいきたい。 

1）文部科学省  防災教育支援に関する懇談会（第 4回・第 6回） 

2）新潟県防災教育プログラム 新潟県 2014 
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南海トラフ地震事前復興研究～将来の大人世代への防災事前復興教育～ 

 
 愛媛大学防災情報研究センター 特定教授 山本浩司 

 東京大学大学院工学系研究科 教授 羽藤英二 

 愛媛大学大学院理工学研究科 教授 森脇 亮 

 愛媛大学防災情報研究センター 客員研究員 新宮圭一 

 
１．研究の目的 

東日本大震災から7年が経過した平成30年度（2018年）より，宇和海沿岸地域の5市町（宇和島

市，八幡浜市，西予市，伊方町，愛南町）と愛媛県，愛媛大学防災情報研究センター，東京大学復興

デザイン研究体が連携して，「南海トラフ地震事前復興共同研究」（以下，「本研究」という）を開始

した 1)（http://www.cee.ehime-u.ac.jp/~rd/）。東日本大震災においては，巨大津波が東北沿岸域のま

ちの多くに壊滅的な被害をもたらし，その日から備えなく困惑と混乱の中で始まったまちの復興（生

活再建等）は種々の問題を露呈した 2)。その難しさに直面する中で，命を守るための「防災」はもと

より，被災後のまちの復興までに備える「事前復興」の重要性が改めて強く認識された。 

本研究は，歴史上およそ100年～150年の周期で繰り返す南海トラフ地震の発生確率が高まる中，

津波災害のリスクが高い宇和海沿岸地域を対象に，来る南海トラフ地震による大規模災害の可能性に

適切に対処することを目的に取り組んだものである。「事前復興」に関わる事項を広範に分析し，「事

前復興」の骨格となる要素を体系的に定義したうえで，「事前復興」を下支えするための基盤となる

要素の構築と課題解決に取り組んだ（図-1）。本文は，令和 2 年度までの 3 年間の研究成果のうち，

「教育」をテーマに取り組んだ「学校教育（小中高校生の事前復興教育プログラム）」の開発と試行

について述べる 3),4),5)。 

 

 

図-1 南海トラフ地震事前復興共同研究の取り組み（赤字が本文の項目） 
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２．研究の概要 

2-1 “将来の大人世代”の意味 

図 2 に示すように，周期的に繰り返す南海トラフ地震の発生が数十年後に迫っている。この時間

的なサイクルは，今の子ども世代がその人生の中で南海トラフ地震に遭遇する可能性が高いことを意

味している。よって，今の子ども世代には，“将来の大人世代”が備えておくべき素養の一つとして

大災害に立ち向かうための対応力（知識，思考・判断・合意等）を育む必要がある。また，次回の南

海トラフ地震がもたらす被害は，東日本大震災の 10 倍を超える巨大なケースも想定されている。そ

のような巨大災害のリスクが現実になったとしても，人々が命を失うことなく，それまでの生活を未

来へとつなぐためには，“大災害としないための備え”と“大災害となったときへの備え”となる「事

前復興」に取り組む必要がある。そして，それらを担う人材は行政職員等の限られた人のみでなく，

地域全体が人材を育み災害対応力のピラミッドを大きくすることが求められる（図-3）。 

今の子ども世代は，将来，南海トラフ地震に遭遇する頃には社会や家族の中心を担う年代に達し，

まちの復興と生活の再建を中心的に担う立場になっていると想定される。よって，“将来の大人世代”

である今の小中高校生に対しては，南海トラフ地震の発災時に迅速かつ適切に対応できるように，防

災から復興までの知識を学ぶ機会を提供することが，今の大人世代が行うべき責務である。そして，

その学びを継続することで，住民や行政のワークショップやトレーニングの活動とともに，地域の災

害対応力を高めることにつなげる。 

 

 

図-2 南海トラフ地震の周期的な履歴 

 

 
図-3 将来の大人世代への防災事前復興教育の構図（地域の災害対応力の醸成） 

将来の大人世代への防災事前復興教育

将来の⼤災害に直⾯する可能性が⾼い世代，その時に，
まちの復興と⽣活の再建を中⼼的に担う⽴場にある可能性が⾼い世代
（社会と家族の中⼼）

現在
10年後
20年後

大災害への備え
（防災・減災，復興まちづくり）

大災害に立ち向かう地域の力
（当時者が能動的に取り組む力）

学校教育
住民ワークショップ
行政トレーニング

地域⼒の醸成
（⼤きなピラミッドへ）
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2-2 事前復興教育の目的 

図-4に，大規模災害から命を守り，生活再建と復興まちづくりへと続く時間の推移を示す。大規模

災害においては，命を守った後には悲しみと混乱，困惑の中で始まるまちの復興が待ち受けている。

住民の立場からは，生活再建までの時間は長ければ 10 年に及び，それまでには幾多の選択（判断）

が求められる。地域に残ることを選択した住民は，まちの復興のあり方を相互に合意形成しなければ

ならない。そのため，防災から復興に至るまでに立ち向かう知力と実行力（人材）を育む「事前復興

教育」が必要となる。それは全世代にわたり地域が融合しながらともに学び考える取り組みの一部で

あり，事前復興と災害後の復興を適切に遂行するための基盤となる。「防災教育」はソフト的に人命

を守ることにつながるが，「事前復興教育」は避難から復興までのハード・ソフトの両面を支える人

的な基盤を構築することを目的としている。 

 

図-4 大規模災害からの生活再建までの復興の時間（防災から復興まで） 

 
2-3 事前復興教育の連携 

(1) 地域内の連携 

大規模災害に陥ったときに迅速に即効性をもって復興に移行するための体制を備えておくことは，

事前復興に欠かせない要素である。その課題の第一は，災害の当時者となる地域の人々が防災と復興

の知識を学び，新しいまちづくりの姿を共有することにある。そのため，「事前復興教育」は地域の

“住民”と“行政”，そして全世代がつながる学びとする必要がある。 

地域内連携の構図を図-5に示す。図には，地域の小学生から高校生までの子ども世代が学ぶ「学校

教育」，地域の今の大人世代である住民が学ぶ「住民ワークショップ」，被災者に対する生活再建の支

援と復興まちづくりに携わる行政が学ぶ「行政職員トレーニング」の３つの教育（訓練）が示される。

そして，各々の「教育」が向かう先は，“全世代で取り組むまちづくり”である。各々の教育活動の

継続は“地域の草の根活動”となり，発災後は復興まちづくりを支える力（組織）へとつながる。 
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(2) 子ども世代をつなぐ教育 

小中高校生への学校教育のプログラムは，前述のように“今の子どもたちが人生の中でいつの日か

南海トラフ地震に遭遇する当事者になること”を想定している。よって，人生を歩むために必要な資

質を養う通常の学校教育カリキュラムの中に，事前復興につながるテーマを加えることで構成する。

各々の段階の学習のテーマと課題は，以下のように設定した。 

【小学生】“思考の芽生え” ‥ 自然のハザードとまちの重なりが災害になるという視点に立ち，ま

ちの大切なものを調べ，それが失われる可能性と「新たなまちづくり」を考える。 

【中学生】“思考の形成” ‥ 地域・郷土学習の中で「復興まちづくりのビジョンとプロセス」（復

興で大切にしたいもの，郷土と自分，身近な被害からの再建）を考える。 

【高校生】“概念の再構築” ‥ 社会システム学習の中で「復興の合意形成」をロールプレイング・

ディスカッションを通して疑似的に体験する。 

このように，「事前復興教育」は，今の子どもたちの成長に沿って“段階的な基礎学習”と“疑似的

な体験学習”を重ねることによって，自身が大人世代となった時，いつかその日に命をまもり，大災

害へ立ち向かう力となることを目指す。 

 

図-5 事前復興教育の地域内連携の構図 

 
３．事前復興の学校教育プログラム 

3-1 小学生の教育プログラム 

小学生の教育プログラムは，“思考の芽生え”をテーマとし，「命を守る」ための防災教育の授業に

事前復興のエッセンスを加える形として，“災害発生の概念”を学び，災害から「まちを守る」こと

や「新しいまちづくり」を考える授業とする（図-6）。 

現時点の防災教育の内容は実施の有無も含めて各校の裁量に任されるので，事前復興教育の下地と

する防災授業の環境は同様でない。また，防災授業の多くはハザードマップ（正しくは災害マップや

防災マップ）の作成に力を入れ，行政等が開示している津波浸水危険域や避難場所等のマップの上に

自分たちが（歩いて）調べた危険箇所を重ねてマップにするという学習の形式が主流である。本プロ

大学（実学）

小学校

（思考の芽生え）

能動的学習として

・自然災害の怖さ
・命を守る（防災）
・新しいまちづくり

小学校

（思考の芽生え）

中学校

（思考の芽生え）

地域学習の中で

・災害からの再興
・地域と家族の歴史
・復興のビジョン

プロセス

中学校

（思考の形成）

高校

（概念の再構築）

社会システム学習

・被災後の生活
・生活再建の判断
・復興の合意形成

高校

（概念の再構築）

高校防災地理部

（実践的学習）

地理学に根差した学習

・災害で起きること
・地域の特徴と課題
・事前復興プラン

※大学教員指導，部活

防災地理部

（実践的な学習）

10代 15代

20代

防災復興学習型，課題解決提案型

住民（ワークショップ）

イメージトレーニング

行政（職員訓練）

全世代まちづくりWS
今のまちづくり ⇒ 発災後：復興まちづくり

大人世代
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グラムは，災害（大規模災害）という事象の出現を，“災害とは何か？”という観点から，ハザード

（自然の巨大な力など，危険の原因）と社会環境（まち）が重なることで災害が発生するという概念

を学びの基礎とする。これより，まちの宝（日頃の生活を支えているもの，歴史・文化など）を守る，

または作り直すという視点を重ねることで，防災教育に事前復興のエッセンスを付加する。 

ただし，学習の進め方や授業素材の準備等の組み立ては，各校の事情を阻害しないように教員の指

導（工夫）に委ねる。一例として，写真-1 に八幡浜市立川之石小学校での試行授業風景の主要な一部

を示す。まちの大切なものを考え，それが津波災害の危険性を孕むことを認知させている。 

 
図-6 小学生への事前復興教育の学習課題（災害発生の概念） 

 

写真-1 小学校教育プログラムの試行授業（八幡浜市立川之石小学校の２時限目） 

（まちの大切なものを考え，調べて発表し，地図にその位置を落として津波浸水ハザードと重ねる） 

川之石小学校６年生が考える事前復興
【考えてみよう！家族と話し合ってみよう！】

考える・話し合う内容 もの・人・建物 なぜ？
（どこに？）

どうする？
（どんな工夫？）

①１日でもない（いない）とこまるもの
（壊れる・なくなるとこまるもの）

② すこしの時間なくてもよいもの
（壊れてもすぐ立て直せばよいもの）

③ 時間をかけても必要なもの
（壊れてもいつか立て直必要があるもの）

④ 昔からある大切なもの
（ずっと残していく必要があるもの）

⑤ 新しくつくる必要があるもの
（今はないが、これから必要になるもの）

⑥ その他
（調べること、知っておく必要のあること
など）

【記⼊シート】 ※１時限⽬終了後の宿題川之⽯⼩学校
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3-2 中学生の教育プログラム 

中学生の教育プログラムは，“思考の形成”をテーマに，地域学習（郷土学習）の授業に事前復興

のエッセンスを加える形とし，「復興まちづくりビジョン」や「復興プロセス」を学習課題として地

域が被災した時の“復興のあり方”を考える授業とする（図-7）。 

最近の中学生の学習カリキュラムには「地域学習（郷土学習）」が取り入れられることが多い。こ

れは，郷土愛と地元に根ざした人材の育成を図り，郷土を知ることで，より郷土への愛着と誇りを喚

起させるための教育である。この総合的な学習においては，自己の生き方を考え，よりよく生きてい

こうとする態度を養うことが目標となる。一方で，この学習は地域に潜在する自然災害の可能性に対

して，“大災害が発生して地域（まち）が壊滅的なダメージをうけたとき，私たちは「復興」のまち

づくりに取り組まなければならない”という視点にも通じる。復興の軸とすべきは，地域を思う心で

あり，地域の大切なものを守るという姿勢である。自分が生きる地域を様々な角度から見つめ，そこ

に生きる自己の存在を価値づける学びは，「復興まちづくりビジョン」を考えることにつながる。 

また，災害により失われた郷土の大切なものの再建を考えることは，小学生のときに考えたまちづ

くりのアイディアを進化させて“思考の形成”につながる。身近に起こる被害（例えば，自分が通う

中学校が被災した場合）をイメージし，それを再生するための手順を考えてみることは，実際の「復

興プロセス」に対する思考を育むことになる。 

 
図-7 中学生への事前復興教育の学習課題（復興のあり方） 

 
3-3 高校生の教育プログラム 

高校生の教育プログラムは，「復興の合意形成」を学習課題とする。将来的には，高校生の学習は

小学生と中学生の学びからその後の知識の蓄積と思考力の高まりを経て，地震現象（ハザード）とま

ちの分析から地域に起こる災害を想像し，“概念の再構築”として事前復興まちづくりの具体案を作

成するまでを期待したい。しかし，現時点では授業カリキュラムの中にそこまでの内容を入れること

は時間的にも困難なので，その前段として大災害からの復興における様々な状況を疑似的に体験する

ために，“大災害において起こること”を学習し，大災害の当事者となった場合の生活再建に関わる

住民間や家庭内の「合意形成」をテーマとして多面的・多様的な視野から復興への理解を深めること

を学習課題とする。なお，この教育プログラムは，事前復興の学習であるとともに，人生の素養を学

ぶ社会システム学習の中のテーマとしても位置づけられる（図-8）。 

大災害からの復興において地域の住民と行政が直面する立場は図-4 の下半に示したようである。

被災者となる住民は人生の想定外に直面する中で復興まちづくりに関わる当事者となる。被災住民は

混乱と困惑，さらに悲しみの中で“自己の再建（住まいと暮らし）”を考えることになり，そこでは
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まず災害で失われたまち（それまで暮らしていた場所）に今後も住むか否かの選択（判断）が求めら

れる。一方，行政に携わる人々（職員）には平時にはない仕事が膨大かつ大量に押し寄せ，“被災者

の自立支援”と“新しいまちづくり”のために，地域の安全と再建を踏まえた復興まちづくりを担う

ことが求められる。そのような状況下で，復興を進めるための前提として地域の住民同士や住民と行

政が復興に至るまでの合意形成を適切に行い，地域の総意としてより良く質の高い復興まちづくりが

実施されるように努めなければならない。高校生にはそのような復興のあり方を学習課題とする。 

具体的には，ロールプレイングの立場として地域住民を仮想し（図-9），生徒個々人または数人の

グループがその立場になって合意形成の

手順を疑似体験する。各立場の住民カー

ドには，あなたの立場，年齢，家族構成，

まちへの思い，将来への希望，年収，借金，

受けた被害の内容が記してある。合意形

成のテーマは，①この地域に住み続ける

か？ ②復興計画の一案として高台への

防災集団移転に賛成か反対か？を据えて

いる。各テーマについて，立場の入れ替え

も行って立場の違いによる意見の変化も

経験しながら，相手の意見を聞き自己の

考えを述べて合意形成とするまでを疑似

的に体験する。写真-2 に愛媛県立宇和島

東高校での試行授業の風景を示す。 

また，授業を補助する技術として ICT

の活用も積極的に行う。例えば，試行授業

ではロイロノートスクール（iPadを使用）

を用いることによって，各々の立場で考

えた意見を全員で確認することなどのこ

とが容易となる。 

 

図-9 ロールプレイングの立場（住民）（自分が大人になったとき，家族の中心にいることを想定） 

「事前復興」をテーマとした
ロールプレイング・ディスカッション学習の趣旨

【学習の目的】

・社会には，立場の違いによる意見の対立が常に存在する。

・それを乗り越えて，社会が前進するためには，よりよい「合意」が求められる。

・その達成には，事実を俯瞰的に眺め，思慮深く意見を述べる力が必要とされる。

・「災害からの復興」においても立場の違いがある。これを一つのテーマとして，
ロールプレイング・ディスカッションを介して“視野を広げる学習”ともする。

■立場による意見対立の存在

・意見の対立は，“利害関係”や“立場の違い”があるかぎり常につきまとう。

そして，利害関係の内側は泥臭く，外側は綺麗な意見であることが多い。

・よりよい「合意」は，相手の考えを理解し相互に評価することより導かれる。

■よりよい「合意」とは

・それは“結論”（答）ではなく，関わる人たちの“選択”であり“決断”である。

・その過程は，相手を言い包めることではない。安易な多数決でもない。

・意見を出し合い，視野を広げて互いにより深く考えることが前提となる。

図-8 高校生への事前復興教育の学習課題（合意形成） 
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写真-2 高等学校校教育プログラムの試行授業（愛媛県立宇和島東高校；復興計画の賛否） 

 
４．まとめ 

「南海トラフ地震事前復興共同研究」において取り組んだ「学校教育（小中高校生の事前復興教育

プログラム）」の開発と試行について述べた。本教育プログラムは，大人世代として南海トラフ地震

に遭遇することになるであろう今の小中高校生に，その日が現実となった時に迅速かつ適切に対応で

きるように，防災から復興までの知識を学ぶ機会を提供するものである。これより各々が大災害に立

ち向かう力を醸成することは，「事前復興」として地域全体の災害対応力を高めることにつながる。 

本教育プログラムは，小中高校生の順に“思考の芽生え”，“思考の形成”，“概念の再構築”をテー

マとし，小学生は“災害発生の概念”を学び，災害から「まちを守る」ことや「新しいまちづくり」

を考えること，中学生は地域学習（郷土学習）において「復興まちづくりビジョン」や「復興プロセ

ス」を学習課題とし地域が被災した時の“復興のあり方”を考えること，高校生は「復興の合意形成」

を疑似体験することを学習課題とした。これらの内容は試行授業を重ねて具体化した 3）。今後は，「教

育」の地域内連携を視野に，各校への紹介と授業採用の推進に努めながら，地域への定着を図る。 
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我が国の社会基盤は，今後，急速に建設後50年の高齢化の時代を迎える．一方で我が国の社会情勢は，

少子高齢化による人材（技術者）の不足や予算の不足が顕在化する時代となる．特に，四国地域のような

社会環境の縮退が進みつつある地方圏においては，その両者の負荷は一段と厳しい．そのような社会基盤

の脆弱性の増大をくい止めるためには，技術的な革新とともに，俯瞰的な視野から各自の専門や所属の立

場を越えて地域の総力でもってマネジメントに取り組む体制とそれを担う人材を育成することが必要とさ

れる．本論文は愛媛大学による「社会基盤メンテナンスエキスパート（ME）養成講座」の構築について，

5年間の試行によるカリキュラムの特徴と養成される四国MEの技術者像，その育成効果などを述べる． 

 

     Key Words : Infrastructure, Maintenance Expert, Shikoku region, Human resources development 

1. まえがき 

我が国の社会基盤の多くは高度経済成長期（1954年12

月～1973年11月における年平均10%以上の経済成長の期

間）に建設が始まったため，1970年代をピークに分布す

る多数の施設が急速に建設後50年の高齢化を迎える日が

目前に迫りつつある．例えば，道路橋梁が供用年数50年

を越える割合は10年後には全国で約半数に急増し，30年

後には8割程度にまで達する1)．この時間的な推移は社会

基盤の多くに老朽化の症状をもたらし，我々がこれまで

に当たり前のように享受してきた生活基盤の利便性や快

適性を奪い，さらには根本的に守るべき安全性すらを失

わせることになりかねない．その上，我が国は少子高齢

化による人材（技術者）の不足や予算の不足が顕在化す

る社会情勢が覆いかぶさる中にあり，社会基盤の健全性

を維持するための対処は困難を極めることになる．特に，

四国地域のような，例えば生産年齢人口の減少が続く

（2015年の約220万人が2045年には約140万人(約60％)に

なると推計される2) ）といった社会環境の縮退が進みつ

つある地方圏においては，その舵を取ることすら儘なら

ない時代が到来しようとしている．そのような社会基盤

の脆弱性の増大をくい止めるためには，技術開発により

各種構造物の点検・補修・補強を高度化することはもち

ろん，俯瞰的な視野から各自の専門や所属の立場を越え

て地域の総力でもってマネジメントに取り組む体制とそ

れを担う人材を育成することが必要とされる． 

そのような背景のもと，2008年頃より岐阜大学や長崎

大学を先陣に社会基盤に関する維持管理技術者の育成の

取り組みが始まった3), 4)．そして愛媛大学では2013年度に

「社会基盤メンテナンスエキスパート（ME）養成講

座」（地域ニーズに応えるインフラ再生技術者育成のた

めのカリキュラム，以下「ME養成講座」という）を開

設し，四国地域の社会基盤の高齢・老朽化に適切に対処

するために，産官学協働のもとで「四国メンテナンスエ

キスパート（四国ME）」の育成を進めている5)～11)． 

本論文では，2013年度から5か年の試行を重ね構築さ

─109─



 

 

れた2017年度（平成29年度）の最新（最終版）のカリキ

ュラムの特徴とその育成効果，それより養成された四国

MEの技術者像について報告する． 

2.  ME養成講座の概要 

 

愛媛大学のME養成講座は，文部科学省の「成長分野

等における中核的専門人材養成等の戦略的推進事業」

（平成26～28年度）および「専修学校による地域産業中

核的人材養成事業」（平成29年度）における「地域ニー

ズに応えるインフラ再生技術者育成のためのカリキュラ

ム設計」としてその構築に取り組んだものである． 

(1) 目的 

本養成講座は，図-1のように新たな社会基盤の整備，

既存社会基盤の維持管理・補修の計画・設計・実施技術

を習得し，地域の活性化に貢献できる人材としての社会

基盤メンテナンスエキスパート（ME；いわば社会基盤

の“目利き”）を育成することを目的としている．また，

地震，津波，洪水，土砂災害など地域が抱える災害リス

クや災害時の構造物被害，災害に強い構造物設計，平時

の管理手法についても学ぶことで，愛媛や四国の地域特

性を踏まえて地震災害や豪雨災害など防災に関しても地

域の核となる技術者の育成を目指している． 

(2) 得られる資格 

ME養成講座は，2016年度（平成28年度）より愛媛大

学の「履修証明プログラム」として文部科学省の「職業

実践力育成プログラム（BP：Brush up Program）」に認定

された．これより，本講座を受講終了し，その後に実施

する筆記試験（択一問題試験と論述問題試験）と面接試

験（論述内容のプレゼンテーション）よりなる認定試験

において一定基準以上の成績を修めた受講生には本講座

の履修証明書が交付され，「四国メンテナンスエキスパ

ート（四国ME）」の資格が授与される．なお，認定試

験の設問と採点は本養成講座の運営委員会が携わり，不

合格者には次年度以降の再受験も認めている． 

また，四国MEは四国に本拠を置く機関・団体では初

めて，国土交通省の規定を満たす“公共工事に関する調

査及び設計等の品質確保に資する技術者資格”（民間資

格）として2017年（平成29年）2月より認められた．ME

四国の民間資格が対象とする分野は表-1のとおりである．

これより，国土交通省では総合評価落札方式における加

点評価などの措置を通じて保全業務の委託が受けられや

すくなった．このような資格の付与は，ME資格の価値

を位置付けるものであると同時に，その取得（ME養成

講座の受講）を促す動機にもなるものであり，今後も他

方面での実績を重ねる必要がある． 
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(3) 地域の支援体制 

本ME養成講座の開設にあたっては，関連団体が参加

して「愛媛社会基盤メンテナンス推進協議会」が結成さ

れた．表-2に現時点における参加団体の一覧を示す．本

協議会は，愛媛大学防災情報研究センター・理工学研究

科環境建設工学コース，国土交通省四国地方整備局，愛

媛県，愛媛県内の20市町，民間建設関係団体等が連携し，

今後の地域の社会基盤の急速な老朽化に対して調査，研

究，情報交換を行い，地域のインフラ再生を担う中核的

人材を育成することを支援している． 

 

3. ME養成講座のカリキュラム構成 

 

ME養成講座の構築では，2013年度（平成25年度）に

試行的に3日間の講座を実施し，2014年度と2015年度は

計10日間の講座を実施した．そして，2016年度からは愛

媛大学の「履修証明プログラム」の要件を満たすために

計12日間（履修時間：121.5時間）のカリキュラムとなっ

た．なお，それ以前の2014，2015年度の受講生について

は，2016年度に，各年度では未実施であった新科目とe

ラーニングの追加受講をおこなった上で，認定試験のう

ちの択一問題試験（論述問題試験と面接試験は実施済

み）を受験し，合格者に四国MEの資格が授与された．  

 

(1) カリキュラムの構成と特徴 

ME養成講座のカリキュラム構成はインフラマネジメ

ント，社会基盤（道路・橋梁・トンネル・港湾海岸構造

物・河川構造物・斜面等の地盤構造物・下水道）のメン

テナンス，地域の地盤特性と災害などの科目からなり，

それぞれの科目は座学形式の講義からグループによる演

習，フィールドワーク（現地実習）につながるようにそ

れぞれ設計されている．そして演習やフィールドワーク

を多く取り入れ，点検，診断，補修についてのグループ

ワークを通して深い理解を得られるよう工夫されている．

なお，以上の12日間のカリキュラムを受講する前には

Web上でeラーニングにより「橋梁構造物の維持管理」

を事前に学習する．この受講修了は同システムより発行

される修了証書の提出をもって確認する． 

表-3，4に現時点の最終構成である2017年度（平成29

年度）のカリキュラムを示す．本カリキュラムの特徴は，

授業科目の組み合わせを科目シリーズとして明確化し，

日を追うごとに順序立てて学べるように構成されている

ことにある．また，フィールド実習等に時間的余裕を持

たせ，さらに第11，12日にはそれまでの学習をより深化

させるための科目を新たに配置している．例えば，最終

日となる第12日には「インフラマネジメント(2)」として，

これまで学習したことを包括的に考えるため，ライフサ

イクルコストとリスクマネジメントについてまず学習し，

そしてメンテナンス技術者倫理（MEが有すべき技術者

としての姿勢）について考え，ワークショップ（各構造

物のメンテナンスの課題の抽出と体系化をグループ検討

し，本養成講座における学習の総括）が行われる． 

これらのカリキュラムを担当する講師は，愛媛大学理

工学研究科環境建設工学コースと防災情報研究センター

をはじめとする大学教員14人に加え，国・県・市・民間

企業等から当該分野の経験豊富な専門家22人で構成され

る．さらに，本養成講座を修了した四国MEが自身のフ

ォローアップ研修も兼ねて授業補助に協力している． 

施設分野 業務 知識・技術を求めるもの 

橋梁（鋼橋） 点検／診断 担当技術者 

橋梁（コンクリート橋） 点検／診断 担当技術者 

トンネル 点検／診断 担当技術者 

表-1 ME四国の民間資格が対象とする分野 

表-2 「愛媛社会基盤メンテナンス推進協議会」の参加組織（平成 30年 5月現在） 

愛媛大学 防災情報研究センター／理工学研究科環境建設工学コース，国土交通省 四国地方整備局企画部／松山河川国道事

務所・愛媛県庁 土木部管理局土木管理課・松山市役所 総務部技術管理課・今治市役所 都市建設部道路課・宇和島市役所 

建設部建設課・八幡浜市役所 産業建設部建設課・新居浜市役所 建設部道路課・西条市役所 建設部建設道路課・大洲市役

所 建設部建設課・伊予市役所 産業建設部土木管理課・四国中央市役所 建設部建設課・西予市役所 産業建設部建設課・東

温市役所 産業建設部建設課・上島町役場 建設課・久万高原町役場 建設課・松前町役場 産業建設部まちづくり課・砥部町

役場 建設課・内子町役場 建設デザイン課・伊方町役場 建設課・松野町役場 建設環境課・鬼北町役場 建設課・愛南町役

場 建設課・西日本高速道路(株)四国支社・（一社）愛媛県建設業協会・愛媛県土木施工管理技士会・（一社）建設コンサ

ルタンツ協会四国支部愛媛県部会・（一社）愛媛県測量設計業協会・（一社）全国地質調査業協会連合会 四国地質調査業

協会愛媛支部・愛媛県管工事協同組合連合会・（一社）全国特定法面保護協会 四国地方支部 愛媛県事務所・愛媛県法面工

事業協同組合・NPO法人 愛媛県建設技術支援センター・愛媛県技術士会 
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(2) ワークショップ 

講座の最終日に配置するメンテナンス技術者倫理とワ

ークショップは2017年度に取り入れた科目である．これ

は，各フィールド実習の終わりに行うグループワークに

同じく，養成講座全体に対するまとめとして実施する．

ここではワークショップの意図と講義内容を述べる． 

ワークショップの目的は，①受講成果の深化と維持管

理に関わるグループ思考力の育成と成果の具現化，②維

持管理に関わる社会的情報発信の取組み，③現役の履修

合格者（ME）との協力学習による社会的連携の初期構

表-3 平成29年度社会基盤ME養成講座のカリキュラム構成の枠組み 

講座期間 科目シリーズ 

前期（第1～2日） 

  （第3～5日） 

インフラマネジメント(1) 

橋梁のメンテナンス 

中間（第6～7日） トンネルのメンテナンス，下水道のメンテナンス 

後半（第8～10日） 

  （第11～12日） 

 

港湾・海岸施設，河川構造物，斜面・擁壁の各メンテナンス 

地域の地盤特性と災害，維持管理の現状，維持管理の新技術， 

インフラマネジメント(2)，メンテナンス技術者倫理，ワークショップ 

表-4 平成29年度社会基盤ME養成講座のカリキュラム構成の枠組み 

開催日
1時限目

（8:30～10:00）

2時限目
（10:20～11:50）

3時限目
（12:40～14:10）

4時限目
（14:30～16:00） （18:30～20:00）

1
10/19
（木）

開講式
ガイダンス

総論
講義等の

レポート作成

2
10/20
（金）

3
10/23
（月）

4
10/24
（火）

5
10/25
（水）

6
11/1
（水） 下水道

7
11/2
（木）

8
11/6
（月）

9
11/7
（火）

（演習）

10
11/8
（水） 斜面，擁壁等 のメンテナンス

11
11/9
（木）

12
11/10
（金）

メンテナンス

技術者倫理
閉講式

維持管理の現況と新技術

インフラマネジメント(2)

LCC，リスクマネジメント

ｅラーニング
（橋梁構造物の維持管理；受講前の学習）

中
間

トンネルのメンテナンス （管路）のメンテナンス

　　　　　　　　　　　（フィールド実習，演習）

ワークショップ

後
半

港湾・海岸施設のメンテナンス 　　　　　（フィールド実習，演習） グループ研究

河川構造物のメンテナンス （ME報告会）

　　　　　　　　　　　（フィールド実習，演習）

地域の地盤特性と災害

科目枠
5時限目

（16:20～17:50）

前
半

インフラマネジメント(1)

アセットマネジメント
グループ研究

道路
（舗装，附帯設備）

劣化モデル

橋梁のメンテナンス

　　　　　　　　　　　（フィールド実習，演習）

座学 54.0  時間 36 コマ

演習 7.5  時間 5 コマ（実習内含む）

実習 22.5  時間 15 コマ

グループ研究 6.0  時間 4 コマ

レポート作成 18.0  時間 12 コマ

ｅラーニング 13.5  時間 9 コマ

121.5  時間 （１コマ＝1.5時間）
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築，④MEの継続教育である．つまり，受講生の学習の

総括をおこなうとともに，講座を修了した現役の四国

MEのフォローアップ研修の意味合いも持たせている． 

講義内容は，「今後の維持管理の課題」をテーマとし，

MEの進行補助のもと，専門分野（構造物）毎の班分け

でKJ法12) による課題の抽出・整理と解決策の提案などの

とりまとめ（ワーク）を行い，各班の成果を発表して討

論をおこなう．各班の成果はグループレポートとしてと

りまとめ提出する．ここで，成果の文書化（論文化）は

各班指導MEと班員で進め，関係講師らは監修する．文

書化等により期待される副次的な効果は，学習成果が形

として“見える化”され，各人それぞれに理解が深化す

ること，ME（修了生）の活動への継続的な学びの機会

となることなどが挙げられる．写真-1にワークショップ

における各段階の状況写真を示す． 

初めて実施した2017年度の講義では，31人の受講生を

各々の専門分野別に班分けすることと，各班のワークを

支援するファシリテーターを置くことに留意した．その

ため，前者については各受講生が専門とする分野（構造

物）を事前にアンケート調査し，さらに行政と民間企業

に所属する立場からの意見が均等に議論に加わるように

両者のバランスにも留意して班分けを行った．橋梁班3

組，トンネル班1組，斜面班2組，港湾・海岸班1組が今

回の構成である．後者については，四国ME（講座の履

修者）より有志を募り，彼らにもワークショップの流れ

を十分に理解してもらうために本番の講義に先立って同

様の手順によるプレワークショップを行った．次年度か

らは本年の講義の履修者がその役割を担うことになる． 

以上の準備に基づき，本ワークショップの進行は講師

による手順説明，各班内におけるワーク，途中段階での

講師やMEによる指導やグループ内の討論の順に進め，

最後にまとめた成果をグループ発表して討議を行う手順

とした．各班ともに各構造物における今後の維持管理に

ついて，明らかに本養成講座の受講により得た知識と視

野が反映された内容が示されたことから，目標とした学

習の深化につながる効果の一端がうかがえた．ただし，

各成果を熟読すると“解決策の提案”にまで至っていな

い一面があり，その点は今後の指導で留意・工夫すべき

課題である．また，レポート作成については，養成講座

終了後の対応となるため受講生への負担が大きくなった．

次年度からは希望者に対して指導を行う形に変更するこ

となども検討中である． 

上述したように，進行補助を担当するME（7名）には

事前の説明とプレワークショップを行い，この成果につ

いてもレポート作成を依頼した13)．これはME資格取得

後の自己評価と再研修の機会を提供することでもあり，

今後，他の修了生にも同様なワークショップを展開する

ことでフォローアップ学習としての効果も期待される． 

 

4. 四国MEとその育成効果 

 

前述のように，本ME養成講座は，受講生が目指す人

材像として「社会基盤のアセットマネジメントならび長

寿命化の観点に立って，俯瞰的に社会基盤の維持管理を

行うことができ，愛媛や四国の地域特性を踏まえた地震

災害や豪雨災害などに対する防災に関しても地域の核と

なる技術者を育成する」ことを目指している．具体的な

目標は以下のとおりである． 

1) 実践知（実務経験）と形式知（技術理論と倫理観）

を併せ持つ技術者 

2) 発注者と受注者が同等の知識／知識レベルを持ち対

等な事業の取り組みができる技術者 

3) どの地域でも適用可能な基礎技術とそれを応用でき

る技術力を有する技術者 

4) 地域に根ざした技術者 

以下，四国MEの現時点の構成を示し，本養成講座の

育成効果を受講前後のメンテナンスに対する意識等の変

容調査（アンケート）と実力診断試験の2種の調査デー

タより垣間見る． 

 

写真-1 ワークショップの状況 
（手順説明，ワーク，指導，グループ発表・討議） 
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(1)  四国MEの構成 

2014～2017年度（平成26～29年度）の4年間で四国ME

は計97名に達した．表-5と表-6に四国MEの所属構成と年

齢構成を示す． 

所属先については，行政機関と民間会社の大きな括り

では両者はほぼ同数で約50人が四国MEを取得している．

これは，産官学協働のもと四国メンテナンスエキスパー

トの育成を進めるという主旨に沿った結果として望まし

い．ただし，細かく見れば，行政機関では表には示され

ないがMEが0人の市町もまだ残されていること，民間会

社ではコンサルタント勤務者が6割を占め，施工を担う

建設会社のMEはわずか4名に留まっていること，測量会

社等からの参加が2017年度で多くなったこと（これは開

催情報が拡散したことや測量会社の業務受託が多い港

湾・海岸施設に関する科目が新たに加わったことが影響

した）などのようなアンバランスさがうかがえる．これ

表-6 四国MEの年齢構成 

表-5 四国MEの所属構成 

国交省 愛媛県 市 町 公益会社 コンサル 建設会社 測量会社 その他

2014(H26) 1 2 6 1 2 8 2 1 1

2015(H27) 1 2 6 4 1 5 1 0 1

2016(H28) 1 2 6 0 1 9 0 2 0

2017(H29) 1 5 5 3 1 9 1 4 2

4 11 23 8 5 31 4 7 4

行政機関 民間会社
年度

合計
46 51

60代

20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64

2014(H26) 0 1 3 4 7 6 3 1 1

2015(H27) 0 1 3 8 7 3 0 0 0

2016(H28) 0 3 1 7 8 4 0 1 0

2017(H29) 2 2 10 4 7 4 0 2 0

2 7 17 23 29 17 3 4 1

1

※年齢はME養成講座の受講時

　　 　年齢
年度

合計

20代 30代 40代 50代

9 40 46 7

表-7 変容調査のアンケート調査の設問内容 

 設問 回答レンジ 

A あなたは，日常の業務の中で，インフラ施設をその施工から，点

検，診断，補修，維持管理，廃棄に至るまで全体の流れの中に位

置付けて検討することがありますか？ 

1）全くない 

4）どちらとも言えない 

7）とてもよくある 

B あなたは，日常の業務に関わりなく，地域におけるインフラ施設

を一つ一つに対して，健全な状態に維持できるように，常日頃よ

り気にかけていますか？ 

1）全く気にかけてない 

4）どちらとも言えない 

7）とても気にかけている 

C あなたは，日常の業務に関わりなく，市民がインフラ施設を安全

で快適に利用できるように，常日頃より気にかけていますか？ 

同上 

D あなたは，地域におけるインフラ施設を大切に維持管理する仕事

に誇りを感じますか？ 

1）全く感じない 

4）どちらとも言えない 

7）とても感じる 

E あなたは，インフラ施設の整備や維持管理を通じて，我が国の国

土や地域の保全に貢献することに誇りを感じますか？ 

同上 

F あなたは，ご自身が所属する組織の外に，インフラ施設の整備や

維持管理について相談したり話し合える人はどの程度います

か？ 

1）全くない， 2）1人～4人程度， 

3）5人～10人程度， 4）10人～24人程度， 

5）25人～49人程度， 6）50人以上 

G あなたは，地域におけるインフラ施設を大切に維持管理すること

の重要性を市民に向けて積極的に伝えていきたい，と思います

か？ 

1）全く思わない 

4）どちらとも言えない 

7）とても思う 
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らの点は今後の講座運営を介して解消を目指す． 

次に，年齢構成（ME養成講座の受講時の構成）につ

いては，30歳代と40歳代が多数で40歳前後の比率が高

い．ME養成講座の受講要件は基本的に大学卒業相当か

つ3年以上の実務経験なので，本講座が黎明期にある現

時点では組織内で中心的な役割を担う人材から派遣が

始まっていると考えられる．なお，この中で高齢の受

講生は部長職等の方であり，組織内での部下への学習

成果（知識等）の情報伝達も期待している． 

 

(2) メンテナンス意識等の変容 

ME養成講座を開設した2014年（平成26年）から講座

の受講による維持管理に対する意識等の変容調査（ア

ンケート）を続けている．表-7にその設問内容を示す．

このアンケート調査ではそれぞれの質問について“直

感的に”あてはまるところを選ぶように促している．

設問内容はやや難解となっているが要旨は次のようで

ある．問AはMEに求められる俯瞰的な視点の意識を，

問BとCは表現は異なるがインフラメンテナンスの重要

性に対する意識を，問DとEはインフラメンテナンスに

取り組む矜持の芽生えを問うている．問Fは後述の「5. 

人的ネットワークの構築」について，最後の問Gは地

域社会との協働の意識を問うている． 

図-2に調査結果を3つのグラフに示す．(A)が受講前，

(B)が受講後の回答値（意識レベル）であり，(C)がその

変容量（受講前後の回答差）である．各受講年度とも

に受講前の意識レベルは大きくは違わないが，受講後

の意識レベルが0.5～1ランク程度上昇していることがう

かがえる．また，最新のカリキュラムによる2017年度

の受講生については，(C)図に示されるように，全項目

に対して比較的高い変容量の上昇がみられる．この点

や問Fと問Gにおける上昇量が特に大きいことは，2017

年度におけるカリキュラム改良の効果が表れた一端とも

考えられる．この新カリキュラム以降の変容については，

2年次以降のアンケート結果に注視したい． 

 

(3) メンテナンス基礎力の向上 

本講座によるメンテナンス基礎力の向上については，

講座終了後に行われる四国MEの認定試験（筆記試験と

面接試験）の合否により評価される．ここでは，受講前

後におけるインフラメンテナンスに関わる多面的な基礎

力の上昇量を計測することに目的を置き，2017年度に新

たに受講前後の実力診断試験を実施した． 

試験内容は，ある老朽化が進む橋梁（実習フィール

ド）のコンクリート破片を見せ，それより想像されるこ

とを次の5項目で問うている．また，それぞれの問いに

対して，複数回答を要求している（例えば問1であれば，

損傷状態と原因は色々と考えられるため，それらを列挙

する）．そうして各問に対して書き出された回答数より，

受講前後で受講者の知識と基礎力の変化を見た．なお，

試験時間に制限もあるため，5つ以上思いつく受講生に

対しても，5つまでを限度とした． 

問1）破片より考えられる橋梁の損傷状態と原因 

問2）状況を正確に点検診断する手法 

問3）この橋梁の管理上で考えること 

問4）同様な事態が生じる構造物 

問5）インフラ老朽化問題に取組むべき課題 

図-3に受講前後の実力診断試験結果を示す．問1から

問5に対して，どれだけ妥当な回答を記載できたか，そ

の数を示している．左上の(1)図に受講生全体の平均値

を，(2)～(4)図に行政機関，コンサル・建設会社，計測

会社等に所属する受講生の平均値を比較した．まず受講

生全体における受講前後の回答レベルの変化は，各問と

もに受講前の3から受講後は4へと1ランク上昇しており，

図-2 メンテナンス意識等の変容調査結果 

A B C D E F G

H26 4.3 4.6 4.9 5.9 5.9 2.3 5.8

H27 4.6 5.0 5.1 5.6 5.7 2.1 5.6

H28 5.1 5.0 4.9 6.1 6.1 2.2 5.8

H29 4.6 4.7 5.1 6.3 6.2 2.2 5.4
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2

3

4

5

6

7

意
識

レ
ベ

ル
（

回
答

）

(A) 受講前

A B C D E F G

H26 5.2 5.3 5.2 6.2 6.2 3.1 6.1

H27 5.4 5.3 5.5 5.8 5.6 2.5 6.0

H28 5.0 5.5 5.7 6.3 6.3 3.2 6.0

H29 5.4 5.5 5.8 6.6 6.6 3.6 6.5

0

1

2

3

4

5

6

7

意
識

レ
ベ

ル
（

回
答

）

(B) 受講後

A B C D E F G

H26 0.92 0.67 0.33 0.33 0.29 0.88 0.29

H27 0.76 0.33 0.33 0.19 ‐0.10 0.38 0.43

H28 ‐0.19 0.52 0.76 0.19 0.24 0.95 0.29

H29 0.77 0.81 0.65 0.35 0.39 1.42 1.03

‐0.5

0

0.5

1

1.5

変
容

量

(C) 受講前後の差
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一様に育成効果のあったことが示される． 

次に受講生の所属別に見ると，受講前の成績には各々

の職務に対比されるような傾向が現れている．つまり，

3種に分けた所属の中では，(3)コンサル・建設会社の受

講生の回答レベルが最も高く，各問に対して一様に3を

上回り，潜在的に能力が高い（または知識量が多い）こ

とがうかがえる．それに対して，(2)行政機関の受講生

は問3の管理上のことへの回答レベルは3を越えるが，他

の技術的な問いなどに対しては全体に3を下回っている．

そして(4)測量会社等の受講生は，技術的には(2)行政機

関の受講生と同程度の回答レベルにあるが，問3の管理

上のことへの回答レベルは2で極端に小さくなっている．

この傾向は職務的に考えれば理解しやすい．ただし，こ

こで注目したいことは，受講前には所属により回答レベ

ルに相対的な差があるものの，それが受講後には各々が

1～1.5ランク上昇してともに同程度のレベルに近づくよ

うに引き上げられている点である．このことは，MEと

いう一定の能力を持った人材を育成するという目的に対

して，それを満足するような養成がなされていることを

示唆していると見て取れる． 

なお，以上の比較は回答率による量的な評価であるが，

質的な向上については，例えば首席合格した受講生（コ

ンサル勤務，事前の回答レベルはすべて5）の回答は受

講後にはより洗練されて中身の濃い内容となっている．

また，非破壊試験会社に勤務する受講生は，各問につい

て知識と基礎力の大きな上昇が認められる．本調査より，

そのような育成効果が各受講者に確認できた． 

 

5. 人的ネットワークの構築 

 

ME養成講座のもう一つの特徴は，産官学の垣根のな

い「技術と知識に基づく人的ネットワーク」を構築し，

立場の枠を超えたコミュニケーションの実現を目指して

いる点である．延べ12日間120時間を超えるカリキュラ

ムを共に履修することで，管理者側（行政）と民間側の

建設関連技術者それぞれの組織の技術者が，共通の高度

0

1

2

3

4

5

問１

問２

問３問４

問５

受講前

受講後

【 全受講生】

0

1
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3

4

5

問１

問２

問３問４

問５

受講前

受講後

【 行政】

（国・県・市町）

【全受講生31人】

問１ 問２ 問３ 問４ 問５

受講前 3.2 2.9 3.1 2.9 2.8

受講後 4.0 4.1 3.8 4.3 4.2

【行政受講生14人】

問１ 問２ 問３ 問４ 問５

受講前 3.1 2.6 3.4 2.6 2.4

受講後 4.1 3.9 4.0 4.1 4.1

0

1

2

3

4

5

問１

問２

問３問４

問５

受講前

受講後

【 コ ンサル・

建設会社】

0

1

2

3

4

5

問１

問２

問３問４

問５

受講前

受講後

【 計測会社等】

【コンサル・建設会社受講生（9+ 1人）】

問１ 問２ 問３ 問４ 問５

受講前 3.5 3.4 3.5 3.3 3.5

受講後 4.0 4.4 3.9 4.2 4.5

【計測会社等受講生（6人）】

問１ 問２ 問３ 問４ 問５

受講前 3.0 3.2 2.0 2.8 2.5

受講後 4.0 4.2 3.5 4.5 4.2

図-3 受講前後の実力診断試験結果（知識と基礎力の向上） 

(1) (2)

(3) (4)
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な知識を持つ総合技術者の育成と技術者相互の連携を図

ることになる．グループワークでディスカッションを重

ね，講師と受講者，受講者同士の間で強い“きずな”を

構築し，異なるバックグランドを持つ技術者が社会基盤

の維持管理に対する知識を共有し，点検や診断に関する

技術力を同レベルで向上させることが目指す場所である．

このつながりは，「愛媛MEの会」を構築して参加，活

動を募ることでさらに醸成される． 

 

6. まとめ 

 

社会基盤メンテナンスエキスパート（ME）の養成は，

2008年の岐阜大学（岐阜ME）および長崎大学（道守）

の講座開設に始まる．その後，山口大学（山口ME），

長岡技術科学大学（ME新潟），舞鶴工業高等専門学校

などに活動の輪が広がっている14)．各講座は各地域の特

徴に根ざし，地域に必要とされるメンテナンス技術者

（中核的人材）の養成に応じて講座の内容が構築されて

いる．例えば，岐阜大学は述べ20日間の講座により広範

囲な社会基盤を対象とするMEの養成を行い，長崎大は

一般市民が対象の道守補助員から，道守補，特定道守そ

して道路全体の維持管理ができる人材として道守の養成

を行っている．愛媛大学のME養成講座は，そのような

活動とともに歩みながら，2013年度の開発から5年間を

かけて四国地域における社会基盤メンテナンスエキスパ

ート（四国ME）の養成プログラムとして確立された． 

本論文では，カリキュラムの特徴や養成される四国

MEの技術者像とその育成効果などを述べた．本養成講

座の構築より得られた成果は以下のとおりである． 

・本講座は社会基盤の整備と維持管理・補修の計画・

設計・実施技術を習得し，地域の活性化に貢献でき

る人材（ME）を産官学協働のもとで育成する． 

・本講座は2016年度より愛媛大学の履修証明プログラム

として文部科学省の「職業実践力育成プログラム

（BP：Brush up Program）」に認定された． 

・本講座のカリキュラムは12日間の講座（座学，演習，

実習）とeラーニングの121.5時間の履修時間よりなる． 

・カリキュラムは授業科目をシリーズ化して順序立て

て学べるように構成し，フィールド実習等に時間的

余裕を持たせ，第11，12日にはそれまでの学習をより

深化させるための科目を配置した． 

・各年度のME養成講座の試行において計測されたアン

ケート調査や実力診断試験のデータからは，本養成

講座による育成の効果とその上昇がうかがえる． 

・本講座を受講終了し，認定試験において一定基準以

上の成績を修めた受講生には本講座の履修証明書と

「四国メンテナンスエキスパート（四国ME）」の資

格が授与される． 

・四国MEは，2017年時点で97名（行政と民間が共に約

50人）に達した． 

・本講座により育まれた人的ネットワークは受講生が

それぞれの職場に戻った後も業務の中で生かされる

と期待される． 
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DEVELOPMENT OF THE INFRASTRACTURES MAINTANANCE EXPERTS 
EDUCATION PROGRAM IN SIKOKU REGION 

 
Koji YAMAMOTO, Ryo MORIWAKI, Pang-jo CHUN, Toshio YOSHII,  

and Sinichiro MORI 
 

The aging of infrastructures in Japan is in a serious condition. At the same time, the decline of mainte-
nance engineers due to the low birthrate and longevity and shortage of maintenance budget are serious. 
Especially in Shikoku region, the population decrease and the budget decrease are progressing much fast-
er than the national average. Under such bad conditions, it is necessary to train engineers in order to stop 
the deterioration of infrastructures. In particular, engineers that have a comprehensive and panoramic 
viewpoint and can contribute to efforts throughout the region are required. This paper describes about the 
development of "infrastructure maintenance experts (ME) education program" by Ehime University to 
solve above mentioned infrastructure problems.  
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Ⅵ 開発新技術・学術成果の紹介 

 

 

 

6-1 3 次元地中レーダ探査モバイルマッピングシステム（GMS3） 
 
6-2 急速施工型のコンクリート製車両用剛性防護柵RS ガードフェンス 
 
6-3 小規模落石防護柵SR フェンス 
 
6-4 落石防護擁壁Rs ウォール 
 
6-5 海洋レーダを用いた津波計測（災害時）と波浪計測（平常時）システム 
 
6-6 防災情報研究センターとの連携依頼 





別紙 

  

3次元地中レーダ探査モバイルマッピングシステム（GMS3） 

 

マルチチャンネル地中レーダアンテナを用いた地下2mまでの空洞や地下埋設物等を3次元で検出する3次

元地中レーダシステムと、車両に取り付けた全周囲カメラの映像解析により公共測量作業規定の定める 1/500

精度の計測が可能なモバイルマッピングシステムとを融合させた。また、地中レーダアンテナを探査車両の車

軸間に搭載することで安全性が向上した。地下から地上までの全方位連続3次元化を時速80kmで実現し、全

周囲カメラ映像とオルソ画像による空洞や地下埋設物等の高精度な位置特定が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先 （株）カナン・ジオリサーチ TEL：089-993-6711 URL：http://canaan-geo.jp/ 

 

 

 

図1 GMS3技術の基本原理 

図3 GMS3 Viewer 

図4 地中レーダテストフィールド 

GMS3 Viewer は地中レーダ信号と地

上の位置データを一元管理するソフトウ

ェアである。図 3のように位置情報が地

中レーダ反射波形、全周囲カメラ映像、

オルソ画像でリンクしており、動画パネ

ルとオルソパネルで距離の計測ができ

る。反射信号が何によるものか、周囲の

環境を加味した判断が可能となり空洞や

地下埋設物等の判定の精度が向上した。 

地中レーダ性能を自社で評価できる施

設（地中レーダテストフィールド）を愛媛

大学の監修の下で建設した。地中レーダの

探査能力の検証に活用している。 

日本インフラ空間情報技術協会員のみ

ならず一般に開放している。 

 

図2 GMS3 探査車外観 
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防護柵設置後に、ＰＣ鋼線による緊張を可能にした急速施工型のコンクリート製車両用剛性防護柵です。

RSスペーサーによる目地構造

目地部に円形部材(RSスペーサー)を適用
することにより、モルタル充填前に製品を
緊張することが可能です。

PC鋼線2本による連結

PC鋼線を2本にすることにより、
1本あたりの線径が小さくなり、
挿入作業が容易となります。

緊張後に目地材の充填が可能
な構造（施工性の向上）

通常のジャッキにより緊張
作業が可能

急速施工型車両用コンクリート製防護柵

構造概要

定着用ブロック

基本ブロック

ＲＳスペーサー

ＰＣ鋼より線
（φ15.2）2本

適用条件

道路の区分 設計速度 一般区間 重大な被害が発生するおそれのある区間

高速自動車国道 80km/h以上
A,Am

SB,SBm

自動車専用道路 60km/h以上 SC,SCm

その他の道路
60km/h以上 B,Bm,Bp A,Am,Ap

50km/h以下 C,Cm,Cp B,Bm,Bp

SB種、SC種のコンクリート製剛性防護柵として使用できます。

性能検証実験

剛性防護柵 SB種（フロリダ型）の衝突荷重設計値である58kN以上(最大荷重80kN)の荷重を連結した
RSガードフェンスに載荷し、衝突荷重作用時の挙動について検証を行っています。

愛媛大学防災研究センター指導の下、愛媛大学環境建設工学科にて計測及び解析

衝突荷重

（最大荷重80kN）

10
0以

上

アスファルト舗装

路盤

PC鋼より線 φ15.2mm

（緊張力294kN）
載荷の都合により、載荷位置を
下げて試験を実施

車両用コンクリート防護柵研究会 事務局
有限会社 創友 Tel 088-878-1322
高知市北本町2丁目1番12号TheCase高知駅前ビル5階
miyazaki@soyu-ec.co.jp

─120─



ＳＲフェンスは，プレキャスト⾞両⽤防護壁の上に，軽量剛性繊維網を使⽤した⾼さ
1.5m の防護柵を構築した落⽯対策製品です。性能検証実験により，運動エネルギ―6.2kJ
以下の⼩規模落⽯や⼩規模な崩壊⼟砂を受け⽌めることを確認しております。 

■⼯法の特徴 
①設置に要する⽇数は，基礎が 100m/⽇，防護柵が 30m/⽇です。 
②特殊な施⼯技術が不要な部材構造としているため簡単に施⼯ができます。 
③施⼯時に通⾏規制等の時間が短いため，社会的コストが減少します。 
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U

U

U

U

U

U

2500

2500

PSターンバックル

横ロープ(Ｌ)

正⾯図

トップバー CSソケット

⽀柱

基礎擁壁
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0

60
0

15
0
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00

80
0
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0

70
0

570

°

°

°

160

(⼭側) (道路側)

側⾯図■標準構造 

■お問合せ 
 (有)創友 ⾼知市北本町2-1-12-5F TEL.088-878-1322 担当者︓宮﨑

■適⽤現場 〔このような現場に使ってください〕

■捕捉事例 ｢やっててよかった｣と⾔われる現場が増えています

 

 

⼩規模落⽯の防護柵 ＳＲフェンス 

落⽯と⼟砂を捕捉 約 1ton の落⽯を捕捉

⼩規模落⽯が散乱 ⼩規模崩壊 ⼟のうで応急対策 簡易⽊柵で応急対策 

ＳＲフェンス 施⼯延⻑ 15m
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台形型で内部が空洞のブロックを積み上げて、空洞部にコンクリート打設
することで擁壁構造として性能・品質を性能検証実験で確認した⼯法です。

■RSウォールの特徴（現場打ちと⽐較）

■性能検証実験（実物⼤重錘衝突実験）
衝突速度11,3m/s、運動エネルギー51KJを受け⽌めることを確認しています。

・H1.5m、L10m程度の落⽯防護擁壁ならストンガード⽀柱も含めて
1⽇で施⼯可能（⼀般的な現場条件）です。

・製品の設置は熟練の技能労働者でなくてもて施⼯できます。
・ブロックの端部中央にはL30-B15程度の溝を設けているため、曲線部の対応は
隙間の溝にスレートボード等を落とし込むだけで簡単に対応できます。

・実物⼤重錘衝突実験により、落⽯防護擁壁として性能が検証されています。
・コンクリート打設後、ブロック設置作業等が可能なため作業員の⼿待ちが発⽣しません。
・通⾏規制等の制約がある場合、⼯程短縮できることでガードマン費⽤、
通⾏⾞両の待ち時間等の社会的コストが削減できます。

■お問い合わせ先 松井建材 有限会社
〒785‐0161 ⾼知県須崎市浦ノ内⻄分字菅の浜69-3 URL https://matsui‐k.com/

TEL.0889‐49‐0109 FAX.0889‐49‐0017 E‐mail matui.k@ec3.technowave.ne.jp

製品（材料確認） 製品の側⾯状況（実験現場） 天端に防護柵の⽀柱固定 完成した状況

⽊製型枠（前⾯・背⾯）を「コンクリート型枠ブロック」で構築

■製品・施⼯状況等

防護柵（衝突側）に重錘が衝突 防護柵（背⾯側）に重錘が衝突 擁壁壁⾯に重錘が衝突（跳ね返り時）
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ル
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度

 

内閣府断層

パラメータCase3

2014.4.5 00:20

実測ドップラースペクトル

ドップラ周波数(Hz)          

レ
ー

ダ
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ら
の

距
離

(k
m

)

2014.4.5 00:00に発生と仮定 2014.4.5 00:20

仮想津波発生時

ドップラースペクトル

視線方向流速 (cm/s)

パ
ワ

ー
ス

ペ
ク

ト
ル

密
度

×○
実測受信信号 合成受信信号

津波・背景流分離比較・検証

信号合成

理想受信信号

海洋レーダ

仮想津波観測データ数(/年）＝(24×365)×（想定津波数）

統計的評価

Computer

仮想津波観測データ
（ノイズ・津波情報）

ドップラ周波数(Hz)          

海洋レーダを⽤いた津波計測（災害時）と波浪計測（平常時）に関する研究
（海洋レーダ情報⾼度化研究部⾨）

海洋レーダと既存システム
ー計測場所・計測時間の⽐較ー

レーダの特徴：波浪計測など平常時はもちろ
ん津波発⽣時津波検知から漂流物の追跡まで
広範囲に活⽤可能．

仮想津波観測実験
ー数値計算と観測の融合ー

津波数値計算結果とレーダ
観測結果を融合することで，
実際のノイズを考慮した津
波観測を仮想的に⾏う⼿法．
数値計算結果と観測結果の
組み合わせを変えることで，
多数の観測を仮想的に⾏い，
検知性能の統計的な検証を
可能にする．

津波検知の例
ー南海トラフ地震津波ー

波浪解析の例
ー平常時の典型的な活⽤例ー

4分後 7分後 10分後

津波先端 津波先端 津波先端

80%> 80%>

和歌⼭県に設置したレーダによる津波検知確率

伊勢湾での有義波⾼の計測結果：河⼝に近い
地点（Stn.A）では出⽔後に有意に計測性能が
悪化しているが，河⼝から遠い地点（Stn.B）
ではその影響が⼩さい．
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防災情報研究センターとの連携依頼 

 

 

各種講演会や研修会等に講師を派遣します 

 防災や社会インフラ整備などに関わる講演会や研修会に講師を派遣します。 
 お気軽にお問い合わせください。 
 

各種防災プログラムの支援をします 

地域、企業や自治体、学校等が実施を予定する各種の防災プログラムの立案、計画、 
実施を支援します。大学生の防災リーダーも数十名が在籍しています。 

 支援プログラム例 
  ・避難訓練、総合防災訓練 
  ・避難所運営ゲーム 
  ・マイタイムライン作成 
  ・防災まち歩き、防災マップ作り 
  ・クロスロードゲーム 
  ・その他 
 
 

【本件に関する問い合わせ先】 

 

  愛媛大学防災情報研究センター 矢田部龍一 
  TEL  089-927-8141     E-mail  yatabe.ryuichi.mu@ehime-u.ac.jp   
     
 
 

寄付講座、共同研究、受託研究の実施

・この12年間で8件の寄付講座と共同研究部門を開設した実績があります
(寄付講座の内容は、本論文に掲載している愛媛大学防災情報研究セン
ター寄附講座における防災関連学術技術開発研究もしくは巻頭の愛媛大
学防災情報研究センターにおける寄附講座を中心とした防災研究と防災教
育の展開を参照ください)

・寄付講座の運営を実質化できるクロスアポイントメント制度
(平成26年12月26日付けで「クロスアポイントメント制度の基本的枠組と留意
点」がまとめられました。これで、2つの組織に同時に所属することができるよう
になり、会社等に在職のまま、大学の特定教授などとしても活動できるようにな
りました)
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防災・まちづくりに関わる最新の技術開発研究論文 

～寄付講座ならではの実践的研究をめざして～ 

 

2021 年 9 月 1 日 発行 

 

編 集    愛媛大学防災情報研究センター 

                     〒790-8577 松山市文京町３ 

                     TEL 089-927-8141 

                     (https://cdmir.jp/) 

 

発行所    愛媛大学防災情報研究センター 

                     〒790-8577 松山市文京町３ 
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